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総 務 常 任 委 員 会 記 録 

 

１．会議日時 

  平成２８年３月１０日（木）午前９時５８分 開会 

  平成２８年３月１０日（木）午後５時０９分 散会 

 

１．場所 

  ３０１会議室 

 

１．出席委員 

  委 員 長 三好義治 副委員長 山崎雅数 委  員 福住礼子 

  委  員 渡辺慎吾 委  員 野口 博 

 

１．欠席委員 

  なし 

 

１．説明のため出席した者 

  市 長 森山一正  副市長 小野吉孝 

市長公室長 乾 富治  同室次長 山口 猛 

同室参事兼人事課長 大橋徹之  同室参事兼秘書課長 門川好博 

広報課長 荒井陽子  政策推進課長 川西浩司  同課参事 上田和生 

人権女性政策課長 船寺順治  

総務部長 杉本正彦   同部次長兼市民税課長 和田 元 

同部参事兼市史編さん室長 東角泰典  総務課長 松方和彦 

防災管財課長 西川 聡  財政課長 石原幸一郎  情報政策課長 槙納 縁 

同課参事 妹尾紀子  固定資産税課長 中西利之  納税課長 岩見賢一郎 

工事検査室長 宮木茂実  会計管理者兼会計室長 牛渡長子   

選挙管理委員会・監査委員・公平・固定資産評価審査委員会事務局長 井口久和 

同局次長 山下 聡 

消防長 樋上繁昭  消防本部次長兼消防署長 明原 修 

同部参事兼総務課長 橋本雅昭  同課参事 大坪孝志  予防課長 松田俊也   

警備課長 木下正雄  同課参事 幸田英基  警防第１課長 納家浩二  

同課参事 林 州次  警防第２課長 萩原秀夫 

 

１．出席した議会事務局職員 

  事務局長 藤井智哉 同局総括主査 田村信也 
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１．審査案件（審査順） 

  議案第 １号 平成２８年度摂津市一般会計予算所管分 

  議案第 ９号 平成２７年度摂津市一般会計補正予算（第４号）所管分 

  議案第２０号 摂津市行政不服審査会条例制定の件 

  議案第２３号 行政不服審査法の施行に伴う関係条例の整備に関する条例制定の件 

  議案第４４号 摂津市火災予防条例の一部を改正する条例制定の件 

  議案第４７号 摂津市消防団員等公務災害補償条例の一部を改正する条例制定の件 

議案第２５号 摂津市固定資産評価審査委員会条例の一部を改正する条例制定の件 

  議案第 ４号 平成２８年度摂津市財産区財産特別会計予算 

  議案第３３号 摂津市税条例の一部を改正する条例制定の件 

議案第２１号 摂津市職員の退職管理に関する条例制定の件 

  議案第２６号 摂津市職員の勤務時間、休暇等に関する条例等の一部を改正する条例 

         制定の件 

議案第２８号 特別職の職員の給与に関する条例及び摂津市議会議員の議員報酬及 

       び費用弁償等に関する条例の一部を改正する条例制定の件 

議案第２９号 一般職の職員の給与に関する条例及び摂津市水道企業職員の給与の 

       種類及び基準に関する条例の一部を改正する条例制定の件所管分 

  議案第３０号 摂津市職員の管理職手当に関する条例の一部を改正する条例制定の 

         件 

議案第３１号 摂津市職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例制定の件 

  議案第３２号 議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例の一 

         部を改正する条例制定の件 
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（午前９時５８分 開会） 

○三好義治委員長 ただいまから、総務常

任委員会を開会します。 

 理事者から挨拶を受けます。 

 森山市長。 

○森山市長 おはようございます。 

 年度末、何かとお忙しいところ総務常任

委員会を開催いただきまして、大変ありが

とうございます。 

 本日は、過日の本会議で当委員会に付託

されました案件について、ご審査いただく

わけですが、何とぞ慎重審査の上、ご可決

いただきますよう、よろしくお願いいたし

ます。 

 一旦、退席いたしますけど、どうぞ最後

までよろしくお願いします。 

○三好義治委員長 挨拶が終わりました。 

 本日の委員会記録署名委員は、野口委員

を指名します。 

 審査の順序につきましては、お手元に配

付しています案のとおり行うことに異議

ありませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○三好義治委員長 異議なしと認め、その

ように決定します。 

 暫時休憩します。 

（午前 ９時５９分 休憩） 

（午前１０時    再開） 

○三好義治委員長 再開します。 

 議案第１号所管分及び議案第９号所管

分の審査を行います。 

 本２件について、補足説明を求めます。 

 杉本総務部長。 

○杉本総務部長 おはようございます。 

 それでは、議案第１号、平成２８年度摂

津市一般会計当初予算のうち、総務部等の

所管につきまして、目を追って主なものに

ついて補足説明をさせていただきます。 

 まず歳入ですが、２０ページ、款１市税、

項１市民税、目１個人は、前年度に比べ２，

８７０万円の増額です。 

 目２法人は、前年度に比べ６，８２０万

円の増額です。 

 項２固定資産税、目１固定資産税は、前

年度に比べ２億５６０万円の増額です。 

 目２国有資産等所在市町村交付金及び

納付金は、前年度と同額です。 

 項３軽自動車税は、前年度に比べ２９０

万円の増額です。 

 ２２ページ、項４市たばこ税は、前年度

と同額です。 

 項５都市計画税は、前年度に比べ２，９

８０万円の増額です。 

 款２地方譲与税、項１地方揮発油譲与税

は、前年度に比べ２００万円の減額です。 

 項２自動車重量譲与税は、前年度に比べ

１００万円の増額です。 

 ２４ページ、款３利子割交付金は、前年

度に比べ２，２００万円の減額です。これ

は、特定公社債等の利子等について、利子

割から配当割へ移行されたことによる税

制改正の影響を受けたものです。 

 款４配当割交付金は、前年度に比べ１，

５００万円の増額です。 

 款５株式等譲渡所得割交付金は、前年度

に比べ８００万円の増額です。 

 款６地方消費税交付金は、前年度に比べ

４，８００万円の増額です。 

 ２６ページ、款７ゴルフ場利用税交付金

は、前年度に比べ１０万円の減額です。 

 款８自動車取得税交付金は、前年度に比

べ４００万円の増額です。 

 款９地方特例交付金は、前年度と同額で

す。 

 款１０地方交付税は、前年度に比べ３，

２００万円の減額です。 
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 ２８ページ、款１１交通安全対策特別交

付金は、前年度に比べ１００万円の減額で

す。 

 款１３使用料及び手数料、項１使用料、

目１総務使用料は、庁舎施設等使用料です。 

 ３０ページ、目５土木使用料は、市営住

宅使用料及び市営住宅用地使用料です。 

 ３２ページ、項２手数料、目１総務手数

料は、税務諸証明手数料、税務督促手数料、

審査請求提出書類写し等交付手数料及び

審査請求主張書面写し等交付手数料です。 

 ３６ページ、款１４国庫支出金、項２国

庫補助金、目１総務費国庫補助金は、番号

制度システム整備補助金です。 

 ３８ページ、目４土木費国庫補助金は、

公的賃貸住宅家賃低廉化のための社会資

本整備総合交付金です。 

 ４０ページ、項３委託金、目１総務費委

託金は、基幹統計調査委託金及び統計調査

員確保対策事業委託金です。 

 ４８ページ、款１５府支出金、項３委託

金、目１総務費委託金は、府税徴収事務委

託金です。 

 款１６財産収入、項１財産運用収入、目

１財産貸付収入は、土地貸付収入です。 

 目２利子及び配当金は、各種基金利子で

す。 

 ５０ページ、項２財産売払収入は、土地

売払収入です。 

 款１７寄附金は、一般寄附金です。 

 款１８繰入金、項１特別会計繰入金、目

１財産区財産特別会計繰入金は、財産区財

産特別会計からの繰入金です。 

 項２基金繰入金、目１財政調整基金繰入

金は、前年度に比べ３億９，８９７万４，

０００円の増額です。 

 目２公共施設整備基金繰入金は、前年度

に比べ２億４，０１０万６，０００円の減

額です。 

 ５２ページ、目６減災基金繰入金は、５

億５，５３３万２，０００円です。 

 款１９諸収入、項１延滞金加算金及び過

料、目１延滞金は、前年度に比べ１，６８

０万円の減額です。 

 項２市預金利子、目１市預金利子は、前

年度と同額です。 

 項３貸付金元利収入、目３家屋被害復旧

資金貸付金元金収入は、前年度と同額です。 

 ５４ページ、項４雑入、目１滞納処分費

は、前年度に比べ１万２，０００円の減額

です。 

 目２雑入は、市町村振興協会交付金など

です。 

 ６０ページ、款２０市債は、前年度に比

べ１２億２，３５０万円の減額です。これ

は、小中学校耐震補強工事等事業管理等に

伴う市債発行対象事業の減少によるもの

です。本年度発行予定の市債は、目１総務

債は文化ホールリニューアル事業債、旧味

舌スポーツセンター耐震補強等事業債、コ

ミュニティーセンター事業債及び借換債、

目２民生債はデイハウスました建替事業

債、目３衛生債はリサイクルプラザ改修事

業債、目４土木債は借換債、目５消防債は

消防通信指令室等改修事業債、目６教育債

は小学校増改築事業債及び借換債、目７臨

時財政対策債は借換債です。借入限度額及

び借り入れの方法等は、９ページの第３表

地方債に記載のとおりです。 

 続いて歳出ですが、６６ページ、款２総

務費、項１総務管理費、目１一般管理費は、

７０ページまで記載のとおり、その多くが

内部事務経費です。 

 目２文書広報費は、文書の郵送や印刷等

の経費です。 

 ７２ページ、目３会計管理費は、会計事
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務にかかわる経費です。 

 目４財産管理費は、庁舎や集会所にかか

る維持管理経費等です。 

 ７６ページ、目９電子計算費は、庁内の

電子計算処理経費です。 

 ８４ページ、目１８財政調整基金費から

目２０減災基金費は、それぞれの基金利子

の積み立てるものです。 

 ８６ページ、項２徴税費、目１税務総務

費及び８８ページ目２賦課徴収費は、税務

事務にかかる経費です。 

 ９６ページ、項５統計調査費、目１統計

調査総務費は、統計調査にかかる経費です。 

 目２基幹統計調査費は、統計法に基づく

各種基幹統計調査にかかる経費です。 

 続いて１５５ページ、款５土木費、項５

住宅費、目１住宅管理費は、市営住宅管理

経費です。 

 次に１６４ページ、款８消防費、項１消

防費、目４災害対策費は、防災対策にかか

わる経費です。 

 次に１９４ページ、款１０公債費、項１

公債費、目１元金は、前年度に比べ２，１

９６万７，０００円の増額です。 

 目２利子は、前年度に比べ５，８８８万

９，０００円の減額です。 

 次に１９６ページ、款１２予備費は、前

年度と同額です。 

 以上、平成２８年度摂津市一般会計当初

予算の補足説明とさせていただきます。 

 続きまして、議案第９号、平成２７年度

摂津市一般会計補正予算第４号のうち、総

務部等の所管につきまして補足説明をい

たします。 

 まず、６ページの第２表繰越明許費をご

参照ください。 

 款２総務費、項１総務管理費、非常勤職

員等任用事業、及び情報化推進事業につき

ましては、いずれも国の補正予算に伴い、

本市の補正予算に歳入歳出予算を計上す

るとともに、その全額を繰り越すものです。 

 款８消防費、消防庁舎管理事業は、電気

室改修工事等について、より安全な工事方

法について検討した結果、事業費の一部を

繰り越すものです。 

 ７ページからの第３表、地方債の補正に

つきましては、国の補正予算に伴い新たな

同意が見込まれる情報セキュリティ強化

対策事業のほか、事業費の確定等により起

債の限度額を変更するものです。 

 次に歳入ですが、１４ページ、款１市税、

項２固定資産税、目１固定資産税は、土地

価格の下落が軽微であったことなどによ

り１億２，５００万円増額しています。 

 目２国有資産等所在市町村交付金及び

納付金は、７０万３，０００円増額してい

ます。 

 項５都市計画税、目１都市計画税につい

ては、１，２００万円増額しています。 

 １６ページ、款１３使用料及び手数料、

項１使用料、目５土木使用料については、

市営住宅使用料を２００万円増額してい

ます。 

 １８ページ、款１４国庫支出金、項２国

庫補助金、目１総務費国庫補助金について

は、国の補正予算に伴う番号制度システム

整備補助金、情報セキュリティ強化対策費

補助金及び地方創生加速化交付金の計上

により、４，６６７万４，０００円増額し

ています。 

 項３委託金、目１総務費委託金について

は、基幹統計調査委託金を１，００４万６，

０００円減額しています。 

 ２２ページ、款１６財産収入、項１財産

運用収入、目２利子及び配当金は、財政調

整基金など各種基金の運用利子が確定し
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たことにより、総務部所管の基金に係る運

用利子は１６万１，０００円増額していま

す。 

 款１７寄附金、項１寄附金、目１寄附金

については、一般寄附金を増額しています。 

 ２４ページ、款１８繰入金、項２基金繰

入金、目２公共施設整備基金繰入金は、事

業費の確定により４，９２６万２，０００

円減額しています。 

 款１９諸収入、項４雑入、目２雑入につ

いては、水道事業会計からの収入を減額し

ています。 

 款２０市債、項１市債、目１総務債、情

報セキュリティ強化対策事業債は、国の補

正予算に伴い新たな同意が見込まれるも

のです。その他の項目については、いずれ

も事業費の確定等に伴い、起債発行額を変

更しています。 

 続いて歳出ですが、２６ページ、款２総

務費、項１総務管理費、目１一般管理費、

２８ページ、目２文書広報費、目４財産管

理費、３２ページ、目１８公共施設整備基

金費、目１９減債基金費については、決算

見込みにより減額するものです。 

 目９電子計算費は、国の補正予算に伴い

セキュリティ強化のための新システム移

行対応委託料を増額しています。 

 目１７財政調整基金費については、利子

相当分の増額や、今回の補正財源を調整す

るため、歳入歳出の差額を積み立てるもの

です。 

 目２０土地開発基金費については、基金

の運用利子が確定したことにより増額す

るものです。 

 項２徴税費、目１税務総務費、３４ペー

ジ、目２賦課徴収費については、決算見込

みにより減額するものです。 

 ４０ページ、項５統計調査費、目１統計

調査総務費及び目２基幹統計調査費につ

いては、決算見込みにより減額するもので

す。 

 ６２ページ、款７土木費、項５住宅費、

目１住宅管理費については、決算見込みに

より減額するものです。 

 ６４ページ、款８消防費、項１消防費、

目４災害対策費については、東日本大震災

に係る水道料金減免に伴う水道事業会計

繰出金の増額があるものの、決算見込みに

より減額するものです。 

 ７４ページ、款１０公債費、項１公債費、

目１元金及び目２利子については、決算見

込みにより減額するものです。 

 以上、平成２７年度摂津市一般会計補正

予算第４号の補足説明とさせていただき

ます。 

○三好義治委員長 乾市長公室長。 

○乾市長公室長 それでは、議案第１号、

平成２８年度摂津市一般会計当初予算の

うち、市長公室に係る部分につきまして、

目を追って主なものについて補足説明を

させていただきます。 

 まず歳入でございますが、一般会計当初

予算書の３６ページ、款１４国庫支出金、

項２国庫補助金、目２民生費国庫補助金で

は、平成２６年４月からの消費税率の引き

上げに伴い、低所得者への配慮として実施

された臨時福祉給付金について、引き続き

行うものと、新たに所得の少ない高齢者な

どを対象とした年金生活者等支援臨時福

祉給付金の実施に当たり、その事務執行経

費と給付金相当額についての国からの補

助金として、総額４億２，２２９万７，０

００円を計上いたしております。 

 ４８ページ、款１５府支出金、項３委託

金、目１総務費委託金では、人権啓発の事

業にかかる人権啓発活動委託金を計上い
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たしております。 

 続きまして５４ページ、款１９諸収入、

項４雑入、目２雑入では、広報紙及びホー

ムページへの広告掲載料、退職者の水道部

での在職期間に応じ水道事業会計から収

入する退職手当水道事業会計負担金、大阪

府後期高齢者医療広域連合等からの派遣

職員にかかる給与等負担金、臨時非常勤職

員等雇用保険個人掛金、男女共同参画セン

ター主催講座の受講料を計上いたしてお

ります。 

 次に歳出でございますが、６６ページ、

款２総務費、項１総務管理費、目１一般管

理費では、秘書業務を初めとする市長公室

各課にかかわります事務執行経費のほか、

人事課で所管しております職員研修、労働

安全衛生、職員健康管理、職員厚生会関係

などの予算を計上いたしております。 

 ７０ページ、目２文書広報費では、広報

紙やホームページのリニューアルにかか

る経費を新たに計上しております。 

 ７４ページ、目５企画費では、政策推進

課にかかる事務経費などを計上いたして

おります。 

 ７８ページ、目１１女性政策費では、男

女共同参画推進審議会の運営に要する経

費などを計上いたしております。 

 同じく７８ページ、目１２男女共同参画

センター費では、男女共同参画センターの

講座開催並びに相談業務等、事業運営に要

する経費などを計上いたしております。 

 ８４ページ、目１７諸費においては、人

権啓発推進事業や平和施策推進事業の経

費などを計上いたしております。 

 １１２ページ、款３民生費、項１社会福

祉費、目８臨時福祉給付金等給付事業費で

は、給付事務に従事する職員の人件費のほ

か、振込手数料や事務機器等借上料の事務

執行経費及び支給いたします給付金額を

計上しております。 

 人件費にかかります予算につきまして

は、２００ページからの給与費明細書をご

参照いただくよう、お願いします。平成２

８年度当初予算の給与費は、特別職にかか

る予算として４億４，８１４万５，０００

円、一般職にかかる予算として４９億１，

８６３万３，０００円、総額５３億６，６

７７万８，０００円を計上いたしておりま

す。 

 前年度当初予算と比較いたしますと、約

０．６％、３，０７６万５，０００円の減

額となっております。これらの給与費の内

訳は、それぞれの予算科目において計上い

たしており、報酬が２億８，４８３万円、

給料が２１億９，６８５万４，０００円、

職員手当が２０億６，６７８万６，０００

円、共済費が８億１，８３０万８，０００

円となっております。 

 次に、一般職の給与費の主な増減額につ

いてご説明申し上げます。 

 給与費全体では、４，６３５万５，００

０円の増額となっております。これは給料

では２，１１５万６，０００円の減額とな

ったものの、職員手当で５，６６５万１，

０００円の増額、共済費で１，０８６万円

の増額となったことによるものでござい

ます。また、増減額の主な要因についてで

ございますが、給料の減額は採用・退職等

の職員の異動が主な要因でございます。 

 職員手当の増額は、制度改正に伴うもの

として勤勉手当の支給率の引き上げによ

り２，０２１万４，０００円、管理職員特

別勤務手当の創設により３５９万４，００

０円、退職手当の調整額の改正により１，

０５３万３，０００円、その他退職予定者

数が増加することに伴い、退職手当が４，
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６４８万８，０００円の増額となったこと

によるものでございます。 

 共済費の増額は、昨年１０月から大阪府

市町村職員共済組合へ支払う負担金の計

算方法が標準報酬制度に変更となったこ

とによるものでございます。 

 続きまして、議案第９号、平成２７年度

摂津市一般会計補正予算第４号のうち、市

長公室にかかわります部分につきまして、

補足説明をさせていただきます。 

 まず歳入についてでございますが、１８

ページ、款１４国庫支出金、項２国庫補助

金、目２民生費国庫補助金では、臨時福祉

給付金の対象者数の精査などにより、補助

対象経費を減額いたしております。 

 次に歳出についてでございますが、２６

ページ、款２総務費、項１総務管理費、目

１一般管理費では、賃金、旅費など、経常

経費について決算見込みにより減額する

とともに、非常勤職員等、任用事業として、

障害者の就労支援にかかる経費を計上い

たしております。 

 ２８ページ、目２文書広報費では、決算

見込みにより委託料を減額いたしており

ます。 

 同じく２８ページ、目５企画費では、報

酬旅費など経常経費について決算見込み

により減額をいたしております。 

 ３０ページ、目１１女性政策費では１１

０万円、目１２男女共同参画センター費で

は３０万９，０００円、３２ページ、目１

６諸費では１５万３，０００円をそれぞれ

減額いたしておりますが、これは決算見込

みにより減額するものでございます。 

 ４４ページ、款３民生費、項１社会福祉

費、目８臨時福祉給付金給付事業費では、

対象者数の精査などによる減額をいたし

ております。 

 同じく４４ページ、目９子育て世帯臨時

特例給付金給付事業費では、国の補助金額

に基づく事務費、事務運用の精査による減

額をいたしております。 

 次に人件費にかかわります補正予算に

つきましては、７６ページからの給与費明

細書をご参照ください。 

 特別職の給与費につきましては、期末手

当で１５７万８，０００円の増額となって

おりますが、これは平成２７年人事院勧告

に基づき期末手当の支給率を０．１月分引

き上げることによるものでございます。 

 次に一般職の給与費につきましては、給

料で１，０３３万９，０００円の減額とな

っております。これは平成２７年人事院勧

告に基づく給料表の改定に伴い、３１６万

２，０００円の増額となる一方で、育児休

業等を取得する職員が生じたことに伴い、

１，３５０万１，０００円の減額となった

ことによるものでございます。 

 職員手当では、５，０３３万１，０００

円の増額となっております。これは、勤勉

手当において平成２７年人事院勧告に基

づき、支給率を０．１月分引き上げること

に伴い、２，０３４万４，０００円の増額

になるとともに、退職手当において当初予

算に見込みがなかった退職者が生じたこ

となどに伴い、４，３７２万７，０００円

の増額となったことなどによるものでご

ざいます。 

 共済費では、３６７万７，０００円を増

額いたしております。これは人事院勧告に

伴う給与改定への対応が主な要因でござ

います。 

 以上、議案第１号、平成２８年度摂津市

一般会計予算及び議案第９号、平成２７年

度摂津市一般会計補正予算第４号の補足

説明とさせていただきます。 
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○三好義治委員長 では、樋上消防長。 

○樋上消防長 それでは、議案第１号、平

成２８年度摂津市一般会計当初予算のう

ち、消防本部に係る事項につきまして、目

を追ってその主なものについて補足説明

をさせていただきます。 

 まず歳入でございますが、予算書３４ペ

ージ、款１３使用料及び手数料、項２手数

料、目５消防手数料は、危険物設置許可等

及び検査手数料、保安三法設置許可等及び

検査手数料などでございます。 

 ４６ページ、款１５府支出金、項２府補

助金、目７消防費府補助金は、大阪航空消

防運営費補助金及び権限移譲交付金でご

ざいます。 

 ５８ページ、款１９諸収入、項４雑入、

目２雑入は、消防団員退職報償費及び近畿

道救急業務実施市町村交付金などでござ

います。 

 次に歳出でございますが、概要につきま

しては予算概要９８ページから１０５ペ

ージにかけて記載しておりますので、あわ

せてご参照願います。 

 予算書１５８ページ、款８消防費、項１

消防費、目１常備消防費は、９億２，１２

４万１，０００円で、前年と比較して３９．

３％、５億９，６１９万８，０００円の減

額となっております。 

 賃金は、１名分の事務嘱託員賃金でござ

います。 

 旅費は、大阪府立消防学校等への職員研

修派遣にかかる普通旅費などでございま

す。 

 需用費は、消防活動業務用品及び職員の

貸与被服の購入並びに消防車両、消防庁舎

の修繕等維持管理経費でございます。 

 役務費は、一般加入回線、専用回線及び

携帯電話に伴う通信運搬費、並びに消防活

動用ボンベ検査手数料などでございます。 

 １６０ページ、委託料は、消防庁舎の清

掃、庁舎設備等の保守管理のほか、吹田市

との指令業務共同運用に伴う庁舎改修管

理などの委託が主なものでございます。 

 使用料及び賃借料は、消防本部庁舎の土

地借上料、仮眠用の寝具借上料及びトイレ

消臭器借上料などでございます。 

 工事請負費は、消防指令業務共同運用に

伴う消防本部庁舎改修にかかる経費でご

ざいます。 

 備品購入費は、交番・消防出張所に設置

する自動体外式除細動器及び高規格救急

車１台の購入経費等でございます。 

 負担金補助及び交付金は、消防ヘリコプ

ター運営にかかる負担金、消火栓新設修理

負担金、救急救命士養成等の職員教育訓練

派遣負担金、救急安心センター負担金及び

指令センター共同運用等負担金などでご

ざいます。 

 １６２ページ、目２非常備消防費は４，

９４０万９，０００円で、前年と比較して

２１．５％、８７４万８，０００円の増額

となっております。 

 報酬は、消防団員に支給する消防団員報

酬でございます。 

 報償費は、退職消防団員に対する報償金

でございます。 

 旅費は、火災出動訓練及び火災予防啓発

活動等の費用弁償でございます。 

 需用費は、分団配備の消防車両２９台及

び小型動力ポンプ２２台の維持管理経費

でございます。 

 工事請負費は、屯所建替工事にかかる経

費でございます。 

 備品購入費は、小型動力ポンプ３台の更

新経費でございます。 

 負担金、補助及び交付金は、消防団員等
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公務災害補償等共済基金の掛金及び消防

団車両の更新等に対する消防施設整備費

補助金などでございます。 

 以上、消防本部所管分の補足説明とさせ

ていただきます。 

○三好義治委員長 次、井口総合行政委員

会事務局長。 

○井口選挙管理委員会・監査委員・公平・

固定資産評価審査委員会事務局長 議案

第１号、平成２８年度摂津市一般会計当初

予算のうち、選挙管理委員会、監査委員、

公平委員会、固定資産評価審査委員会にか

かわります項目につきまして、目を追って

補足説明をさせていただきます。 

 まず、歳入の４０ページ、款１４国庫支

出金、項３委託金、目１総務費委託金のう

ち、選挙費委託金につきましては、参議院

議員通常選挙の執行にかかる委託金でご

ざいます。 

 ５８ページ、款１９諸収入、項４雑入、

目２雑入のうち、選挙管理委員会事務局の

雑収入につきましては、神安土地改良区総

代会総代総選挙にかかる執行経費でござ

います。 

 次に歳出の７６ページ、款２総務費、項

１総務管理費、目７公平委員会費及び目８

固定資産評価審査委員会費につきまして

は、委員報酬など事業実施にかかる経費で

ございます。 

 ９２ページ、項４選挙費、目１選挙管理

委員会費につきましては、委員報酬など事

業実施にかかる経費でございます。 

 目２参議院議員通常選挙費につきまし

ては、夏の参議院議員通常選挙にかかる執

行経費でございます。 

 ９４ページ、目３市長選挙費につきまし

ては、本年１０月１１日、任期満了となり

ます市長の選挙にかかる執行経費でござ

います。 

 目４神安土地改良区総代会総代総選挙

費につきましては、本年５月１６日執行の

神安土地改良区総代会総代総選挙にかか

る経費でございます。 

 ９８ページ、項６監査委員費、目１監査

委員費につきましては、委員報酬など事業

実施にかかる経費でございます。 

 以上、当初予算の補足説明とさせていた

だきます。 

 続きまして、議案第９号、平成２７年度

摂津市一般会計補正予算第４号のうち、選

挙管理委員会、監査委員、公平委員会、固

定資産評価審査委員会にかかわります項

目につきまして、目を追って補足説明をさ

せていただきます。 

 まず、歳入の２０ページ、款１５府支出

金、項３委託金、目１総務費委託金につき

ましては、先の府議会議員選挙及び府知事

選挙にかかる執行経費の確定に伴い、減額

するものでございます。 

 次に、歳出の３０ページ、款２総務費、

項１総務管理費、目７公平委員会費及び目

８固定資産評価審査委員会費につきまし

ては、事業費の精査に伴い、減額するもの

でございます。 

 ３６ページ、項４選挙費、目１選挙管理

委員会費につきましては、選挙人名簿の登

録制度見直しに伴うシステム改修により、

増額するものでございます。 

 目２府議会議員選挙費及び目３府知事

選挙費につきましては、執行経費の不用額

を減額するものでございます。 

 ４０ページ、項６監査委員費、目１監査

委員費につきましては、事業費の精査に伴

い、減額するものでございます。 

 以上、補正予算の補足説明とさせていた

だきます。 
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○三好義治委員長 説明は終わり、質疑に

入ります。 

 福住委員。 

○福住礼子委員 まず、平成２８年度予算

の歳入についてでございます。 

 これは予算書の２０ページ、款１市税、

項１市民税、前年より上回る予算となって

おります。その内訳、またその要因につい

てお聞きしたいと思います。 

 それと個人市民税の滞納分が、昨年の予

算から１，４００万円ほど減っております。

その理由をお聞きしたいと思います。 

 款１市税、項２固定資産税、これにつき

ましては平成２７年度補正予算において

１億２，５００万円というのがあります。

その内容について教えていただきたいこ

とと、今年度の２８年度の予算がさらに高

くなっておりますので、あわせてお聞きし

たいと思います。 

 続いて２０ページ、款１市税、項２軽自

動車税、平成２７年４月以降の新規取得を

した軽自動車というのは、２８年度から増

税になっていくと思います。その内容と今

後の見込み、これがふえていくのかという、

その見込みをお聞きしたいと思います。ま

た、この軽自動車税の滞納繰越分の内訳を

教えていただきたいと思います。 

 ３６ページ、款１４国庫支出金、項２国

庫補助金、目２民生費国庫補助金、臨時福

祉給付金等給付事務費補助金、臨時福祉給

付事業費補助金について、平成２７年度は

２度目の実施となりました。給付率がわか

りましたら教えていただきたいことと、２

８年度はどのようなスケジュールで進め

ていかれるのか、お聞きしたいと思います。 

 それから、一億総活躍社会の実現に向け

て賃金の引き上げの恩恵が及びにくい所

得の少ない高齢者に対して、下支えという

ことで、一回限りの給付がございます。年

金生活者等支援臨時福祉給付事業費補助

金についてもスケジュール等教えていた

だきたいと思います。 

 それから、款２０市債です。項１市債、

目２民生費のところにありますデイハウ

スました建替事業債６，４６０万円、これ

について建て替えの今後のスケジュール

を教えていただきたいと思います。 

 それから、平成２８年度予算の歳出のほ

うですけれども、これは予算概要のページ

でお願いしたいと思います。 

 １０ページ、款２総務費、項１総務管理

費、目１一般管理費の非常勤職員等賃金に

ついてですけれども、専任の支援員が補佐

して障害のある人が庁内業務を行うオフ

ィスが設置されるということを聞いてお

ります。設置の目的について改めてお聞き

したいと思い、また専任支援員というのは

どういった方がなられるのか、何か資格が

必要とされているのかということにもお

答えいただきたいと思います。 

 同じく１０ページ、款２総務費、項１総

務管理費、目１一般管理費の人事管理事業

についてですけれども、試験問題作成等委

託料、これが昨年は６４５万９，０００円、

今回は８８６万６，０００円となっており

ます。少し上乗せをされているんですけど

も、採用に伴って吊りビラ広告をされると

いうことで、昨年行われたその発想に至っ

た経緯なんかお聞きしたいことと、またそ

の実施された効果についてお聞きしたい

と思います。 

 次に１４ページ、款２総務費、項１総務

管理費、目１一般管理費の市制施行５０周

年記念式典事業、これは文化ホールのリニ

ューアル後の式典ということで、こけら落

とし的な事業というか、式典になるので、
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楽しみにしておりますけれども、内容につ

いて、わかる範囲で教えていただきたいと

思います。 

 同じく１４ページ、款２総務費、項１総

務管理費、目２文書広報費の広報事務事業

についてですけれども、市制施行５０周年

記念市勢要覧作成業務委託料があります。

この内容についてお聞きしたいことと、広

報紙の発行について、月１回、３２ページ

程度の冊子版になるというふうにお聞き

をいたしました。具体的に紙面の内容をお

聞きしたいことと、これからどういったこ

とでスケジュールが進められるのか、お聞

きしたいと思います。 

 １６ページ、款２総務費、項１総務管理

費、目２文書広報費のホームページ事業の

構築委託料の内容について、お聞きしたい

と思います。 

 同じく１６ページの目４財産管理費の

市立集会所管理事業の修繕費が、昨年２７

年度は６００万円、ことしは１，０７７万

７，０００円と差が出ております。集会所

数も５３から５２箇所というふうになっ

ておりますので、その内訳をお聞きしたい

と思います。 

 １８ページ、款２総務費、項１総務管理

費、目４財産管理費の市有財産管理事業に

あります旧味舌小学校木造校舎解体実施

設計業務委託についての内容をお聞かせ

ください。 

 同じく１８ページの目４財産管理費の

中の車両管理事業２，２８３万６，０００

円の中に、機械器具費が入っておりますが、

この内容をお聞きしたいと思います。 

 ２０ページ、款２総務費、項１総務管理

費、目９電子計算費の中の情報化推進事業、

これは基幹システムを構築するサーバー

の集約で、運用管理の一元化及び経費削減

とありました。どういった削減につながっ

ていくのかをお聞きしたいと思います。 

 ２２ページ、款２総務費、項１総務管理

費、目１２男女共同参画計画推進事業につ

いてですが、本年第３期の見直しに当たる

ということで、性別にかかわりなく男女が

ともにその個性や能力を十分に発揮でき

る社会を目指し課題解決に取り組まれる

と、代表質問のときにもお答えがございま

した。その課題として女性に対する暴力の

根絶について、他部署、他機関との支援体

制の充実を図り、啓発運動に取り組むとい

うことであったと思います。具体的にどう

いったことなのか、お聞きしたいと思いま

す。 

 それから３０ページ、款２総務費、項１

総務管理費、目１７諸費の中にあります車

窓広告事業の内容についてお聞きしたい

と思います。 

 ３４ページ、款２総務費、項２徴税費、

目２賦課徴収費、ここにありますインター

ネット等公売事業のこれまでの実績を教

えていただきたいと思います。 

 ３６ページ、款２総務費、項４選挙費の

中で参議院選挙についてでありますけれ

ども、選挙執行経費基準法の一部改正とい

う案があると思います。期日前投票所にお

ける選挙人名簿のオンライン対照等の設

備の整備や投票所への移動支援に関する

加算規定を設ける最近の執行実態を踏ま

えて、開票所経費の基準額を改定するとい

った案があると聞いておりますが、それに

ついてお聞きしたいと思います。 

 １０２ページ、款８消防費、項１消防費、

目１常備消防費、指令・通信事業について

ですけれども、吹田市・摂津市消防指令セ

ンターの共同運用が開始されて、試運転が

あるというふうに聞いておりますけれど
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も、消防署のリニューアルもされて、大変

明るいイメージとなったと思います。まず

は新スタートに向けた抱負をお聞かせい

ただきたいと思います。 

 同じく１０２ページ、款８消防費、項１

消防費、目１常備消防費の消防活動事業に

ついて、西日本初となりましたＡＥＤの交

番設置についてですけれども、スケジュー

ルはどういうふうになっているのか、それ

からこれまで設置してこられた更新など

の計画についてもあわせてお聞きしたい

と思います。 

 １０４ページ、款８消防費、項１消防費、

目１常備消防費の消防団活動管理事業、こ

れについては女性の消防団が４名入団を

されました。女性の入団によるメリット、

また何か課題といったものがあればお答

えいただきたいと思います。 

 同じく１０４ページ、目４災害対策費の

情報収集伝達体制整備事業のデジタル防

災行政無線システム設計委託料について、

内容と今後の計画についてお聞きしたい

と思います。 

 １０６ページ、款８消防費、項１消防費、

目４災害対策費の防災対策事業の防災カ

リキュラム作戦の内容がありましたので、

その中身とスケジュールについてお聞き

したいと思います。 

 それから２７年度の補正については、１

８ページの款１４国庫支出金、項２国庫補

助金、目１総務費国庫補助金の中の情報セ

キュリティ強化対策費補助金について教

えていただきたいと思います。 

 同じく地方創生加速化交付金の内容に

ついてもお聞きをしたいと思います。 

○三好義治委員長 和田次長。 

○和田総務部次長 それでは、ご質問のう

ち市税収入の中で市民税につきましてご

説明をいたします。 

 まず、２８年度の予算計上の前提となり

ます２７年度の税収につきましては、上振

れの状態でございます。特に法人市民税に

つきましては、当初、法人税割の税率引き

下げの影響を考慮し、減収を見込んでおり

ましたけれども、景気回復等に伴う課税ベ

ースの増加が減収見込み分を上回る状況

にございます。 

 これを受けまして、まず個人市民税につ

きましては景気が回復過程にあり、個人所

得の伸びが微増するものと見込みまして、

対前年度比２，８７０万円、０．７％増の

４２億５，６７０万円を計上いたしました。 

 政府の経済財政運営の基本的態度によ

りますと、平成２７年度の我が国経済は、

雇用所得環境が改善し、緩やかな回復基調

が続いていると記載されております。個人

市民税につきましては、このような経済動

向を反映して緩やかな回復基調が続くの

ではないかと考えております。 

 次に法人市民税につきましては、市内主

要法人の決算内容が現時点では未確定で

ございますけれども、２７年度同様の状況

が続けば景気回復等による課税ベースの

増加が法人税割の税率引き下げの影響を

上回るものと見込みまして、対前年度比３．

４％、６，８２０万円増の２０億５，２２

０万円を計上しております。 

 法人市民税につきましては、景気変動や

法人個々の会計処理の影響を大きく受け

る税でございます。本市におきましてもリ

ーマンショックによる景気後退局面では

平成２０年度２８億２，０００万円ござい

ました税収が、翌年度１５億円にほぼ半減

した例を見ましても、なかなか安定した税

収が確保できるとは期待はしておりませ

ん。 
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 さらに、地域間の偏在性が最も高い税で

ございます。その是正のために現在で１２．

１％の税率が２９年４月開始の事業年度

からは８．４％に再度引き下げられる見込

みとなっております。 

 また、アベノミクスとして継続して実施

されております国際競争力強化のための

法人実効税率の引き下げ等を考えますと、

今後の市における法人税収の見通しはか

なり厳しいものとの認識をいたしており

ます。 

 次に軽自動車税につきましては、現在、

条例改正をお願いしておるわけでござい

ますけれども、税率改正分の算定基礎にな

ります検査情報システムからの情報提供

が現時点で遅延しておりまして、正確な予

算計上ができないということで、本年度の

税収見込みに基づき対前年度比３．３％、

２９０万円増の８，９９０万円を計上いた

しております。 

 課税期日が４月１日ということになっ

ておりますので、その時点で増税部分と軽

課部分との取り合いがどうなるかという

のが、その時点でないとわかりません。た

だ、政府の税収見込みによりますと、軽自

動車税につきましては２０％程度の増と

いうことで示されております。本市におき

ましてもその程度の増加が見込まれるも

のと考えております。 

○三好義治委員長 岩見課長。 

○岩見納税課長 それでは、納税課にかか

りますご質問にお答えさせていただきま

す。 

 まず、市税分の滞納分が前年より減額に

なっておるということでございますけど

も、ここ数年、徴収率に関しましても、若

干ではございますが増加傾向にございま

す。また、滞納繰越分につきましても、こ

れも徴収率が向上しておるという部分が

ございまして、毎年約１億円ずつ減らして

いっており、努力をさせていただいており

ますことから、全体の分母が減ってきてお

りますので、徴収する分も減ってきている

ということでご理解をお願いしたいと思

います。 

 続きまして、予算概要の３４ページ、イ

ンターネット公売のこれまでの実績とい

うことでございますけれども、インターネ

ット公売は８年前の平成２０年から始め

ております。当時、絵画、花瓶、バッグ等、

洋酒とかも公売をしてまいりました。それ

から少し期間があきましたが、昨年、この

２７年度１１月にインターネット公売を

させていただきました。テレホンカードや

そういったプリペイドカード、また宝石関

係、それとデジタルコードレス電話機とい

うことで全部で１３点を実施させていた

だきました。 

 その結果、そのうち１２点が落札されて

おります。あと１点につきましては、また

引き続き次回のインターネット公売に出

品をしたいと、そのように考えております。 

○三好義治委員長 岩見課長、軽自動車税

の滞納についての質問にも答弁してくだ

さい。 

○岩見納税課長 軽自動車税の滞納の内

訳ということでございましょうか。 

○三好義治委員長 質問者がそのように

質問しています。 

○岩見納税課長 私どもが滞納分を予算

見積もりするときに、軽自動車税という全

体で考えさせていただいており、全体での

率で算出させていただいておりますので、

細かい内訳はないので、申しわけございま

せんけれども、お答えできませんが、よろ

しくお願いいたします。 
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○三好義治委員長 次に、中西課長。 

○中西固定資産税課長 私のほうから固

定資産税にかかります分で、平成２７年度

補正予算の１億円の内容、それと２８年度

増額分の内訳、そしてその要因についてお

答えさせてもらいます。 

 まず、２７年度の補正予算につきまして

ですけども、その内容としましては平成２

７年度評価替えにおきましてその作業の

段階で不動産鑑定士のほうから地価の下

落自体は比較的軽微になってきていると

いうふうに聞いていたところですけども、

依然として一部地域におきましては下落

傾向が続いているということもありまし

て、予算計上の段階では安全分も見込んだ

上での計上という形にさせていただきま

した。 

 その結果としまして、実際に税額を課税

するに当たりまして、負担水準というのが

ございますけども、それの割合が地積ベー

スにしますと約２２％ぐらいの土地が引

き上げになったということから、その分で

の増収があったということ、それとあと当

初予算のときに見込んでおりました徴収

率、そちらのほうが約０．１％ほど高くな

るという見込みですので、それも含めた分

が増収要因という形になっております。 

 続きまして、平成２８年度の予算の内訳

のほうなんですけども、２８年度につきま

しては滞納繰越分を除きまして現年度課

税分が２．６％、２億１，６００万円の増

収と見込んでおります。 

 内訳としましては、土地で９，４００万

円、家屋で１億３，０００万円の増収で、

償却資産では８００万円程度の減収と見

込んでるわけなんですけども、主な理由と

いたしましては、まず土地のほうでは、正

雀地域のほうで以前学校法人で所有され

ていました７，０００平米強ぐらいの土地

が民間のほうに売却されたということ、そ

れが課税地に変わったということ、それと

あと千里丘新町の区画整理事業に伴いま

して増収があったということで、土地の分

ではその分の増収を見込んでおります。あ

と、土地の分につきましては、２７年度の

補正予算で約９，０００万円ほど増加して

ますので、その分をあわせて見込ませてい

ただいてるという形になっております。 

 家屋におきましては、通年、新増築の増

収というのは見込まれるんですけども、今

年度につきましてはそれに合わせて大手

企業のテクノロジーイノベーションセン

ター、あちらの建設もありましたので、そ

の分も合わせまして大幅な増収を見込ん

でるということでございます。 

 あと、償却資産につきましては、これだ

け減収という形になってるんですけども、

こちらのほうは１月３１日に申告期限と

いう形で受け付けのほうさせていただい

ておりまして、今現在作業中なんですけど

も、実際のところ、これが作業中でまだ具

体的な額が出ていなかったという分と、あ

と大阪府知事や総務大臣からの配分とい

うのが、これが３月後半にならないと来ま

せんので正確な額がわからないというこ

とも踏まえまして、一応前年度の実績を参

考にしまして約０．４％程度の減という形

で当初予算計上させていただいておりま

す。 

 あと、千里丘新町の影響で２９年度以降

につきましては、また区画整理が完了した

段階での路線価付設あるいはマンション

建設等があった段階で、増収が見込めるも

のと考えております。 

○三好義治委員長 次、上田参事。 

○上田政策推進課参事 臨時福祉給付金
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等について、ご答弁させていただきます。 

 まず、２７年度の現在の申請率というこ

とですけども、１月末でお答えさせていた

だきたいと思います。 

 １月末時点で、申請者１万４，５９９名、

申請率、この時点で対象見込み者数２万人

で割りますと、申請率７２．６％です。こ

の時点ではまだ郵送の方、大体約５００人

ぐらいいらっしゃったんですけども、その

方がまだ未入力という形になってますの

で、最終的には約７５％強の申請率になろ

うかと予測しております。 

 続きまして、２８年度の臨時福祉給付金

のスケジュールなんですけども、一定大阪

府のほうが各市町村に意見聴取されてお

りまして、既に大阪府の一定の目安という

時期を実は示されておられます。２８年度

の臨時福祉給付金につきましては、９月１

日開始の実施期間６か月という形で示さ

れております。 

 続いて年金生活者等支援臨時福祉給付

金につきましては、二つの給付金に細分化

されておりまして、まず、低所得の高齢者

向けの給付金と、あと障害・遺族年金を受

給されておられる方向けの給付金という

形で二つに分けられております。 

 高齢者向けにつきましては、これも両方

の給付金につきましてもそうなんですけ

ども、既に大阪府のほうで申請時期の目安

というのが示されておりまして、これは各

市町村、意見聴取されまして、前半、高齢

者向けの給付金につきましては５月２日

開始で実施期間は３か月という形で目安

を示されました。あと、低所得の障害・遺

族年金受給者向けの給付金につきまして

は、９月１日開始で実施期間は６か月とい

う形で示されておりますので、本市におき

ましても、このスケジュールの状況と近隣

市の開始の時期を考慮して、実施期間を定

めさせていただきたいと考えております。 

○三好義治委員長 川西課長。 

○川西政策推進課長 そうしましたら、補

正予算書の１８、１９ページにございます

地方創生加速化交付金についてのお問い

にお答えいたします。 

 この内容なんですけれども、国のほうが、

まち・ひと・しごと創生法というのを出し

まして、各自治体に人口ビジョン総合戦略

の策定を求めております。具体的に人口減

少を防止するような施策を打って出まし

ょうということでございます。この施策、

各自治体が施策を打つ、これを財源的に後

押しする交付金でございます。 

 この地方創生加速化交付金の具体的な

要件なんですけれども、総合戦略に位置づ

けられている、または位置づける予定であ

る事業であること。それから今回特にこの

地方創生加速化交付金では、雇用、仕事に

結びつくような事業であること。そして先

駆性のある事業であること。このあたりが

要件になっております。 

 また、国から示されているものとしまし

ては、補助率は１０分の１０で、各自治体

は上限２事業まで申請できるということ

で、摂津市のほうでは２事業、具体的には

健都イノベーションパーク企業立地促進

事業、これは産業振興課が持っておるもの

です。こちらと、あとそれから人事課が所

管しております非常勤職員等任用事業、チ

ャレンジドオフィスせっつでございます。

この２事業につきまして、あわせて申請し

ている段階でございます。 

○三好義治委員長 市債に関して、デイハ

ウスましたのスケジュールの件。 

石原課長。 

○石原財政課長 市債の民生債の中のデ



- 17 - 

 

イハウスました建替事業債ということで

お答えさせていただきます。 

 こちらのほうにつきましては、デイハウ

スましたと近隣の第１集会所とで今回デ

イハウスました建て替えということで、集

会所の機能を合わせた施設として、建設を

予定しております。 

 詳細につきましては、保健福祉課が担当

しておりますので、知り得る今後のスケジ

ュールのほう説明させていただきますと、

今年度につきましては実施設計を完成し

まして、来年度に２８年度に入りまして

早々に入札を行う予定としております。そ

れから、６月頃に工事を開始しまして、竣

工予定としましては、現在１０月を見込ん

でおるところでございます。 

 それから、デイハウスましたと第１集会

所の引っ越し等を行いまして、集会所の解

体を１１月以降に行うという予定として

おります。 

○三好義治委員長 大橋参事。 

○大橋市長公室参事 そうしましたら、福

住委員のご質問に順次ご答弁申し上げま

す。 

 まず、非常勤職員の任用にかかわります

予算でございますけれども、チャレンジド

オフィスせっつということで、新しい執務

室の設置を考えておりまして、参考までに、

チャレンジドという意味は、挑戦するチャ

ンスや資格を与えられた人という意味で

ございまして、最近よく障害者を指す言葉

として使われているアメリカ英語という

ことになっております。 

 この執務室には、障害をお持ちの複数の

非常勤職員を任用し、庁内の軽易な業務、

事務等を集約して、そこで処理に当たって

いただく。その際に障害をお持ちの非常勤

職員を指導・支援する非常勤職員さんを雇

用して、業務を処理していくということを

考えてるんですけども、その指導・支援す

る非常勤職員は、社会福祉士の資格をお持

ちであったり、精神保健福祉士の資格をお

持ちであったり、また一定期間、障害をお

持ちの方等がおられる施設での勤務経験

のある方ということを想定しております。 

 このオフィス設置の目的なんですけれ

ども、法定雇用率というのがございまして、

２．３％は当然本市のほうクリアはしてい

るんですけども、この法定雇用率を踏まえ

て安定的に引き続き任用、障害のある方を

任用していきたいということと、この２．

３％の雇用率は本市２７年度で２．３２％

になっておるんですけれども、その率を段

階的に上げていきたいというふうにも考

えております。 

 さらに、本市での経験を通じて障害をお

持ちの方が本格的な就業へとできればつ

なげていってもらえたら、さらにいいかな

と。加えてまた庁内の簡易な事務の集約を

することによって、職員の負担軽減にもつ

ながるのではないかというふうには考え

ております。 

 次に、採用試験にかかわります部分でご

ざいますけれども、採用試験につきまして

は平成２４年度から採用試験の改革に取

り組んでおりまして、北摂共同採用試験と

いうことでかねてから実施をしておった

んですけれども、平成２４年度以降、北摂

共同採用試験に加えて独自の試験を実施

しております。２４年度、２５年度につき

ましては、北摂共同採用試験に合わせて独

自の試験と両方実施しておるんですけど

も、あわせて募集、応募されてる人数が２

４年度３０３名、２５年度が２４０名とい

うことになっております。 

 これらを踏まえて２６年度以降はもう
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北摂共同採用試験から脱退をして、本市の

独自採用ということで一本化を図ってお

るんですけども、その際に独自になります

ので、多くの試験受験者を募るために、一

般企業と一緒に合同企業説明会に参加し

たり、独自でコミプラで説明会を開催した

り、大学に直接出向いて市のＰＲをしたり

等のことをしながら、試験改革に取り組み、

また試験内容についても、これまでの一般

教養からＳＰＩという形の一般企業が実

施しておる試験を取り入れて行ってきて

おります。 

 そのようなこともございまして、平成２

６年度の応募者数については９５０名、そ

れと平成２７年については１，０１４名と

いうことで、初期の多くの方に応募いただ

く、受験者数を増加させるということでは

一定成果がございまして、ちなみに電車内

の広告の効果という部分では、この１，０

１４名のうちの約４分の１の方が車内広

告を見て受験をしていただいてるという

データがございます。 

 このチャレンジドオフィスの部分の９

３３万２，０００円になるんですけども、

この部分が地方創生加速化交付金という

ことで補正、そして繰り越しということで

計上させていただいてるものになってお

ります。 

○三好義治委員長 荒井課長。 

○荒井広報課長 それでは、市制施行５０

周年記念市勢要覧の内容と、広報紙・ホー

ムページのリニューアルについてのご質

問にお答えいたします。 

 まず、市勢要覧についてでございますが、

本市の５０年の歩みと現状を紹介し、目指

す将来像に向け、未来へのメッセージを伝

えるものとしたいと思っております。市史

編さん室が作成する５０周年記念誌「（仮

称）わかりやすい摂津の歴史」とすみ分け

をする内容とし、できるだけ未来へ向けて

ということで、摂津市の魅力、人、物、自

然などを伝え、市への愛着を深めることが

できるような内容にしたいと考えており

ます。形態はＡ４判フルカラーを想定して

おります。 

 続きまして、広報紙のリニューアルにつ

いてでございます。平成２８年９月号から、

広報紙をＡ４判冊子、３２ページ・フルカ

ラーとして、月１回の発行といたします。

内容としましては、ページ数をふやす効果

を生かして、特集面を拡大し、一つのテー

マを掘り下げてお伝えしてまいります。次

に、健康、子育て、市民活動など、テーマ

に分けて構成し、見やすく情報が探しやす

いものにしたいと考えております。さらに

市民や市民グループなどをより多く取り

上げ、登場させていきたいと思っておりま

す。 

 続きまして、ホームページのリニューア

ルでございますが、平成２０年４月に導入

した現行システムのリニューアルという

ことで、掲載情報の分類や視線誘導などを

見直して、トップページ等のデザインを変

更してまいります。また、災害時用ページ

などの構築も行ってまいりたいと思って

おります。 

 全体のスケジュールといたしましては、

まず広報紙のリニューアルに着手してま

いります。７月には月１回の編集態勢に入

ります。それまでに各課や関係機関との必

要な調整等を行ってまいります。 

 並行して市勢要覧の作成を行い、１１月

の市制施行５０周年記念の式典で配布し

ていきたいと考えております。 

 ホームページにつきましては、平成２９

年４月稼働を目指してリニューアルを行
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ってまいります。 

○三好義治委員長 西川課長。 

○西川防災管財課長 ご質問の防災管財

課にかかわります５点のご質問にお答え

させていただきます。 

 まず１点目でございます。集会所管理事

業の修繕費の増額についてでございます。 

 ５２か所の修繕費につきましては、６０

０万円の費用を計上してございました。今

回、鳥飼八町にございます第１２集会所の

修繕費も計上させていただいておりまし

て、第１２集会所のほうは昭和４９年に建

設され、４１年たっているという老朽化し

ている状況でございます。昨年７月に施設

の点検を行った折、屋根や外壁の劣化が見

られ、早急に対応する必要があるというこ

とで、施設の長寿命化の観点から、今回４

７７万７，０００円の修繕費も計上させて

いただいております。 

 続きまして、市有財産管理事業におけま

す旧味舌小学校木造校舎解体実施設計業

務委託料についてでございます。 

 旧味舌・三宅小学校の土地活用につきま

しては、地域利用計画として報告している

内容でございます。地域利用計画では保育

所の用地としまして、現在の敷地を拡大し

建て替える方針が出ておりますことから、

木造校舎の解体をするため、設計委託料を

計上してございます。 

 続きまして、車両管理事業の機械器具費

６５４万６，０００円の計上についてご説

明させていただきます。 

 防災管財課では、現在、公用車の車両１

２台を管理しております。２８年度につき

ましては、老朽化している公用車２台の買

い替えを行いまして、また保有しておりま

す２台の公用車につきましても他課に譲

渡して、有効活用を図るということで思っ

ております。 

 結果的に、所管します所有台数は１０台

を管理していくということになります。ま

た２台の車につきましては、軽乗用車と８

人乗りの乗用車の購入のほうを考えてご

ざいます。 

 続きまして、防災対策につきましてでご

ざいます。 

 デジタル防災無線のシステム設計委託

料につきましてご説明させていただきま

す。 

 防災無線は昭和６３年に運用を開始し

まして、経年劣化が激しく、交換部品の入

手が困難な状況が続いてございます。国の

ほうはデジタル化に向けて推進を行って

おりまして、デジタル方式へ更新する自治

体がふえています。 

 本市におきましても、平成２５年に同報

系無線をＭＣＡ無線に変えましたことと、

それからＪアラートの災害情報を自動起

動できるように、操作卓の更新も行ってお

りまして、デジタル対応の卓を導入してご

ざいます。 

 ２８年度には、このデジタル化に向けて

の設計委託を発注することで更新を行っ

てまいりたいというふうに考えておりま

す。 

 続きまして、防災カリキュラムの作成委

託についてでございます。 

 この事業は、２７年度から取り組んでお

ります事業で、防災教育の推進ということ

を目的として、防災アドバイザーでござい

ます片田先生にグループワークに入って

いただきまして、計４回のグループワーク

を進めてまいりました。防災教育の取り組

みの中で、災害に対応できる子どもたちを

育むということで防災教育に取り組んで

おりますが、防災教育の中で特に摂津市独
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自のカリキュラムづくりを進めるという

ことで、２８年度も引き続きカリキュラム

づくりを進め、それから研究授業を２８年

度は実施したいというふうに思っており

ます。 

○三好義治委員長 松方課長。 

○松方総務課長 それでは、福住委員の市

制施行５０周年の記念式典に関すること

につきまして、ご答弁申し上げます。 

 この事業の内容につきましては、ご承知

のとおり２８年１１月に５０周年を迎え

ることから、全市を挙げて市制施行５０周

年を祝うとともに、摂津市市制５０周年記

念式典を挙行するという予定でございま

す。 

 これまで、またその市政に対して功労の

あった方々に感謝の意を表する市政功労

者の受賞贈呈式を中心に、来賓それから招

待者の方を招きまして、開催する予定でご

ざいます。 

 また、例年対象としない各種団体や現役

の委員さん等につきましても、対象とする

基準を現在要綱として検討しているとこ

ろでございます。 

 金額の内訳でございますけども、報償金

としましては表彰状の丸筒でありますと

か、それから記念品等を見込んでおります。 

 消耗品につきましては、受賞される方の

胸につけていただくバラでありますとか、

それから手提げ袋でありますとか、それか

ら写真用紙ということを見込んでおりま

す。 

 それから印刷製本費につきましては、表

彰状、感謝状、それから案内状の封筒の印

刷でありますとか、それと案内状自体、そ

れと次第関係を見込んでおります。 

 委託料につきましては、準備段階におけ

ます式典の看板、それから舞台設営、それ

と音響照明等の業務の部分と、公演の進行

にかかるリハーサルの調整含めて、司会進

行業務含めた委託料を見込んでおります。 

○三好義治委員長 槙納課長。 

○槙納情報政策課長 福住委員の情報政

策課所管の２点の質問にお答えいたしま

す。 

 まず一点目、サーバーの統合によるシス

テムの一元化でどういった削減が行われ

たのかというご質問ですが、平成２８年度

に基幹連携システム、介護保険、医療費助

成、障害福祉システムについて、サーバー

等ハード機器の更新時期となっておりま

す。この更新に当たりまして、現行の基幹

システムの仮想化基盤においてリプレイ

スすることで、約６００万円の費用を縮減

することが実現できることとなっており

ます。 

 また今回、仮想化基盤で構築することで、

次回の基幹システム更新時にも国が積極

的に進めておりますクラウド化への移行

がスムーズに進めることができるものと

なっております。 

 もう一点、補正予算で上げさせていただ

いております情報セキュリティ強化対策

補助金につきましては、サイバー攻撃が急

速に複雑巧妙化している中、情報セキュリ

ティの強化は喫緊の課題であり、仮に自治

体の情報漏えい等が発生した場合、マイナ

ンバー制度に重大な影響を与えることか

ら、早急に抜本的な強化を行う必要あると

いう国の判断の下、平成２９年７月から本

格的な情報連携の開始に向けて、各自治体

へ情報セキュリティを強化するよう通知

がございました。インターネット系とＬＧ

ＷＡＮ系を分離するなど、国の実施要領に

基づくセキュリティ強化に対応する補助

金となっております。 



- 21 - 

 

○三好義治委員長 船寺課長。 

○船寺人権女性政策課長 ご質問のうち、

人権女性政策課に関係する分について、お

答えさせていただきます。 

 女性に対する暴力への対応につきまし

ては、その相談内容に応じまして府の女性

相談センター、摂津警察署、吹田子ども家

庭センター、庁内的には保健福祉課、子育

て支援課等と協力しながら、その相談内容

に応じた対応をしております。 

 特にひどい暴力がある場合につきまし

ては、大阪府の女性相談センターと相談し

ながら、シェルター等への搬送等も行って

おります。 

 また、ＤＶ防止に向けた啓発も大事なこ

とだと思っておりまして、パープルリボン

キャンペーン等の時期に応じまして、女性

への暴力等の根絶に向けた啓発活動にも

取り組んでおります。 

 また、男女共同参画センターでは、護身

術の講義でありましたり、また最近の若い

世代に向けてのデートＤＶ等の講座等も

実施しております。 

車窓広告事業につきましては、吹田操車

場跡地の公園整備地域内にあります独立

行政法人都市再生機構の看板の移管を受

けたことから、その看板を活用して、人権

女性政策課で取り組んでいるまちづくり

を広くアピールするものでございます。 

 その内容につきましては、現行の蛍光灯

照明をＬＥＤ照明に改修するとともに、シ

ートの張りかえを予定しております。詳細

につきましては、新年度に入りましてから

検討していきたいと考えております。 

○三好義治委員長 山下次長。 

○山下選挙管理委員会・監査委員・公平・

固定資産評価審査委員会事務局次長 そ

れでは、選挙管理委員会にかかわりますご

質問にご答弁いたします。 

 平成２８年の参議院議員通常選挙にか

かります執行経費につきましては、今般、

国のほうで選挙執行の公平を期すととも

に、実態等を踏まえました必要額の見直し

が行われたところでございます。 

 執行経費基準法委託金のうち、投票環境

の向上に向けました投票環境整備のうち、

主な内容といたしまして、利便性の高い場

所での期日前投票所の開設が推進できる

よう期日前投票所経費につきましての拡

充、また投票区に捉われずに利便性の高い

投票所において投票することが可能とな

る共通投票所創設のための経費、また山間

地等にお住まいで投票所まで遠い距離に

住んでいらっしゃる高齢者や障害者の方

に対して投票所への移動支援を行うため

の加算経費の創設、あと開票所の事務に要

する時間数につきまして実態を踏まえま

した開票所経費の見直し、こういったもの

が主な内容となっております。 

○三好義治委員長 木下課長。 

○木下警備課長 吹田市・摂津市消防指令

センター、消防指令業務共同運用のスター

トに伴います抱負についてというご質問

にお答えします。 

 委員のご質問のとおり、本日３月１０日

から吹田市・摂津市消防指令センターの試

験運用を開始いたしまして、４月１日から

正式に運用を開始する予定でございます。 

 吹田市・摂津市共同消防指令センターの

整備につきましては、種々検討調整を行い

取り組んできており、いよいよ調整最終段

階のところでありまして、本市と吹田市の

両市で消防指令センターを構築するに当

たりまして、高性能高機能の指令システム

を整備・運用することが実現いたします。 

 １１９番の受信、処理能力が大幅に向上
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することにより、より正確で的確な対応が

可能となるものでございます。 

 また、災害発生状況、消防車両出動情報

を一元管理することができ、大規模災害発

生時に、応援出動が迅速に行えるようにな

りまして、相互応援体制を強化することが

可能となります。なお、応援出動において

は、はしご車や化学車など、特殊車両を有

効に活用することも実現可能となります。 

 以上のように、指令業務を共同で行うこ

とにより、市民サービスが大きく向上する

ことが期待されるものでございます。 

 今後の抱負ということでございますけ

れども、今回の指令共同運用を消防広域連

携の次のステップへの大きな第一歩と捉

えまして、近隣自治体とより一層連携を強

化しまして、消防広域化を見据えながら、

持続可能な消防業務の推進に努めてまい

りたいと考えております。 

○三好義治委員長 萩原課長。 

○萩原警防第２課長 福住委員がご質問

の交番にＡＥＤを設置することに関しま

しての今後のスケジュールにつきまして

は、４月初旬に入札を行い業者を決定いた

しまして、５月の中旬にＡＥＤを交番に設

置いたします予定でございます。また、今

後の更新計画につきましては、７年ごとに

更新をしてまいります。 

○三好義治委員長 橋本参事。 

○橋本消防本部参事 女性消防団員入団

に際しましてのメリット及び課題につい

て、お答えいたします。 

 まずメリットにつきまして、本市におき

ましては初めての女性消防団員の入団と

なりますことから、男性消防団員には少し

足りなかった女性目線でのきめ細やかな

活動が可能であると考えております。まず、

地震等の大災害等の災害救護所での要援

護者、救護者に対する女性ならではきめ細

やかな対応が考えられます。また、今まで

少なかった消防団員の広報活動、こちらに

おいても活躍していただけるものと期待

しております。 

 次に、課題につきましては、男性の消防

団員と同じ活動と考えておりますが、労働

基準法、また女性労働基準規則におきまし

て、重量物を取り扱う作業また有害物を発

散する場所における業務について、就業の

規制がございます。これらのことを勘案し

まして、女性消防団員を導入しております

近隣他市の消防団員、女性消防団員の活動

状況等を調査・研究いたしまして、消防団

幹部とも十分に協議し、活動の内容を検討

してまいりたいと考えております。 

 以上でございます。 

○三好義治委員長 大橋参事。 

○大橋市長公室参事 申しわけございま

せん。先ほどの答弁で、少し十分でないと

ころがございましたので、改めてご答弁さ

せていただきます。 

 試験問題作成等委託料の増額につきま

しては、先ほど申し上げました２６年度以

降の採用応募者の急増に対応するもので

ございます。 

○三好義治委員長 福住委員。 

○福住礼子委員 ありがとうございます。

２８年度の歳入につきましては、おおむね

全体的な感じわかりました。 

 市民税また法人税も緩やかな回復傾向

であるけれども、景気の影響を受けていく

ことによって今後は厳しい状況もあると

いうことであります。景気の影響を受けや

すいけれども、歳入の大半がこの法人市民

税で大きいものがありますので、これから

どういうふうに維持していくのか、どうや

って使っていくのか、見込みというのはな
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かなか的確にはつかめないところがある

と思いますけれども、どうかその辺の難し

い判断ですけれどもしっかりとかじ取り

をしていただければなというふうに思い

ます。 

 それから固定資産税につきましては、正

雀沿線の土地また千里丘新町の新しいま

ちづくりがこれから進められていって、そ

の価値がどんどん上がっていけば一番い

いんですけれども、これについては何か大

きな強みとなるような施策になればなと

思っておりますので、またよろしくお願い

いたします。 

 軽自動車につきましては、増税になると

いうことでちょっとアップをしていくん

だと思うんですけれども、以前、空き家の

横にあいてた空き地に雑草がすごく伸び

てまして、私の肩ぐらいまで伸びてまして、

でも何かあるなと思ってさわったら、バイ

クが見えたんですね。職員の方にお願いを

して草を刈ってもらったら、そこにバイク

が６台出てきたという実態がありまして、

こういうのが滞納になっていってるもの

なのかなと気になったものですから、滞納

についてお聞きしたところです。 

 しっかりと徴収については、本当にご苦

労あると思いますけれども、これからも徴

収率アップに努めていただきたいなとい

うふうに思います。 

 それから臨時福祉給付金につきまして

は、スケジュールがさまざまあるようでご

ざいます。前回の年末１２月のときに再度

給付についてのアピールをしてください

と広報紙にも紹介をしていただいて、今回

ことしの分の臨時福祉給付金については

７５％ぐらいが給付されるんではないか

ということでありました。また引き続きこ

れらについての給付に対する対応、また丁

寧に引き続きよろしくお願いをしたいと

思います。 

 それから市債につきましては、デイハウ

スましたの建て替えについての内容、わか

りました。集会所とあわせもった運営とい

うことでありますし、地域の方は楽しみに

もされている反面、これからの運営どうし

ようかという課題も、これから出てくるの

かなと思いますけれども、そういったとこ

ろも全体的に立って相談に乗って進めて

いただきたいと思います。 

 それから歳出のほうですけれども、非常

勤職員の採用についてはわかりました。雇

用率についてもあわせてお答えいただい

て、市は模範を示してそれを達成している

ということでありましたので、よかったな

というふうに思います。 

 この障害者についてですけれども、日本

のシステムというのはほとんどが基本的

に障害を持っていない人が前提につくら

れていることが多いケースがあります。障

害を持つ人にとっては不便なことも多く、

施設なんかにすれば隔離をされているよ

うな状態というのかな、こういったことが

多々あるということから、ノーマライゼー

ションというこういう考え方があると聞

いております。これはさまざまな条件や環

境を整えることで障害のある人も障害の

ない人も同じように生活できる社会を目

指そうという考え方なんですね。そういう

中で今回雇用について踏み切っていただ

いたということですので、どうかそういっ

た庁内での取り組み、また職員のそういう

障害者に対する考え方、またどういうふう

な対応をしていけばいいのかということ

を、どんどん広がっていって、障害のある

人もない人も、ともに生活が進めていけれ

る社会の一つの縮図になるような、また庁
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内にそういう風土が広がっていくと期待

していきたいと思いますので、どうかよろ

しくお願いいたします。 

 それから、人事管理事業の吊り広告で大

変たくさんの方が応募してこられて、そう

いう意味では人材確保をするほうもこれ

からが楽しみであったかなというふうに

思います。 

 また就職フェア等に積極的に参加され

ているということです。私もこの就職フェ

ア、いろいろ行ったことがありまして、本

当に大手企業が大変いろんな採用をする

もんですから、小さい会社は本当に見向き

もされないようなさみしい思いも経験し

たことがあったんですけども、そんな中で

しっかりと応募してきた学生、また中途採

用の方に対しては、誠心誠意で込めて作業

に当たっていく、こちらとしてもそういう

姿勢が必要かと思います。 

 一点だけお聞きしたいんですが、採用に

ついて特に重点に置かれていることがあ

ればお聞きしたいことと、また採用する側、

こちらのほうの担当者に女性がいらっし

ゃれば何人いらっしゃるのかお聞きした

いと思います。 

 それから次に、市制５０周年の式典につ

いてはわかりましたので、順調に、また華

やかな式典となることをよろしくお願い

いたします。 

 広報事務事業の市勢要覧作成について

は、未来へ、また将来への期待となるよう

な内容ということでありましたので、どう

かそれもしっかりと取り組んでいただき

たいと思います。 

 広報紙の発行については、特集面、また

健康などのテーマ、また人物の紹介といっ

たことにスポットを当てた内容になると

いうことですので、今さまざまな、世間に

はいろんな雑誌がありますけれども、そう

いった売れ筋の雑誌の紙面なんかを参考

にされるのもいいのかなと思うんですが、

もう一点だけ、全戸配布の予算が、昨年が

５０７万４，０００円、今回７６７万１，

０００円となっておりまして、その違いを

お聞きしたいと思います。 

 あとホームページ事業については、来年

２９年をめどにということでありますの

で、ホームページについてはいろんなさま

ざまな要望を聞かれてるのではないかと

思っております。そういったことを一つ一

つクリアして、トップページが本当に楽し

みになるようなものになることを期待し

ておりますので、よろしくお願いいたしま

す。 

 市立集会所の管理事業の修繕について

は、わかりました。もう一つはデイハウス

ましたの建て替えに伴って第１集会所が

解体されるということも今あるんですけ

れども、今後の集会所に関する管理の方針、

また老朽化に対してどのように進めてい

こうと思っておられるのか、お聞きしたい

と思います。 

 それから次に、市有財産管理事業の旧味

舌小学校の木造校舎解体については、保育

所の建設に伴ってということでありまし

た。これはなぜ聞いたかといいますと、大

変古い建物で、歴史的に残したほうがいい

んではないかということを言われた方が

おられたものですから、そういう価値があ

るものであれば、実は私もこの校舎に通っ

ておりましたので、よくわかるんですけれ

ども、そういったことがあったのでお聞き

したまででございますので、保育所の建設

といった有効利用をしっかりとやってい

ただきたいと思います。 

 それから車両管理事業について、公用車
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の買い替えということでありますけれど

も、第５次行政改革ロードマップの中に、

公用車の一元管理をして共有化を進めて

いくといったことが入っておりましたの

で、ことしの計画はそれぐらいなのか、今

後どういうふうに考えておられるのか、も

しあればお聞きをしたいと思います。 

 情報化推進事業についてのサーバーの

集約についてはわかりましたので、どうぞ

よろしくお願いいたします。 

 それから、男女共同参画推進についての

３期目の見直しについて、わかりました。

啓発運動にもしっかり取り組んでいただ

いているということでありますけれども、

女性の職業生活において活躍を進める講

座、また男性の働き方に関する講座をこれ

からやっていこうというようなことがあ

ったと思います。その内容がありましたら

教えていただきたいことと、女性の職員比

率が３０％に至っていない、庁内について

ですけども。そして課長級以上の管理職の

女性比率も８％台ということであります

けども、それを引き上げていくための取り

組み、今考えておられることがあったらお

聞きしたいと思います。 

 車窓広告事業の内容については、よくわ

かりました。大変大きな看板ですので、ど

ういうふうなまちづくりアピールができ

るか楽しみにしていきたいと思います。 

 最近テレビで摂津市のことがいろんな

形で取り上げられております。注目をする

一つのきっかけかなというふうに捉えて

いきたいと思うんですね。事故や事件とい

った悲しい事が取り上げられるのは大変

残念ですけれども、楽しい意味で取り上げ

ていくのは、大阪のノリとツッコミの文化

みたいなところもありますので、どんどん

とメディアといったもの、またこういう広

報活動ということは、これからも利用して

いって、メディアを利用するぐらいの発想

と俊敏に捉える感覚、こういったこともこ

れから私たちも養っていかなくてはいけ

ないのかと思います。ぜひともよい宣伝に

なりますよう、それがやはり歳入にもつな

がっていくのかなと思いますので、どうか

期待をしておりますのでよろしくお願い

いたします。 

 インターネット公売事業についての実

績、よくわかりました。今お聞きしたのは

滞納分にかかる公売でございましたけれ

ども、市有財産、例えば車、土地などイン

ターネットで販売するといったことが他

市であります。これについてのお考えを聞

かせていただきたいと思います。 

 また消防車両につきましても、高規格救

急自動車の更新をされると伺っておりま

す。古い車両の公売についてのお考えをお

聞かせいただきたいと思います。 

 次に選挙費のことでございますけれど

も、投票所の環境について、利便性とか共

通投票所とか、投票所へ行く支援といった

ことが案として今出されているというこ

となんですけれども、期日前投票の時間延

長といったこともその中にはあったかな

と思いますが、この期日前投票所、昨年、

府議会議員の選挙のときには、ゆうゆうホ

ール鳥飼西の開設というのがありました。

ことしも選挙が行われる予定ですが、そこ

ら辺のところ、どのように取り組まれるの

か、先ほどのお答えのなかった有権者に投

票機会を提供し、利便性の向上と投票率の

改善をすることについて、お答えをいただ

きたいなというふうに思います。 

 それから、吹田市・摂津市消防指令セン

ターの共同運用についての先ほどの抱負、

聞かせていただきました。ぜひともしっか
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りとした連携で、市民サービスの向上につ

なげていただきたいと思います。 

 その広域化を進めていく中で、課題なん

かも見つかっていくのかなと思います。出

張所の統合なども検討課題になってくる

のかなと思いますが、この広域化推進の今

後の計画、また計画に基づいた広域化の意

思決定、どのように進めていかれるのか、

お聞きをしたいと思います。 

 それと消防活動事業のＡＥＤの交番の

設置につきましては、スケジュールがわか

りましたので、ありがとうございます。 

 市内のいろいろなところに設置をされ

ている中で、夜間施錠されていて、学校な

んかではＡＥＤの設置をされててもそれ

が使えないということで、今回その取りつ

け場所も変更していただいたとお聞きを

いたしました。緊急時に備えたＡＥＤの設

置というのは、安全安心とともに、これか

らのそういった更新、また盗まれたりとい

うこともあるかもしれませんけれども、管

理等をっかりやっていただきたいと思い

ますので、よろしくお願いをいたします。 

 それから消防団活動管理事業について

は、男性に足りない女性目線の活用、また

広報活動にも取り組んでいただくととも

に、そういった労基規則なんかについても

協議をしていくということでございまし

た。今回、国会の来年予算案の中に、女性

消防団員等の活躍加速推進事業というの

が盛り込まれております。消防職員にも女

性が入られ、摂津市は女性だけの防災会議

にも取り組んできております。災害時に性

の視点を生かせていくよう、ぜひとも好事

例となるように進めていただきたいと思

いますので、よろしくお願いいたします。 

 また情報収集伝達体制整備事業でのデ

ジタル防災行政無線システム設計委託に

ついては、わかりましたので、ありがとう

ございます。 

 あと防災対策事業、防災カリキュラム作

成についてはわかりました。自主防災訓練

に子どもから高齢者に至る市民の協力で

実施をされております。防災マップを作成

した自治会や小・中学校で防災を学ぶとい

った新しい試みは、防災意識を変えること

につながってほしいと願っております。自

主防災訓練につきましても、その内容の見

直しや防災に関する説明の仕方の工夫、ま

た午前中２時間から３時間弱ほど立ちっ

放しでのカリキュラム、こういったことは

地域の皆さんがやり方を考えられて取り

組まれていることはそれは尊重いたしま

すけれども、そこに一緒に参加をしている

防最管財課の方や消防職員の方からのこ

ういった提案、こういった内容をしてはど

うかという提案もこれからしてはどうか

というふうに思うんですが、その点どのよ

うにお考えなのか、お聞きしたいと思いま

す。 

 それから、２７年度補正予算について、

情報セキュリティ強化対策についてはわ

かりました。サイバー攻撃、マイナンバー

対策ということについての補助金だとい

うことであります。マイナンバーがまだ怖

いんじゃないかという方もいらっしゃる。

実は私もまだマイナンバーカードの申請

はしておりませんけれども、いずれにして

もマイナンバー普及にしろ、カードの普及

にしろ、そのナンバーがこれから必要とな

ってまいりますので、どうか強化の対策に

しっかり取り組んでいただきたいと思い

ます。 

 そして地方創生加速化交付金について

の人口ビジョンに取り組むこと、総合戦略

に結びつけることといったことがありま
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す。この交付金は２８年度にはあるのでし

ょうか。またこれからどのように進んでい

くのかということについて、お聞きをした

いと思います。 

○三好義治委員長 暫時休憩します。 

（午前１１時４９分 休憩） 

（午後 ０時５７分 再開） 

○三好義治委員長 再開します。 

 答弁を求めます。 

 大橋課長。 

○大橋市長公室参事 福住委員の２回目

のご質問にご答弁申し上げます。 

 まず、採用試験にかかわりますところで

ございますけれども、重点的に考えている

のは、やはり人物重視といいますか、人物

特性。単純に試験の点数が高いということ

ではなくて、人物の特性ということを見定

めたい。そのために、先ほども申し上げま

したけども、一般教養試験からＳＰＩ試験

への移行。一般教養試験につきましては、

公務員対策ということで比較的高い点数

が取れる可能性がございます。それに比し

てＳＰＩについては、広く民間企業で採用

されているものでございまして、やはり潜

在的な能力の部分が問われる部分でござ

います。 

 それに加えまして、ＳＰＩとあとＳＣＯ

Ａという適性検査もございますけれども、

その両方でですね、性格分析というものも

合わせて行っております。 

 その中で、やる気の度合いであったり、

やりきる力、企画力、そういったところも

ある程度性格分析のほうであらわれてく

るというところで、そういうところも重視

しながら進めております。 

 あと女性の視点でございますけれども、

大体なんですけれども、３次試験で面接を

入れているんですけれども、その面接試験

が市の次長・課長級が行う面接と、外部の

民間企業に委託して行う面接というのが

ございます。外部のほうは、長年民間企業

の人事部におられた方を想定しているん

ですけれども、そのどちらかに女性の面接

官ということを入れて採用試験を実施す

るようにしております。 

 次に、女性管理職にかかわるお問いでご

ざいますけれども、女性活躍推進法を受け

て、国のほうではいろいろとこのあたりの

議論がなされております。まだ具体的にな

ってない部分もございますけれども、その

あたりのところはしっかり踏まえながら

検討進めたいとは思っておりますけれど

も、現状として考えておりますのは、職員

の女性の比率、全職員の中における女性の

比率が、若干他市・近隣市に比べると低い

のではないかというふうに思っておりま

すので、まずはこの比率というのを少しで

も上げられれば上げていきたいと。 

 次に、女性の多くがやはり出産・育児と

いうことを経験されることが多い。やはり

その期間というのは、育児休業法等の法律

の下にございますので、期間が長期にわた

るケースもございます。そういったところ

への配慮というのを考えておりまして、一

つは、研修であったり会議であったりとい

うところを、内容の情報提供、これをしっ

かりしていきたいと。休んでおられる方に

対しても情報提供をしていきたいと。 

 もう一つは、長期にわたる休暇の間に、

やはり女性自身が意欲的に学習に取り組

む、取り組みたいという方もいらっしゃる

かもしれませんので、そういう方に対して

は、通信教育等の手だてということも検討

していく必要があるというふうには考え

ております。 

○三好義治委員長 女性職員の比率と女
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性管理職の比率は後ほど答弁してくださ

い。 

 荒井課長。 

○荒井広報課長 それでは、広報紙の全戸

配布業務委託料の増額についてのご質問

にお答えいたします。 

 現在広報紙は、月２回発行しております

が、そのうち１日号を宅配業者による全戸

配布としております。平成２７年度は、タ

ブロイド判８ページのものを１部９円で

予算計上しておりました。 

 平成２８年度は、９月にリニューアルす

るまでの５月１日から８月１日号までの

４回分を、同じ９円で計上しております。 

 また、９月１日から翌年４月１日号の８

回分は、３２ページの冊子となり重くなる

ということで一部を１５．５円で計上いた

しております。それが増額の主な要因でご

ざいます。 

 また、人口増を考慮し、平成２８年度は

配布部数も若干ふやしております。 

○三好義治委員長 西川課長。 

○西川防災管財課長 福住委員の２回目

ご質問４点についてお答えさせていただ

きます。 

 まず１点目でございます。集会所の今後

の管理の方針、それから老朽化対策につい

てのご質問でございます。 

 集会所は、市内に５２か所ございまして、

３５年が経過しているものが１７か所あ

り、非常に老朽化が大きな課題となってお

ります。来年度策定を進めてまいります

「公共施設等総合管理計画」において、こ

の集会所も当然含んで今後の更新費用の

軽減、平準化をはかるということの観点か

ら検討される中の内容となっております。 

 また、管理のあり方についても、事後保

全、修繕が必要だから修繕をするというこ

とではなくて、積極的な予防修繕の方向で

す。そういう各管理者の技術習得に向けた

取り組みもその中で行ってまいりたいと

思ってます。 

 また、今回、第１２集会所を修繕させて

いただく費用を挙げさせていただきまし

た。こちらの集会所につきましては、老朽

化ということもございましたが、地域とし

てはかなり離れた区域で、八町という区域

がございましたので、その地域性も考慮し

た、計上させてもらった次第でございます。 

 続きまして、車両管理についてでござい

ます。第５次行革で車両管理の一元化につ

いての項目がございます。防災管財課が管

理する車につきましては、２台、他課へ回

すという形の処理をしておりますが、２７

年度につきましては、各課の公用車の使用

状況そのあたりも分析しておりまして、購

入の際には共有ができないかという取り

組みを順次行っておりまして、総量を拡大

しない。今より減らすというような取り組

みを、順次行ってございます。 

 続きまして、市有財産のインターネット

公売についてでございます。市有財産とし

ましては、土地、建物、そのほかに車両、

それから備品等ございます。こちらのほう

が、通常必要がなくなったものにつきまし

ては、廃棄処分でありますとか、ときには

処分費用も必要な形がございます。使用ニ

ーズがないこの使用可能なものにつきま

しては、このインターネット公売をかけれ

ば歳入にもなりますので、非常に有効だと

いうふうに考えております。 

 利用に当たり、インターネット公有財産

システムというのがございますが、利用に

当たり落札時の利用料でありますとか、消

費税が発生するということで、歳出の措置

もございます。 
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 それと、財務規則の改正が必要でござい

ますので、こちらについては検討してまい

りたいと思ってます。 

 また一方で、消防車両につきましては、

国のほうから通達で、テロ等に使用されな

いという配慮が必要だということもお聞

きしておりますので、関係課を含めて導入

に向け検討してまいりたいというふうに

考えております。 

 続きまして、防災対策でございます。自

主防災訓練の内容の固定化のご意見をい

ただいております。自主防災訓練につきま

しては、自主防災組織が内容を決定してい

くものでございますが、内容決定に当たり

ましては、防災管財課、消防本部含めて協

議をさせていただいております。防災管財

課のほうでは、現在ハザードマップの説明

でございますとか、地域防災計画ダイジェ

スト版の説明、それから段ボールベッドの

組み立て等を新たな訓練内容について取

り組みを行っておりまして、機会あるごと

にこういうことができますよという提案

をさせていただいております。 

 また防災訓練の間中、立ったままという

お話もございましたが、他の自主防災訓練

の中では、体育館を利用された訓練等もあ

りますので、そういうものを活用しながら

座ってもらってハザードマップの説明を

するとか、そういうものを取り入れてまい

りたいというふうに思っております。 

 以上でございます。 

○三好義治委員長 船寺課長。 

○船寺人権女性政策課長 女性活躍推進

法に関連しまして、具体的な講座等の取り

組みについてご説明申し上げます。 

 平成２８年度におきましては、就労支援

関連講座の実施でありましたり、女性の起

業支援講座を実施する予定にしておりま

す。 

 また、男性向きには、職場とメンタルヘ

ルス講座の実施も予定しております。 

 そのほか、あらゆる機会を通じまして情

報提供にも努めてまいりたいと考えてお

ります。 

○三好義治委員長 大橋課長。 

○大橋市長公室参事 現状の女性職員の

比率ということでございます。 

 ２６年４月１日現在ということになり

ますけれども、全職員に占める女性職員の

割合が、２６．９３％。課長級以上の管理

職の中の女性の比率ですけれども、これが

８．７５％。係長級まで広げますと１５．

３８％ということになります。 

○三好義治委員長 山下次長。 

○山下選挙管理委員会・監査委員・公平・

固定資産評価審査委員会事務局次長 そ

れでは福住委員の２回目のご質問にご答

弁申し上げます。 

 昨年執行されました二つの選挙、府議選、

知事選におきまして、従前からの市役所本

館１階ロビーで開設しておりました期日

前投票所に加えまして、ゆうゆうホール鳥

飼西にて、臨時期日前投票所を開設させて

いただきました。 

 ことし執行予定の参議院議員通常選挙、

市長選挙、これに関してはというお問いで

ございますが、現時点におきましては、開

設期間、開設時間とも、現行どおり開設さ

せていただきたいというふうに考えてお

ります。 

○三好義治委員長 橋本課長。 

○橋本消防本部参事 消防広域化と消防

出張所の統廃合についてお答えいたしま

す。 

 昨年４月に消防の庁内に、次長級課長級

を構成員といたしました消防広域化推進
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本部会議を設立し、消防広域化の基本方針

を定めました。また、課長代理級・係長級

で構成する消防広域化推進プロジェクト

チームと連携しながら、消防広域化に向け

た情報収集を行い、諸課題の検討研究をし

ているところでございます。 

 平成２８年度には、消防広域化の推進計

画を策定いたしまして、消防広域化につい

ての事務レベルでの意思決定を行い、今後

近隣市に働きかける予定でございます。 

 この課題といたしましては、広域化を進

めていく近隣市の選択、また、どのように

働きかけるかの方法等が大きな課題とな

っております。 

 また、どの市とどのような形の広域化の

形態を取れるかについて、消防広域化推進

計画をもとに、推進本部会議で最善と考え

られる方法を検討してまいりたいと考え

ております。 

 続いて、消防の出張所の統廃合につきま

しては、第５次の行政改革のロードマップ

の項目にもなっておりますが、消防広域化

が実現した場合に、摂津市民が必要とする

消防需要に対しまして、的確にサービスを

提供できるように検討してまいりたいと

考えております。 

○三好義治委員長 川西課長。 

○川西政策推進課長 では加速化交付金

についての二つ目のご質問にお答えいた

します。 

 まず地方創生加速化交付金、今後の展開

と２８年度ということでございますが、今、

２事業につきまして申請している段階で

ございます。国のほうからは、可能な限り

早期の交付決定をいたしますというふう

に頂戴しておりますけれども、具体的にい

つごろもらえるものなのかどうなのかと

いうところは、まだ今のところは把握でき

ておりませんし、国のほうから返事もござ

いません。 

 そして、２８年度なんですけれども、こ

の地方創生加速化交付金は２７年度で終

了でございます。２８年度につきましては、

新たに新型交付金という名称で、交付金が

スタートするというふうに国のほうから

通知が来ております。 

 内容といたしまして、この新型交付金な

んですけれども、今のところ知り得る内容

でございますが、各自治体が定めた総合戦

略に位置づけられた施策であれば、広くど

んなものでも申請できると。仕事に限るこ

とはないというふうに聞いております。た

だし、先駆性、その自治体にマッチした先

駆性が必ず必要であるというふうに聞い

ております。 

 その他詳細でございますが、補助率は今

のところ２分の１になるであろうと聞い

ております。 

 現在知り得る情報は以上でございます。 

○三好義治委員長 福住委員。 

○福住礼子委員 ありがとうございます。    

 人事管理事業につきましては、さまざま

な形で採用に努力されているということ

で、いろんな角度、またいろんな人の目を

通して、よい人材の確保にこれからも努め

ていただきたいと思いますので 

よろしくお願いをいたします。 

 それから、広報事務事業について、配布

の金額はわかりました。どうぞしっかりと

取り組んでいただくよう、よろしくお願い

いたします。 

 それから、市立集会所の件についてもわ

かりました。修繕というのは、地域の方に

使っていただくための修繕だと思ってお

ります。先ほど予防修繕も含めて努めてお

られるっていうことでございましたが、地
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域の声、また使っておられる方の意見とい

うのは、大変大事なものだと思っておりま

すので、どうかよく聞いていただきまして、

今後の集会所の管理、運営をよろしくお願

いいたします。 

 それと、車両管理事業については、各課

の使用をつかんで、総量をふやさない努力

をしていくということでありましたので、

どうかよろしくお願いいたしたいと思い

ます。 

 それから、男女共同参画計画推進事業で、

さまざまな講座に努めていただいてると

いうことです。そんな中で、男性の相談に

もしっかりと取り組んでくださっている

ということでありますので、よろしくお願

いしたいと思います。 

 それと、女性職員の比率が他市に比べて

低いのを何とかアップしていくっていう

ことと、出産育児休でのあり方についても

努めていただいているところで、わかりま

した。 

 さて、その育児休業の取得についてなん

ですけれども、男性職員でこの２年間ほど

で構いませんが、対象になった方がいらっ

しゃるかと思います。庁内でお互いに結婚

なさって、庁外の方と結婚なさった男性も

いらっしゃると思うんですけども、その対

象となった人数、その中でまた取得をされ

た実態についてお聞きをしたいというふ

うに思いますので、よろしくお願いいたし

ます。 

 それから、インターネット公売について

は、さまざまの検討をして導入できるもの

ならしていただけるのかなと思いますの

で、どうか研究してよい方向に持っていっ

ていただきたいと思います。 

 あと、参議院選挙につきましては、現状

どおりで進めることを考えておられると

いうことでした。今回、１８歳からの選挙

権が初めて付与されるわけですね。大変楽

しみにしている１７歳１８歳の方がいら

っしゃるんですけれども、ただこの３月と

ていうのでは、進学や就職において移動が

あって転居することもあると。７月の選挙

時の登録に間に合わないケースが起こる

のではないかという場合。また、３か月以

上同一市町村に住んでいるけれども、登録

日のタイミングで、新居住地の選挙人名簿

に登録されないケースといったことで、こ

れの救済をするための法律が改正をされ

ておりますが、市内で１８歳の選挙登録予

定の対象者は何人ぐらい見込まれている

のかお聞きをしたいと思います。 

 それから、指令・通信事業について、広

域化にこれからしっかり計画して取り組

んでいかれるということでございます。救

命救急の砦であります医師会とよく連携

を取り、また効率的な運用を務めていただ

きたいと思いますので、よろしくお願いい

たします。 

 それから、防災対策事業に関することな

んですけれども、今、内閣府では、地域で

率先して防災活動を実践する人材の育成

を目的とした、防災に関する地域防災リー

ダー育成事業を実施するための取り組み

を進められているというふうに聞いてい

るんですけれども、昨年の代表質問の折に

も、職員の防災意識のアップと地域の防災

リーダーの養成について、お聞きをさせて

いただきました。その中で、職員のＨＵＧ

訓練実施や、講演会などが庁内で行われて

いることは存じております。 

 さて、防災リーダーの育成については、

今どのぐらい進んでおられるのかお聞き

をしたいと思います。 

 あと、２７年度補正予算についての地方
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創生加速化交付金については、申請中でま

だ未定ということです。また、平成２８年

度も新型の交付金があるということです

ので、施策につながるよう取り組んでいた

だきたいと思いますので、よろしくお願い

いたします。 

○三好義治委員長 先山下次長。 

○山下選挙管理委員会・監査委員・公平・

固定資産評価審査委員会事務局次長 そ

れでは、３回目のご質問にご答弁させてい

ただきます。 

 投票可能年齢が１８歳に引き下がると

いうことで、本市におけます１８歳１９歳

の有権者数、どれくらい増加する見込みか

ということでございますが、雑駁な数字で

申しわけないんですけど、１８歳８００名、

１９歳８００名、合計１，６００名という

ふうに考えております。 

○三好義治委員長 西川課長。 

○西川防災管財課長 福住委員の３回目

のご質問にお答えさせていただきます。 

 防災リーダー育成の現在の状況につい

てでございますが、防災リーダー育成につ

きましては、まず地域の防災の意識の啓発

が必要だと考えております。防災リーダー

は、地域で防災時に活躍される、それを牽

引される方ということで、現在行っており

ます地域防災マップづくりや今後地域で

やっていきたいと思っておりますＨＵＧ

訓練などを導入しながら、地域の防災リー

ダーづくりを進めてまいりたいというふ

うに考えております。 

○三好義治委員長 大橋参事。 

○大橋市長公室参事 育児休業にかかわ

りますご質問にご答弁申し上げます。 

 本市男性職員の育児休業取得なんです

けれども、配偶者が本市職員かどうかにか

かわらず、育児休業を取得できる条件に適

合した職員が、２５年度で１９名の男性職

員がおります。そのうち、育児休業取得者

が１名。２６年度については、同じく１７

名対象のうち、取得者２名ということでご

ざいます。 

○三好義治委員長 福住委員。 

○福住礼子委員 今、育児休業の実態につ

いてお聞きをさせていただきました。介護

休業の取得についても、見直されるような

検討が今あります。育児休業も、休業とい

う呼び方が休みにくくさせているんでは

ないかといったことが聞いたことがあり

ます。例えば、この休業っていう名前を、

研修っていうようなふうに変えたとすれ

ば、もっと取りやすくなるんじゃなかって

いう。その休業を取ることの価値観ってい

うのも、価値というのが上がるんではない

かというようなことを考えてる識者の文

章を読んだんですけれどもね。なるほどな

っていうふうな、そんな気もいたしました。 

 時間外勤務が多い、また休日の行事の参

加、有給休暇が取りにくいといった環境、

これを改善するために、業務の見直しや仕

事の棚卸しをしていく必要っていうのは

あるかと思います。決してできないことで

はありません。なぜ、女性が活躍する社会

にしていかなければならないのか。これは

みんなで意識改革をしていかなくてはな

らないというふうに思っております。この

庁内がモデル事業所として、これからもし

っかりと努力して取り組んでいただくこ

とを要望しておきたいと思います。 

 あと、１８歳からの選挙権、前回聞いた

とおり、大体１，６００名、変わっていな

いということです。期日前投票を数箇所に

しますと、システムでのいろんなトラブル

が起こらないことが一番ですけども、どう

か、そういった登録のミス、また運用のミ
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スのないように今年２回、新しい取り組み

が入ってまいりますので、どうかしっかり

と取り組んでいただくことを要望してい

きたいと思います。 

 それから、防災リーダーについては、ま

ずマップづくりやＨＵＧ訓練に取り組ま

れてるということでございます。おもしろ

いチラシをつくって自治会に加入してな

い方が、さまざまに興味が持てるようなチ

ラシをつくっておられるのを見たら、あ、

おもしろい取り組みだなっていうふうに

思いました。 

 これからもそういう防災に関する意識、

またリーダーとなるような人材の育成に

取り組んでいただいて、地域の安全、安心

に努めていただきたいなと思います。 

○三好義治委員長 福住委員の質問が終

わりました。 

 次に、野口委員。 

○野口博委員 そうしましたら、順次質問

させていただきます。 

 今年は森山市政３期最後の年度の予算

でありますし、この間、議論されています

ように、市制も５０周年を迎えるというこ

とで、いろんな過去を振り返って、今後ど

ういう自治体をつくっていくのかという

ことでいろいろお互いにお考えと思いま

すけども、国のほうもこの間本会議で議論

していますように、地方創生っていうこと

で、いわゆる道州制へ向けていろんな網が

かぶせられながら、国は国なりにいろんな

策も練ってきてますので、そういう中で、

どういう自治体をつくっていくのかとい

う点も頭に入れながら質問させていただ

きたいと思ってます。 

 最初に、補正予算で今も議論された地方

創生加速化交付金の問題であります。国は

いろいろ予算をつけて、１０割給付という

ことで４つの政策目標に従って自治体に

お金をおろすということで加速させてい

こうということで取り組んでますけど、長

期で見た場合に、当然必要なものも入って

おります、メニューとしてはね。いかに活

用するかということが大事だと思ってお

りますけども、そういう点でご説明があり

ましたように、チャレンジドオフィスせっ

つ事業を進めるための専門員の配置とか、

建都イノベーションパークへ企業誘致す

るためのスーパーバイザーの方の雇用な

どを含めて、そういう二つの選択をされた

わけですけども、庁内で地方創生加速化交

付金の、どういうものを主として国に予算

化を申し入れるかということで、どんな議

論をされたのかというところをまず最初

にお聞かせをいただきたいと。 

 合わせて、チャレンジドオフィスの件で

は、先ほど議論があったかもわかりません

が、庁内の障害者雇用率についても、改め

てお答えをいただきたいと思います。 

 二つ目は、国の政策でありますけども、

いわゆるトップランナー方式の問題につ

いても議論しておきたいと思います。 

 国は、地方交付税の算定の際、自治体が

こんな事業をした場合に、基準財政需要額

としてこういう金額で面倒見ますわとい

う、そのもとに、今回民間委託なり業務委

託を外部委託したときに、この事業はこん

だけ安くなりますよと。そのためにこの事

業については、何年間でそれに合わせなさ

いってことを指導しながら、これで全国の

自治体の基準財政需要額を削っていくと

いう戦略に出てきています。 

 もう一つは、徴収率の問題で、いわゆる

今度はもらう方です。収入額のほうの計算

の仕方として、いわゆる税金などの徴収率

を６年間でこれだけ上げなさいというこ
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とで努力目標を据えて、その経過の中で、

平成２８年度は３００億円の基準財政収

入額を減らしていくというこういうこと

をやりながら、より行革を進めていくとい

うことを進めようとしています。 

 こういう問題について、この本市として

どういう受けとめをしているのかという

ことと、徴収率の問題について、例えば、

個人市民税均等割などは、国の基準では、

９８％の徴収率を６年後に９８．６％に引

き上げていくと。それによって収入がふえ

るから、計算上減らしますよということを

やろうとしておりますけども、摂津市の基

準財政収入額の計算上、関連してくる税目

の現状についてお示しいただきたいと思

います。 

 三つ目は補正予算に戻ります。一般寄附

金の問題です。２３ページに、一般寄附金

として１，７７９万６，０００円が計上さ

れています。この１０年間で最大の寄附金

になります。その前はもっと、５，０００

万円、４，０００万円という時代もありま

したけども、１０年ぶりにたくさんの寄附

金が入ったので、全国的に言われているこ

のふるさと納税の問題もあるかもわかり

ませんけども、その中身について教えてい

ただきたいということと、摂津市は一般的

にふるさと納税でいろいろ宣伝されてい

る点でどういう問題意識を持っているの

か。合わせてお聞かせいただきたい。 

 もう一つ、７ページで退職手当が４，３

７２万７，０００円計上されています。多

分２名分が２月１日より後に退職になる

ということになった関係で計上されてい

ると思いますけども。 

 昨年、行革のロードマップに伴って、１

０年間の職員定数管理の数字も出された

ので、これを受けて、この平成２８年４月

１日の、いわゆる職員体制の数字について

まず聞いておきたいと思いますし、平成２

７年度で何人が退職されて何人が新規採

用かということ、それと、正規雇用労働者

と非正規の問題。地方公務員の場合は、非

常勤、臨職で非正規になりますけども、国

の手法ではいわゆる再任用の数について

も非正規に勘定して計算をすると。そうし

ますと、非正規の率を見ますと、摂津市は

４２％になるわけです。そういうこともあ

るので、改めてそのそういう職員構成につ

いても合わせてお答えいただきたいと思

います。 

 次に、歳入面であります。個人市民税と

か法人市民税とか、そして、新しい数字に

基づく摂津市民の働く方々の平均所得か

ら見る暮らしの実態について、議論したい

と思います。 

 法人市民税の問題については先ほども

議論されました。地方自治体に入る法人市

民税を減らしていくという傾向の中で、こ

の間、財政が厳しくなる理由として、平成

２８年度は税収が減るからだということ

です。実際、率は減ってますけども、金額

はふえていると。多少ですけども。それを

どう見るかという問題と、確かに緩やかな

回復傾向にあるとおっしゃってるので、実

はそうなんですよ。代表質問でも言いまし

たように、ＧＤＰで１９５５年から今日ま

での間で、最大の利益を生んでると。しか

し、一方では、この成長そのものはマイナ

ス成長という、こういう初めての事態を迎

えている中で、名目賃金だとか、経済全体

の見方としてはそういう見方ができます

けども、実際、国民の懐、働く皆さんの賃

金は上がっているかといえばそうではな

いということもありますので、そういうこ

とも含めて、どう見ているのかということ
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をお聞かせいただきたいと。 

 合わせて法人市民税で、摂津市の場合の

１号法人から９号法人の中で、どの層の税

金がふえてるのかということで、摂津市の

企業の中で、国が法人市民税を減らしてい

くという流れの中で、どういう層が影響を

受けるのかということを知りたいので、教

えていただきたいと思います。 

 もう一つ、平成２７年度、これは平成２

６年中の確定申告の結果で摂津市の働く

皆さんの平均所得金額がどうなっている

のかと。過去に比べて減ってますという話

をいつもしています。数字をお示しいただ

きたいと思います。 

 次に、平成２８年度予算書の２７ページ

に、地方交付税があります。今回も、当初

としては、特別交付税だけ２億１，０００

万円を組んでます。不交付団体だという判

断でそういう予算計上してますけども。   

 この間、過去を見ますと、交付団体にな

って普通交付税も入ったり、基準財政臨財

債も入ったり組んだり、いろいろしてます

ので、平成２８年度、地方全体で若干、税

収がふえてるので、国のほうで地方交付税

はそのままにして、臨財債を減らすという

作戦をとってますけども、平成２８年度は、

地方交付税不交付団体の問題についてど

う見ているのかと。夏にもはっきりします

けども、現時点で見通しについてご答弁い

ただければと思います。 

 次に、個別問題で、予算概要にいきます。

１８ページに市有地財産管理事業があり

ます。その中に、公共施設等総合管理計画

策定業務委託料だとか、旧三宅・旧味舌小

学校に関する費用が計上されてます。まず、

公共施設等総合管理計画の問題で、市とし

てこのどういう姿勢で業務委託をしよう

としてるのかということについて、考え方

をまず教えていただきたいと。 

 今、市民参加で、統廃合を含めて見直し

ていくということをやってる自治体もた

くさんありますので、どういう位置づけで

委託に出そうとしているのかということ

について、お答えいただきたいと。 

 それと今後の段取りですね。二つの小学

校跡地問題については、本会議では、いろ

いろ議論も聞いてきたと、あとはある時期

に、検討した結果に基づいて、議会にも報

告をしながら結論を出していくというス

タンスだと思いますけども。 

 一つの問題で、これだけ市民の方々が頑

張って、暑いときも寒いときも雪が降る日

も頑張って署名を集めて思いを持ってき

たわけです。それだけ市民参加という点で

は、重く受けとめていただいて物事を進め

ていくと。そういう団体も含めて、当該校

区の自治会長だとか、市として判断できる

人を委嘱させていただいて、どうしましょ

うかという場をきちっと設けて議論を進

めていただくということが僕は大事だと

思ってます。この間も申し上げてきていま

す。改めて、そういう処理の仕方について、

ぜひやっていただきたいと思いますけど

もどうでしょうか。 

 次は、小規模修繕工事登録制度の件です。

平成１９年から始めて、平成２８年度で丸

１０年を迎えます。毎年この問題は、改善

を求めてきました。この大阪府下でも、市

内事業の支援という点では、頑張っている

分野の一つだと評価をしてますけども、改

善は当然あるだろうと思ってますので、１

０年を迎えようとするこの制度について、

この間の１０年間の取り組み方について

の評価と、今の課題について、少し示して

いただきたいと思います。 

 次は、防災や災害対策の問題です。あし
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たで東日本大震災から５年目を迎えます。

総務常任委員会の最中に揺れましたけど

も、それを思い出してます。５年間の市と

しての防災や災害対策の取り組みについ

ての流れと言いますか、今日的な課題など、

昨年は地域防災計画をつくって、これから

いろんな取り組みがなされていきますけ

ども、そういう課題について少し述べてい

ただきたいなと思います。 

 合わせて、災害時の対応について、大阪

市でやっているような易しい日本語を使

って、館内放送でお知らせしてほしいとい

うことについてのメールがありました。以

前、公明党の村上議員も質問されたことが

あったと思いますけども、「大阪市の市役

所本庁舎では、訪れる人々への安全安心を

考える取り組みが始まりました。災害が発

生した際に、易しい日本語を使って館内放

送をされるそうです。易しい日本語での情

報伝達は、外国人の方だけでなく、障害の

ある人にもわかりやすくなります。平成２

８年４月には、障害者差別解消法が施行さ

れ、これにより公的機関においては、合理

的配慮の提供が義務化されており、緊急時

の避難においても適用されるよう思いま

す。事前の情報の共有は、本当にその内容

で伝わりやすいのかどうかということが

多くの人で考えることができるように思

います。ぜひ摂津市役所もよろしくお願い

します。」というメールであります。ぜひ

答えていただいて、議論していただきたい

と思います。 

 それと次に扶助費の問題を議論したい

と思います。副市長も、いろんな場面で本

市は単独扶助費は大阪府下１番だという

ことで、いろいろそういう発言もなされま

す。確かにそうだと思いますので、そのこ

とをどう受けとめて今後に生かしていた

だくかというところで、この扶助費の問題

について、正確に評価をすることが大事だ

と思いますので、平成２７年度当初で扶助

費は総額で９１億円を超えていました。平

成２８年度当初の金額では、９４億円を超

えています。大阪府の資料では、この扶助

費については、直近の大阪府内全体の比較

表は、平成２６年度の数字がありますので

これでいきますけども、扶助費全体では、

上位から９番目です。補助つきの扶助費に

ついては、１６番目。単独扶助費は１番と

いうことになります。その他の資料的には、

社会福祉の扶助費、老人福祉の扶助費、児

童福祉の扶助費、生活保護費の扶助費とい

うことでありますけども、この辺の扶助費

の問題について正確に評価し合おうとい

うことで議論をお願いしたいと思います。 

 この間、５次行革のロードマップで一覧

をつくっていただきました。それだけでは、

一人当たりの金額で府下１番にはならな

いわけで、他市に比べて単独でいろんな制

度をつくっているということが見て取れ

ると思いますけども、どういう評価をして

いるのかということをお答えいただきた

いと思います。 

 最後に、５次行革の問題を含めて、今時

点で、これからの自治体としてどういう姿

勢で物事を進めていくかという問題につ

いて質問したいと思います。 

 ロードマップもできました。平成２６年

度決算を受けての平成３７年までの中期

財政見通しも出されました。それを受けて、

いろいろ一般質問等々でも決算でも質問

をさせていただきました。改めて、今の財

政状況をどう見るのかという問題と、今時

点で、平成３７年度に民間企業でいう倒産

の財政再生団体、いわゆるレッドカードに

なるので、５次行革を進めていくんだとい
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うことをいろいろな場面でおっしゃって

います。過去、１次から４次までいろんな

角度からこの間質問をさせていただいて

おりますけれども、基金のふえ具合だとか、

借金を返した割合だとか、この間の行革の

結果のいろんな数字を見ますと、このこと

を理由として、財政がしんどいからこれを

こうせざるを得ないという理事者側の説

明が納得できないということなので、少し

その辺の議論をしておきたいと思います。 

 １０年前、第２の夕張になるということ

をおっしゃっていろんな制度を削り、値上

げも行いました。その後、退職金の削減も

やっていただきましたけども。いろんな制

度を削ってきました。今は、先ほど申し上

げたように、「将来こうならないようにす

るんだ」ということで理由をおっしゃって

るわけでありますけども、改めて中期財政

見通しについて、本当に平成３７年度、財

政再生団体になるのかと。こういう数字に

ついて理解はできないもので、一度わかり

やすく説明いただきたいと。 

 同時に、議論の取っかかりとして、いろ

んな場面で弱者の視点ということをおっ

しゃっています。第５次行革に全面的に切

り込んでいく年になっていきますけども、

その切り込み方の一つに、いわゆる住民税

非課税世帯は残しますという、こういう考

え方を示してます。弱者の視点に対する、

行政側の考え方についても、ご答弁をいた

だきたいと思います。 

○三好義治委員長 川西課長。 

○川西政策推進課長 ただいまのご質問

についてお答えいたします。 

 まず、地方創生加速化交付金なんですけ

れども、どういう庁内議論があってこの２

つをエントリーしたのかというお問いか

らお答えいたします。 

 まず、この地方創生加速化交付金、国か

ら聞こえてきまして庁内でエントリーし

ようと動き出したのが１月上旬から中旬

だったと記憶しております。締め切りを勘

案しましたら、庁内では、実質１週間から

１０日間ぐらいしかないような状況でご

ざいました。その中で、当時政策推進課で

は、人口ビジョンと総合戦略の取りまとめ

をちょうどやっている最中でございまし

て、この地方創生加速化交付金の中で、エ

ントリーの要件として、仕事・雇用を推進

するものという大前提がございました。た

またま摂津市のほうでも総合戦略の柱の

中で、法人が元気なまち、雇用促進という

ものがございまして、そのメニューとかぶ

るということで、その総合戦略のメニュー

の中から今回２つを選んだということで

ございます。 

 庁内議論なんですけれども、やっぱり地

方創生加速化交付金をもらいたい、何とか

してもらいたい中で、国のほうは独自性・

先駆性を求めております。その中で、摂津

市としてオリジナリティーがあふれたの

はどれだろう。余りほかの自治体でそうそ

うやっていない、やっていたとしてもそん

なにないという、そういう基準で上がった

のが、健都イノベーションパークへの企業

誘致でありましたり、チャレンジドオフィ

スせっつでありました。そういう流れで選

考を終えました。 

 続きまして、小学校跡地について、民意

をどう考えるかというお問いなんですけ

れども、これは小学校跡地に限らず、政策

決定の過程において、市民の皆さんの声を

聞かせていただく、これは非常に大切なこ

とだと考えております。例えば、旧味舌小

学校跡地に関しましては、公式には１０回

以上、非公式なものも合わせましたら相当
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な数、いろんな立場の方の団体のお声を聞

かせていただいております。 

 その中で、ただ我々といたしましても、

２０２５年問題等を見た場合、今後かなり

財政的にはしんどいという状況はもう明

白でございます。その中で、最終的には、

二元代表制ということでございまして、地

方自治の大原則に従いまして、最終的には、

我々の考えを議会のほうにご提案させて

いただいて、ご審議を賜りたいというふう

に考えております。 

 この間、行革もございます。行革の流れ

の中のメニューとして、そういうことを決

定いたしました。民意につきましては、大

変重いものでございます。大切なものでご

ざいます。この考えに変わりはございませ

ん。ただ、今後の先行きの財政状況等を考

えた場合、そう簡単に売却せずにというよ

うな決定をできるようなものでもないと

考えております。委員がおっしゃる協議機

関の設置ということも、今のところ検討し

てはおりません。最終的には、市民の代表

である議会にお諮りしてまいりたいと考

えております。 

○三好義治委員長 石原課長。 

○石原財政課長 それでは私のほうから

野口委員の数点のご質問にご答弁申し上

げます。 

 まず１点、トップランナー方式というこ

とで、交付税の内容につきまして、国のほ

うで地方創生と合わせまして、地方財政改

革を進めていくということで、算定の中の

計算式が変更されようとしております。そ

の点につきましては、国の狙いとしまして、

そういう改革を進めてリーマンショック

前の状態、各自治体の財政力指数を１０％

程度上げていこうという狙いがあるとい

うふうに聞いております。それは裏を返せ

ば、やはり不交付団体をふやしていくとい

うふうな見方になるのかなというふうに

考えております。 

 本市につきましては、財政力指数が大変

高い団体でございますので、そういう意味

では、その中身の見直しがあった時点では、

影響としましては、各団体同じような内容

になってくるかと思いますけれども、全体

でやはり需用額は減り、徴収率のところに

つきましては、徴収率の高いところを見て

いくということですので、入がふえていく

ということで、全体的に交付税の額という

のが減っていくと。 

 その後に、今、全額を交付税の金額とし

ていただいているわけではなく、その一部

については、臨時財政対策債という形で借

金の形で交付をしていただいております。

こちらのほうが、いわゆる赤字地方債とい

うことで毎年発行しておりますけれども、

この財政力指数の高い団体につきまして

は、交付税の割合でも、その現金よりも臨

時財政対策債の借金をするような形のほ

うに多く配分されるような算式となって

おりますので、全体の額は減るとしまして、

今後も現金ではなくて、そういう臨時財政

対策債について、今後ふえていくのではな

いかというふうに考えております。 

 それと、小規模修繕工事登録制度の件で

ございます。こちらのほうにつきましては、

平成１９年度から開始しておりまして、１

０年目という形になります。当初、登録が

４２者ございまして、対象件数が３４４件。

それに対しまして、この小規模事業者への

発注の件数というのが、１４９件でござい

ました。約半分になると思います。 

 直近の数字で言いますと、平成２７年度

で、登録事業者が７４者となっておりまし

て、今年度の発注対象件数が８９９件、そ
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してそのうちの受注件数が６０６件とな

っております。今年度はまだ途中ですけど

も、最新の情報としてはそういう状況にな

っておりまして、件数の約８割が、そうい

うふうな中小零細企業に受注していただ

いているということで、そういった事業所

の活性化につながっているのではないか

というふうに考えております。 

 ただ、問題点といいますか、少し気にな

るところは、予算全体の維持補修費のほう

が、来年度はアップしておりますけども、

今年度までは毎年縮小の形になっており

ましたので、件数はふえておるんですけど

も、金額的に少し低くなっているという点

もありますので、そちらのほうは、一つの

仕事の単価が小さくなってるということ

も見受けられると思いますので、その辺も

合わせて、小規模修繕工事登録制度の対象

がおおむね９０万円未満となっておりま

すので、その金額の設定とか、その辺のと

ころも考えながら、また大阪府内の他市の

状況等も合わせまして、この制度について

は、より一段といい制度にしていきたいと

いうふうに考えているところでございま

す。 

 それと、続きまして、扶助費の問題でご

ざいます。扶助費につきましては、先ほど

言われましたように、大阪府なんでもラン

キングの中では、単独扶助費が１位になっ

ているというところでございます。これま

での扶助費につきましては、人件費の中で

職員給が過去一番高かった年度というの

が平成１０年度になります。そのときの人

件費職員給が、６３億円という数字がござ

いました。そのときに扶助費の総額が３０

億円となっております。それが今現在では

どうなっておるかというと、平成２６年度

現在では、人件費のうちの職員給といわれ

るところが、３５億円となっております。 

 それに対しまして、扶助費が９３億円と

なっておりまして、扶助費につきましては、

約３倍にふえているという形になってお

ります。こちらは、過去からも申しますよ

うに、扶助費の伸びの分については人件費

削減の部分、または、市債枠の設定をして

公債費を抑えてきたと。そういうふうな取

り組みをした分について、扶助費に充当し

て、これまでも市民の暮らしを守るという

ところに重点をおいて財政運営をしてき

たというふうに考えております。 

 それと、中期財政見通しの中で、平成３

５年に財政再生団体になるということで

ございます。こちらは今年度１０月に作成

させていただきまして、ことしは臨時的な

収入がございましたので、平成３７年度ま

での中期財政見通しのほうを作成させて

いただきました。この中で、今見込めるも

のを見込んで作成しておりますけれども、

歳入につきましても、その時々の社会経済

状況によって大きく変わってくるところ

ではございますけども、今年度につきまし

ても、できる限りのところの歳入を見込み、

歳出につきましては、主要な事業のところ

については計上し、またそのほかのものに

ついては、過去の伸び率等をかけて歳出の

ほうを積算しまして、この中期財政見通し

というのを作成しておるところでござい

ます。 

 この中で２７年度末現在の基金を見て

見ますと、１４３億円という数字が上がっ

ております。過去一番多い金額になるのか

なあと思いますけども、こちらのほうにつ

きましても、２７年９月に補正予算を可決

いただきましたように、減債基金では、今

後の市債の繰上償還分でありますとか、ま

た今後控える公共事業の施設の財源に充
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てたいということで、それぞれ減債基金、

また公共施設整備基金のほうに積ませて

いただいたところでございます。 

 平成３１年には扶助費のほうが、この歳

出の中身を見ますと１００億円を超える

状況になっているということになってお

りますので、やはり、今後景気が緩やかな

回復にあるというところではございます

が、それ以上の税制改正がありますと、当

市の歳入の根幹をなす市税の部分につき

ましては、ダメージを大きく受ける要素に

もなりますので、そういったところも見込

みながら、積み上げたところを、財政とし

ましてはやはり厳しめといういい方がい

いかわかりませんけども、やはりそういう

ふうな状況を見ながら、現在の状況をこの

まま続けると、将来、こういうふうな形に

なっていきますといった形で中期財政見

通しを作成させていただきまして、それに

基づいて平成２８年度の当初予算の編成

に当たったところでございます。 

○三好義治委員長 松方課長。 

○松方総務課長 そうしましたら、一般寄

附の内訳からご答弁させていただきます。 

 一般寄附金としまして、１，００２万７，

９００円。それから、ふるさと納税の寄附

金としまして、４５１万円、自動車の駐車

場の寄附金としまして、２２８万８，００

０円。これが現時点での内訳でございます。

今般、１，０００万円を超える金額としま

して、市会議員ＯＢの方が亡くなられまし

た。その方に市のほうに寄附をしたいとい

う意思がございまして、ご家族の方から１，

０００万円という大きな額の寄附をいた

だいたということでございます。 

 ふるさと納税につきましては、金額的に

は、昨年、その前から金額的には３００万

円から４００万円のベースで続いており

ますので、年度途中でございますけども、

この額の推移になるものと考えておりま

す。 

○三好義治委員長 大橋参事。 

○大橋市長公室参事 そうしましたら、野

口委員のご質問にご答弁申し上げます。 

 まず、障害者の雇用率の観点でございま

すけれども、平成２５年度以降、法定雇用

率２．３％ということになっておりまして、

本市の場合２５年度が２．３１％、２６年

度２．３６％、２７年度２．３２％という

ことになっております。 

 今後、この法定雇用率は平成３０年度と

３５年度に改定が想定されます。そういっ

たこともございまして、今回のチャレンジ

ドオフィスせっつということで、この２．

３％も踏まえつつ、先の改定率も見据えつ

つ、障害者の方の任用ということを考えて

おるというところでございます。 

 次に、補正予算の退職手当４，３７２万

７，０００円でございますけれども、これ

は補正予算を編成させていただいた時点

で、自己都合及び亡くなられた等で５名の

当初想定していなかった退職者が発生し

たことにより、補正予算を計上させていた

だいているものでございます。 

 次に平成２８年４月１日現在の職員体

制ということでございますけれども、平成

２７年４月の６４０名以降、２７年度の間

でも異動がございましたけれども、６４０

を基準といたしまして、退職者総数、これ

は補正予算の５名からさらにふえる想定

があるんですけれども、２８名が退職され、

１０名を採用をすると、そうしますと６２

２名ということになりますので、２８年４

月１日現在は６２２名になるという想定

でございます。 

 この要因なんですけれども、正直、人事
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課が意図しておった数字ではないわけな

んですけれども、これにつきましては、先

ほど補正予算での想定外の退職というこ

とで答弁させていただきましたけれども、

採用試験で賄うことができない時期での

退職ということでございます。それに加え

て、採用そのものが当初１１名の採用を想

定しておったんですけれども、最終的に７

名しか採用できなかった。これは、補欠も

含めての辞退者が多かったということが

要因でございます。 

 それに加えまして、これは通常ベースで

事業の見直し、例えば今回の場合は機構改

革で生涯学習部が廃止になることでござ

いますとか、府の派遣者の数によって充当

する必要のない課がございましたり、業務

縮小ということもございますので、そのあ

たりの人数を勘案して、最終的には６２２

名になってるんですけれども、人事課の意

図としては、６３０名程度の想定の中で、

退職者が出たことによってそれがクリア

できなかったということで考えておりま

す。 

○三好義治委員長 和田次長。 

○和田総務部次長 それでは、市税にかか

りますご質問に対しましてお答えいたし

ます。 

 まず徴収率なんですけれども、直近の平

成２６年度の徴収率につきましては、市税

全体で９６．４％、お問いの個人市民税の

均等割につきましては、９７．４４％でご

ざいます。徴収率につきましては、年々上

昇しておりますけれども、上昇への取り組

みといたしましては、府市一体となりまし

て、普通徴収に比べまして、特別徴収、い

わゆる天引きですね。そのほうが徴収率が

高いということで、そちらに誘導する仕組

みを現在府市一体で取り組んでおります。 

 次に、法人市民税の状況なんですけれど

も、本市の法人市民税の特徴なんですが、

納税比率が４割を超えております。欠損法

人、赤字法人につきましては、納税義務が

発生いたしません。これが全国平均でいき

ますと３割台ということで、本市におきま

しては、それだけ好業績の法人が多く立地

しているという訳で、その結果といたしま

して、法人税収が上がっております。 

 具体的に申しますと、本市の住民一人当

たりの法人市民税収は、府下第１位でござ

います。府下平均の２倍を超えております。

そういう状況になっております。 

 ただ、同じようにこの法人市民税という

のが非常に地域的な偏在が大きいという

ことで、それに対応する再配分機能を持た

せるということで、今回、先ほどご質問も

ございました地方法人税が導入されたと

いうことでございます。当初１４．７％ご

ざいました税率が、現在１２．１％。先ほ

ど申しましたけれども、２９年４月１日以

降の事業法人からは、８．４％に引き下げ

られます。当初から見ますと、４割を超え

る減収ということになります。具体的には、

まだ課税等は発生しておりませんけれど

も、どれだけ影響があるかは具体的にはわ

かりませんけれども、かなり大きな減収要

因と考えております。 

 あと、市税の法人市民税の中の特徴なん

ですけれども、全体で１，３００社の納税

があるわけですけれども、それから見た場

合の上位１０社に対する集中率、これが高

い傾向がございます。現在その上位１０社

の集中率が全体の６割を超えているとい

うことで、例えば１，３００社ありますけ

れども、残りの１０社を除く分が４割とい

うような形で、かなり上位に偏在しており

ます。したがいまして、上位の大法人の業
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績の影響が非常に反映しやすいというこ

とで、そこら辺が経済全体の影響を反映し

やすい状況になっておりますので、我々と

いたしましても、経済動向には特に注目を

しておるということでございます。 

 続きまして、個人市民税から見ました市

民生活の状況ということで、平成２７年度

の当初課税時点の納税義務者一人当たり

の所得額なんですけれども、これは２９３

万円でございまして、前年度が２８８万３，

０００円ということで、４万７，０００円、

１．６％の増となっております。 

 この要因といたしましては、先ほど申し

ましたけれども雇用環境の改善により個

人所得が回復過程に入ったという影響か

なと考えておりますけれども、現在比較す

るデータがございませんけれども、昨年度

のデータによりますと、府下平均の金額が

３０９万円ということなので、２９３万円

でも府下から見れば、やっぱり低水準にあ

るという認識をしております。 

○三好義治委員長 西川課長。 

○西川防災管財課長 野口委員のご質問

にお答えさせていただきます。 

 まず、初めに公共施設等総合管理計画に

ついてでございます。 

 ご存じのように全国の自治体では高度

経済成長期に建てられた公共施設、インフ

ラの更新が大きな課題となっております。

本市におきましても、主な施設としまして

２００余りの公共施設、それからインフラ

の更新時期を今後迎えるということで、将

来の負担をいかに平準化、それから軽減す

るかということが非常に課題になってお

ります。 

 公共施設等総合管理計画におきまして

は、まず、それぞれの更新費用を積み上げ

て、それを明確にし、それをいかに平準化

するかというサイクルを出してまいりま

す。この計画策定におきましては、庁内の

検討委員会を既に立ち上げておりまして、

我々防災管財課、財政課、それから政策推

進課が主導して、建築課その他各施設管理

者で構成して、計画策定に向けた取り組み

を実施してまいります。 

 ２８年度におきましては、まず早期に委

託業者を決定し、その後検討委員会で複数

の議論をした後、それから検討委員会の下

に担当者が作業部会というのをつくりま

すので、そちらのほうも通じて計画案を策

定したいと思っております。 

 また、この計画案につきましては、議員

の皆さんにお示しさせていただくととも

に、パブリックコメントを経て、計画とし

てまいりたいというふうに考えておりま

す。 

 続きまして、防災対策につきましてです。

東日本大震災からあしたで５年がたつと

いうことでございます。この間、災害の取

り組みについてどのような取り組みをし

てきたかということでございます。 

 東日本大震災を教訓にということで、被

災地釜石市の支援から始まりまして、被災

地釜石市とは防災拠点を結んだり、また、

防災教育を現地で進められていました片

田先生に防災アドバイザーになっていた

だいたりということを行っております。 

 その大きなものとしまして、２６年に地

域防災計画の策定を行ったということで、

東日本大震災を教訓にということと、南海

トラフ巨大地震の想定もされております

ので、そちらを反映させるということで、

計画の見直しを行いました。その中に、女

性専門委員会をつくり、釜石市からも市民

の方に参加をしていただきました。 

 災害取り組みの今後の課題というわけ
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ではないんですが、地域防災計画の柱とし

まして、地域防災力の向上、それから防災

教育の推進、それから庁内の全庁的な防災

体制という３本柱を掲げております。これ

らが今後進めていく一つの柱になってい

きますので、現在取り組みを行っておりま

す防災マップの取り組みであるとか、防災

教育をやっております。地域それぞれの庁

内のマニュアルづくりもやっております

のでこれらの策定が進んでいけば、課題の

解消にもつながるのかなというふうに思

っております。 

 続きまして、易しい日本語での防災情報

の提供についてのお問いにお答えさせて

いただきます。 

 ２８年度に進めております防災無線の

更新の委託を挙げさせていただいており

ますが、防災無線の更新につきましては、

やはり防災情報の発信というのは非常に

重要なことでございまして、言葉の使い方

で住民の方々に伝わる情報というのも違

うというふうに聞いております。大阪市の

例をご紹介いただきましたが、大阪市の事

例等も踏まえまして、我々も伝わる情報を

しっかり伝える情報というものを研究し

てまいりたいというふうに思っておりま

す。 

○三好義治委員長 山口次長。 

○山口市長公室次長 行革についてのご

質問ですけれども、その中で野口委員がお

っしゃいました弱者の視点、これに特化を

してお答えをさせていただきたいと思い

ます。 

 それと市民税非課税という点の、この考

え方と言いますか、行政として弱者の視点

をどのように考えているのかという、こう

いうご趣旨であったと思います。 

 この弱者の視点と申しますのは、何も行

革に限ったことではないというふうに思

っております。これは我々行政の責務でご

ざいます住民の福祉の増進をはかるとい

うふうなこと。その中で、やはり、この弱

者の視点を持ってことに当たるというこ

とは、非常に大事なことであるというふう

に思っております。 

 そこで、この弱者の視点ですけれども、

いろんな分野に弱者の視点というのが必

要であると思っております。委員がおっし

ゃいましたこの市民税非課税という点に

つきましては、いわゆる生活弱者といいま

しょうか、そういう点で見ましたら、ある

一定のところで配慮をする、またご負担い

ただくラインとして市民税非課税世帯と

いうのが、非常にわかりやすくて定量的に

お示しできるラインなのかなというふう

に思っておりますけれども、もちろんこの

弱者というのはこれだけではございませ

んで、例えば、バリアフリー云々のいわゆ

る交通弱者という問題。こういう弱者もあ

れば、デジタルデバイド、いわゆる情報格

差ですね。この情報弱者、これもあります。

それから、防災についての答弁にもござい

ましたけれども、災害弱者。こういう面も

ございますし、また教育弱者、それから性

的マイノリティーの問題、こういうものも

ございますので、我々は、行政分野の全て

にわたってこの弱者の視点ということを

しっかりと持って業務に当たってまいり

たい。これ非常に大事なことだと思ってお

ります。 

 また、この弱者の問題というのは、これ

は人権とかそちらの差別の問題にもつな

がってくるというふうに思っております

ので、このあたりはしっかりと対応してい

きたいと思っております。 

 また、その中でもこの弱者の問題、特に
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先ほど住民の福祉の増進ということを申

しましたけれども、その中でも市民の安全、

安心、それから生命にかかわる問題ですね。

これにつきましては、我々が、しっかりと

担う。その社会的弱者に対する対応という

のは、しっかりと担っていかねばなりませ

んし、これは行政の行政たるゆえんである

と言っても申し分ない、過言ではないとい

うふうに思っております。 

 ただ、摂津市が今、いろんな施策を打っ

ておりますけれども、行革の中でいろんな

移行をするというふうなことを言ってお

りますけれども、やはり今のサービスをそ

のままの水準で全て維持するということ

は、やはり難しいというふうに思っており

ます。人口ビジョンで将来人口の見通し等

を出させていただきましたけれども、やは

り減っていく財政のパイ、総枠が減ってい

く中で、担うものがどんどんふえるという

この矛盾を、我々はどうして解消していけ

ばいいのかっていうことは、真剣にやはり

考えないといけないと。そういう中で、や

はり我々は時代の変化でありますとか、市

民ニーズの変化、それから社会状況の変化、

対象者の変化でありますとか、こういうこ

とをしっかり見きわめながら、やはり市民

の皆さんの血税でございますので、これを

やはり最小の経費でもって、最大の効果を

得られるような方策を考えるのが我々の

責務でございますので、この弱者の視点と

いうことをしっかりと念頭に置きながら、

見直すべきは見直してまいりたいとこの

ように考えております。 

○三好義治委員長 大橋参事。 

○大橋市長公室参事 申しわけございま

せん、答弁漏れがございました。 

 非正規、正規職員の構成比率でございま

す。平成２４年度以降、非正規、非常勤、

臨時職員の率が大体３８％程度で推移を

しております。 

 ここに再任用の短時間職員を入れるか

どうかという議論はございますが、調査に

よっては、入れて調査をされているところ

も、入れていないところも両方あるわけな

んですけれども、国の定数管理上の計上で

は、短時間については含まないと、正規の

定数には含まないということになってお

りますので、フルタイムの場合は含んで計

算をいたしますけれども、短時間の場合は

含まないということになっておりますの

で、そういうことで割合を出しております。 

 ２８年度についても退職者の数と退職

される方で再任用になられる方、それと再

任用５年を経過して退職される方を差し

引きますと、大体若干ふえますので、４０

名ぐらいの数字になるかなというふうに

は考えております。 

 これは定員の管理の計画の中で以前に

もご答弁申し上げたかもしれませんけど

も、平成３７年度までの計画の中では、こ

の率というものをできるだけ３０％台前

半までに縮小するように取り組んでまい

りたいというふうに考えております。 

○三好義治委員長 野口委員。 

○野口博委員 そしたら、順番に２回目の

質問をさせていただきます。 

 最初の問題です。地方創生加速化交付金

の問題であります。 

 認識は一つだと思いますけども、ただい

ろんな国の意図があるわけで、そこをきち

んと見ていただいて、短時間の議論だった

かもわかりませんけども、やっぱり摂津市

にとって全体で必要な予算でありますの

で、きちっと議論していただいて、必要な

ものは何なのかということを自主的にご

判断いただいて、批判する精神は持ってい



- 45 - 

 

ただいて、今後進めていただきたいという

ことを申し上げておきたいと思います。 

 関連して、障害者の雇用率の問題、少し

ふえているというお話だったと思います

けども、法定の目標２．３％で、２７年度

が２．３２％だというふうにおっしゃいま

した。これは今後、中身も含めてどう向上

していくのかということをご答弁いただ

きたいと思います。 

 トップランナー方式の問題であります。

いろいろ国のほうが地方財政に入り込ん

でくる仕方として、こういうやり方もある

のかなと逆に感心をしているわけであり

ますけども、地方自治体はどんどん人口が

減って、その関係で税収は減ってきます。

しかし、国から出すほうはどんどん減らし

ていくという。結果として、地方創生で自

治体一つで独立させて、行政展開できるよ

うな形もつくりながら、全体として道州制

に進んでいくというのが戦略であります。 

 そういう点では、このトップランナー方

式の問題についてもきちっと、国がそうい

うことだから仕方がないんじゃなくて、先

取りして発展するということは最低やめ

ていただきたいと思うんです。 

 例えば、トップランナー方式で、小学校

の校務員を今後５年間で基準財政需要額

で計算して、現行は１校当たり３７０万７，

０００円ですけども、これを見直し後、５

年後には２９２万７，０００円にしますと

いうことです。だから、これに耐え得る財

政状況をつくりなさいということですか

ら、結局自治体としては予算を減らしてい

くという方向、選択になっていくわけです。 

 そういうことを含めて、露骨に今回地方

財政に入り込もうとしてますので、そうい

う点をきちっと見ていただいて、その中で

も踏ん張っていただきたいということを

あわせて申し上げておきます。 

 それと、徴収率の問題であります。国の

基準財政収入額の３００億円を今年度減

らすという中で、徴収率を向上させていく

という考えでありますけども、その出発が

個人住民税は９８％です。摂津市は９７．

４４％とおっしゃいましたけども、そうは

ならんと思いますけども、国のいわゆるそ

ういう思惑に従って、逆に徴収を厳しくす

るということを心配する点もありますけ

ども、明確にその点についてお答えいただ

きたいと思います。 

 退職者に絡んでの職員の問題でありま

す。去年示された今後１０年間の定数管理

の計画では、平成２８年度、６４０名なん

ですよ。例えば事務職、保育所、幼稚園も

人数は変わりません。そういう数字を前提

として、平成２７年度６４０名、２８年度

６４０名、２９年度６２９名という数字か

ら始まってるんですね。 

 先ほどの答弁では平成２８年度で６２

２名ということでしたから、計画との差が

１８名もあるわけですね。なぜこうなるの

かと。 このことによって生じるいろんな

問題があるんではないかなと思いますけ

ども、その点はどうお感じなのか、聞いて

おきたいと思います。 

 一般寄附金はわかりました。お一人は元

市議会議員で１，０００万円という方がお

られたと。初めてお聞きしましたけども。 

 それで、先ほど触れたふるさと納税の問

題で、なかなかマスコミはいろんなところ

を引き合いに出して宣伝されてますけど

も、こういうふるさと納税、今回４５１万

円とおっしゃってますけども、何か取り組

みはあるんですかね。お答えください。 

 それから、働いている方の所得金額だと

か、法人市民税の問題に行きます。 
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 平成２７年度、いわゆる前年度の所得金

額ですけども、おっしゃってるように２９

３万円であります。約５万円弱ふえたとい

うことであります。これは当然税金に反映

されて税収増につながるというのはわか

る。しかし、生活そのものは大変しんどい

という話です。 

 この間、国会で議論してきてますけども、

名目賃金と実質賃金の違いについて明ら

かにしています。２０１２年１１月、これ

は安倍首相が政権に復帰した月でありま

すけども、内閣府の提出資料によりますと、

２０１０年を１００として２０１２年１

１月が名目賃金が８６．４％です。これが

２０１５年１１月、昨年１１月には名目賃

金が８７．９％にふえてるわけです。一方、

実質賃金は、２０１１年で８７．１％に下

がりまして、昨年の１１月、２０１５年１

１月は８４．１％に下がっているわね。 

 経済的な面では緩やかな回復にあるけ

れども、暮らしは大変ですよということに

つながっていくだろうと思ってますけど

も、こういう見方もぜひ、担当としては税

収がふえたからええという面もあるかも

わかりませんけども、実際暮らしたら大変

なんだというところを庁内で出していた

だいて、きちっと議論をお願いしたいと思

います。 

 それで、先ほど市内企業の状況について

お話がありました。過去、市内大企業につ

いては３０社前後の大企業があって、８社

ほど法人市民税の所得割を払っていない

ということもありましたけども、上位１０

社が摂津市の法人市民税の６割を占めて

るという話だったかと思いますけども、９

号法人、８号法人が大企業だと思いますけ

ども、７号法人として、１０億円を超える

もので従業員数が５０人以下、それと１億

円を超えて１０億円以下、従業員５０人を

超えるもの、これが６号法人ですね。一番

多い１，０００万円以下、２号法人ですね。

こういうところに対する影響がどうなの

かということも少し、担当として分析され

ていれば教えていただきたいと思います。 

 先ほど地方交付税に絡んで今後の見通

しについてはご答弁いただきました。不交

付か、交付かというのも、答弁をお願いい

たします。 

 公共施設等総合管理計画の問題ですね。

少し各地の取り組みを紹介させていただ

きますね。 

 長野県の飯田市です。この前学習会に行

ってきまして、そこで紹介されたんですけ

ども、人口約１０万人です。ここでは８２

５件の公共施設がありますと。築後６０年

は更新するという前提で、今後４０年間で

約２，０４７億円が要りますと。そうしま

すと、毎年５１．２億円要りますという数

字の説明がありまして、前提条件で何ぼか

かりますかという数字を示します。示した

後が問題なんですね。 

 ここで逆にこの施設はこうしますとい

う方針は行政が出さないんです。地域別に

検討する会議を持って、これを上部として

全市的な検討の会議がありまして、２段階

で市民的に検討すると。継続するもの、長

寿命化するもの、廃止するもの、集約する

もの、多機能化するもの、民営化するもの、

こういうことを市民も参加した中で皆さ

んで決めていただくという、今そういう手

続をやって公共施設の管理について動い

ているわけです。 

 だから、もう一度お尋ねしたいのは、金

額について明確化して、それで平準化とい

うことでおっしゃいましたけども、摂津市

の場合、公共施設の更新についてどういう
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基準を設けて金額を算定していくのかと

いうことと、これからコンサルに頼んで委

託ということで進めていきますけども、そ

の結果を受けて、最低、今申し上げた飯田

市の取り組みですね。市民的に、自治会長

も含めて、そこで行政の考えも提示しなが

ら、そこでもんでいくという、このやり方

を含めてどうするのかということを、今の

時点でお聞かせいただきたいと思います。 

 ２つの小学校跡地の問題です。これは

堂々めぐりで余りしたくないんですけど

も、何でも物事はそうだと思うんですけど

も、いろいろおっしゃってきたと。それを

受けとめてやったらいいと思うんです、僕

は。なぜこれ以上もうしないということに

なるのか。 

 そのことも含めて味舌小学校跡地につ

いて、市としては残りの７，０００平米を

売りたいけども、皆さんどうですかという

ことで、市の考えを述べながらそういう会

議の中でもんでいただくというのが市民

参加の一番いい例だと思うんですよ。なぜ

そういうふうに頭を変えられないのかと

いうのが不思議です、はっきりいって。 

 いろんな人的な問題もあるかもわかり

ません。方針を出す職場も、担当課も人は

どんどん少なくなってるわけですからそ

れはわかりますけども、意見を出してて、

いろんなところへ行って研究されている

人もいるわけですよ。 

 今申し上げた飯田市でも、そういう公共

施設の会議の中で、住民の皆さんがそうい

う公共施設の活用についてみずから学ん

で、それを持ってきて、自分たちでじゃあ

市の委託を受けてそこを活用しようとい

う、こういう取り組みにも発展しているわ

けですわ。そういうことをするためにはち

ゃんと受けとめて、受けとめて進めていく

ことが出発だと思うんですよ。 

 大したもんですよ。そういう会議の中で

参加された方々が、うちらの地域をどうし

ようかということをして、先進の取り組み

を勉強して持ち帰って、自分たちがそうい

うＮＰＯだとか団体をつくって、少し市の

予算もいただいて管理するわけですよ。 

 ぜひもう一度、やっぱりそういうことで、

今できる範囲で受けとめていただいて、一

緒に交えたどういう結論の出し方がある

のかどうか、ぜひ検討していただきたいと。

もし進んだご答弁があるならば、答弁を求

めたいと思いますけども。 

 小規模修繕工事登録制度の問題です。こ

れはいろいろおっしゃっているとおりな

ので余り言いませんが、この間ずっとやっ

てると思います。公平だとか、平等だとか、

いろいろ偏ったりすることもあると思い

ますけども、そういう業者の方々の意見を

ちゃんと吸い上げていただいて、おっしゃ

った９０万円が池田市みたいに１３０万

円になるのか、金額を含めて、一定いい報

告が出るように期待しておきたいと思い

ます。 

 防災や災害についてです。大まかに５年

間の取り組みについて課長のほうからお

話がありました。よろしくお願いしときま

す。 

 それで、昨年うちの自治会と鳥飼の自治

会でもありましたように地域の防災マッ

プをつくる作業がまとめられました。 

 個人的には香和自治会のほうでその委

員として参加をさせていただきまして、そ

の経過を知ってるんですけども、これから

４月２９日に自治会の説明会を開いて、内

容を説明して、その後、防災マップをつく

ったことを含めてどう生かしていくのか

ということで流れていきます。そしたら、
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災害のレベルによってどう対応するかと

いうことになりますけども。 

 災害避難者が何名かいらっしゃいます、

搬送者が何名かいると想定した場合に、何

で避難所に運ぶかと考えた場合に、リヤカ

ーが要るわけですね。うちの自治会で２台

あると思うんですけども。いろんな商売を

している方々も地域でリヤカーをたくさ

ん持っておられますけども、今後この防災

マップをつくって、具体的に災害が発生し

た場合、要るもの、ソフト面、ハード面で

何が必要かなども当然ご検討いただいて

おりますけども、具体的に検討していただ

いて、リヤカーの購入費の補助なんかも含

めて進めていただきたいということで、お

願いしておきます。 

 もう一つ、去年一般質問をさせていただ

いた東京都国分寺市の防災まちづくり学

校。部長は当時、検討しますというお話で

ありましたので、後から委員会としても相

談させていただいて、ぜひ現地に行政視察

に行きたいと思ってるんですけども。 

 市独自の防災まちづくり学校ですね。多

くの市民の皆さんが防災専門家になって

いただく取り組みを摂津市でどうするか

ということで、検討いただいておりますけ

ども、その辺の取り組み状況で答えられれ

ば答えてほしいと思います。 

 そして、扶助費の問題です。自然に考え

れば人口約８万５，０００人の自治体で、

単独扶助費が府下一番だという点につい

ては、それだけ暮らしを守る立場で頑張っ

ているという評価は多分できると思うん

です。確かに、各自治体の単独扶助費の中

身はわかりませんけども、まず入り口とし

てはそういう評価ができると思ってます。 

 しかし、それだけ面倒見ているから少し

削りますよということではなくて、必要だ

からやってきているわけで、そういう切り

口でこれを見ていただいて、逆に誇るべき

問題として、ぜひそういう立場で活用して

いただいて、進めていただきたいなという

ふうに思ってます。 

 それで、最後の財政問題などに行きます。

山口次長から弱者の視点の問題について

見解をお聞きしました。 

 計算しますと、小学生２人、それと父母

４人の家族で見ますと、住民税非課税世帯

の所得金額は１６１万円だと思うんです。

収入で見ますと２５６万円で、１２で割り

ますと、月２１万円と大変少ないわけであ

ります。 

 いろんな制度によって非課税かどうか

ということで判断できるところもあれば、

当然できない部分もあろうかと思います

けども、この間、国会でも議論してますよ

うに、日本は世界有数の貧困大国だという

ことなんですわね。この２５６万円という

のは貧困に近い数字だと思いますけども。 

 とすれば、６人に１人が摂津市でもそう

いう基準だということなんですよ。単純計

算ですけどもね。そこを削っていいのかと。

切り込んでいいのかということもあろう

かと思いますので、ぜひもう少し詳しく、

担当は担当なりに分析していただいて、ぜ

ひそういうところからこの取り組み方に

ついて改善を求めておきたいと思います。 

 そこで、中期財政見通しとの関係で改め

て申し上げます。 

 課長のほうではそういう数字に基づい

てご答弁をされましたけども、最初のとき

には平成１５年に赤字再建団体になりま

すということで行革が出発しました。でも

頑張ってもできなかった、つながらなかっ

たんですね。この１２年間はいろいろ途中

で独自の歳入もありましたので、その関係
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もあって今日の状況に至ってます。 

 中期財政見通しをつくったのが、平成２

０年度決算ベースでつくったのが最初で

あります。昨年が平成２６年度決算ベース

です。６年がたちました。比較しますと、

平成２０年度決算ベースでつくった中期

財政見通しでは、平成２０年度末には２億

３，０００万円の赤字になりますよと。こ

の時点ではたばこ税が来てる年でありま

すのでこれを前提にして。去年の決算ベー

スでつくった財政見通しは、平成２３年度

１４３億３，５００万円の黒字なんですよ

ね。そして平成２０年度のこの２億３，０

００万円の赤字見込み額が加わりますと

約１５０億円の違いが出るんですね、６年

間でですよ。去年も一般質問の中でそうい

う違いについて他の資料を使って説明い

たしましたけれども。 

 そういう中で、これまで借金の返済でも、

森山市政になりましてこの１１年間で、今

年度末当初予算でありますけども、平成２

８年度末見込みでいきますと２６２億円

の減少になるんです。だから、この１２年

間で３８．５％の借金を減少させているん

です、一つはね。その一方で、基金は去年

の決算段階で５０億円から１３７億円に

ふえているわけですよ。 

 だから、しんどいしんどいとおっしゃる

けども、これだけ頑張って行政として借金

も返して、基金もふやしたと。昨年の吹操

跡地の土地売却分があるにしても、一応ふ

えてきてると。こんな中で現行制度を削る

というスタンスでいいのかどうかという

問題が僕はあると思うんですよ。 

 先ほど住民税非課税問題を少し言いま

したけども、ことしだとか、来年へ向けて

住民税非課税でなくしていく、切り下げて

いくと出てるのが入院時食事療養費です

ね。障害者や子ども、ひとり親の医療費助

成、これに被爆２世の医療費もそういう切

り口になります。そういう基準にしていこ

うとしています。 

 一度、今申し上げた財政の見方について、

いろんな立場の違いによってあるかもわ

かりませんけども、この間の経過の中でこ

ういう数字的な経緯がありますと。この中

で、これを削って市民の方々が納得できま

すかということをちゃんと説明しなけれ

ばいけない思うんですよ。財政課がつくっ

た資料で、平成３５年に財政再生団体にな

りますよということだけでは、これだけ市

民も協力して、行政も努力して、基金もふ

やして、借金も返してきたと。こういう今

到達状況なんですよ。こんな中で単純にし

んどいからこうしますよと。 

 特にひどいのは敬老金です。これが予算

を見ますと３分の２を削るわけです。これ

も私ども、市会報告でビラをお配りしまし

たけども、この中では平成２７年度の当初

予算で紹介してますけども、子ども医療費

の入院時食事療養費から、障害者通所サー

ビス等運営安定化補助金まで紹介してま

すけども、半分ぐらいもう廃止なんですよ。

それぞれやっぱり経過があって、大きな役

割を果たしてきてると当然思いますけど

も。 

 だから、今申し上げたように、こういう

状態で現在到達してます、財政状況は。そ

したら、その上でこれをやりますよという

ことについて、もう少し納得できる説明を

いただかなければ、なかなかそうですかと

いうことにはならないと思いますけども、

まとめてお問いします。 

 それで前後しますけども、単独扶助費の

問題について、一回資料をいただけません

か。去年出されたロードマップでは、２６
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年度決算と２７年度当初予算のデータは

ありますけども、扶助費としてはいろんな

分野があるわけで、一度、単独扶助費とい

う問題について、事業名ですね。それと２

７年度当初予算額、これを出していただき

たいと思います。その上で一回議論をした

いと思いますのでよろしくお願いいたし

ます。 

○三好義治委員長 暫時休憩します。 

（午後２時４９分 休憩） 

（午後３時１９分 再開） 

○三好義治委員長 再開します。 

 答弁を求めます。 

杉本部長。 

○杉本総務部長 それでは、地方交付税の

交付の見通し等をお聞きでしたので、これ

も含めまして、概括的に財政についてのお

問いに答えさせていただきたいと思いま

す。 

 財政課長のほうからもありましたけど

も、地方交付税不交付であるかどうかとい

うことですけども、これについては、ここ

数年の傾向を見ますと、交付される可能性

はあるというふうに、可能性は高いのでは

ないかなというふうにも考えなくはない

です。 

 ただ、実際上の交付税というのは３億円

程度。臨財債が１０億円。国は要するに、

今までは給付してきたものを借金に振り

かえていくという流れがありますので、こ

の中で我々が今回の予算で、頭から交付税

をあてにしてということにはなかなかな

らないのかなというのがまず前提として

あります。 

 そんな中で、今申しました交付税がどん

どん下げられるというか、我々の自治体が

なかなかもらいにくくなる。また一方で法

人市民税の税制改正があったりとか、また、

余り見えませんけども、例えば道路の改良

工事をしたときの補助率もどんどん下げ

られています。もう３割程度を切るんでは

ないかなというようなことになりつつあ

ります。 

 こういった全体の流れがございます。そ

の中での中期財政見通しですから、当然そ

れについて厳しい見方をしているという

のは事実でございます。 

 委員がご指摘のように、かつての中期財

政見通しと比べていったらすごく乖離が

あるのではないかというのも数字は確か

にそのとおりでございます。 

 一方で、乖離した理由というのはさまざ

まにあります。 

 例えば、ご存じのたばこ税であるとか、

千里丘新町の土地売却であるとかという

こういう臨時的なものもございますので、

それを除いても何とか我々が財政運営を

してやってきたということですけれども、

平成１６年から２４年まで我々は普通交

付税が不交付団体でありました。 

 それが２４年以降、交付団体になったと

いうことはこれは何かといいましたら、

我々の市が持っていた強みが消えた。独自

の財源を持ってたことによって、単独扶助

などができてきたことがしにくくなって

きているという状況がございます。 

 そんな中ですので、さまざまな施策を見

直す。これは、確かに、基金に百数十億あ

りますし、短期的に弱者の視線でどんどん

ということになればできます。 

 ただ、やったときに何年もつかというこ

とかと思います。 

 我々は継続的に将来の次の世代に対し

てしっかり摂津市を渡していかないとい

けませんから、そういったことを考えた財

政運営をしていくということを念頭に置
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いておりますし、そのためには何をしたか

といいますと、１，０００億円からあった

公債費を６００億円まで約４割減らして

きたと。これは我々の将来世代に対する責

任ではないのかなと思っております。 

 そんな中での中期財政見通しですから、

今回の姿ということでご理解いただけた

らなと思いますし、もう一つは、そんな中

でも夢づくりという言葉がありますけど

も、次の代に対して、何もせずに、何も全

部切った上でということではなしに、例え

ば、千里丘駅西地区市街地再開発であると

か、総合体育館であるとか、さまざまな事

業がまだあります。 

 こういったものをできるような自治体

の力を蓄えておくということも大事なの

ではないかなと思います。そういったこと

での予算です。 

 お話の中でもさまざまありましたけど

も、重点的に子どもであったり、安全・安

心・健康という予算をつくってきたという

ことかなと思っておりますので、そういっ

たことでご理解いただけたらと思います。 

 財政的にはそういうことで、やはり正す

べきというか、今までの施策を見直してい

くということは、やっていかざるを得ない

というふうに考えております。 

 その中で、健全な効率的な運営をすると

いうのは、先ほどの山口次長からの答弁に

あったとおりかと思います。 

 財政問題については、そういうことでご

理解をいただきたいと思います。 

 次に、ふるさと納税についても若干お話

をさせていただきたいと思います。 

 平成２０年のときに、ふるさと納税がで

きたときに、我々としては商品や景品、そ

ういうものをもって集めるということは

しないということを市の姿勢としてやっ

てまいりました。 

 ただ、こういう制度が拡充されて、マス

コミ等の報道では、先般も近隣市が話題に

なっていましたけれども、その市について

は、大阪府下では非常に下のほうであると、

手をこまねいて何もしてないではないか

という議論がございました。 

 ただ、一方、大阪の南のほうの市では、

何億円という寄附金を集められている市

がございます。ただしそのうちの半分はお

返しされています。 

 これは日本全体で税金を大きく考えれ

ば、本来公にあるべきものが、個人に戻っ

てしまうということかと思いますので、う

ちの市としてはそういう方向はとらない

ということで来たのが今まででございま

す。 

 ただ、一方で、そういう世論というか、

世の中の論調とかいろんなことがござい

ますから、本当にそれでずっと片意地を張

っていくということではないので、これに

ついてはいろんな状況を見ながら、今後と

も検討してまいりたいと考えております。 

 それから、もう１点、防災の件でござい

ます。 

 国分寺市の防災まちづくり学校につい

て以前に質問をいただきました後の研究

ということで申し上げます。 

 ちょうどきょう、産経新聞で本市の７階

講堂で、群馬大学の片田教授と京大の矢守

教授が対談されたインタビュー記事が全

面に載っておったんで、ごらんいただいた

方もおられるかと思います。 

 この対談の中でも、地域のリーダー、そ

れから地域防災の大切さは非常に強調さ

れておりました。これについて、我々もそ

れについては同意するところでございま

す。 
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 やはり、防災に関するマップをつくった

ときに地元の自治会の方であるとか、そう

いった方がやっぱりリーダーとして動い

ていただいたということをまざまざ見せ

ていただきましたし、それともう１点、

我々の市として、大きな資産として持って

いるのが、消防団の存在かなと思っており

ます。消防団の方々は非常によくやってい

ただきますし、自主防災組織との協力関係

とか、そういったものをつくっていくべき

ではないのかなと思っておりますので、国

分寺市の件も一緒に勉強させていただい

たらなと思っております。 

○三好義治委員長 和田次長。 

○和田総務部次長 それでは、法人市民税

の法人別の影響ということでお答えいた

します。 

 手元に２５年度と２６年度の法人税の

上位２０社の合計と、それ以下の合計の比

較表がございます。 

 具体的に申しますと、２５年と２６年の

比較で全体では３０％の伸びがあったわ

けでございますけれども、上位２０社につ

きましては５割の伸び、それ以外につきま

しては、１割程度の伸びということになっ

ておりますので、課税ベースに影響いたし

ます利益がそれほど大法人のほうが厚い

という状況になっておると解釈をしてお

ります。 

○三好義治委員長 大橋参事。 

○大橋市長公室参事 そうしましたら、ま

ず障害者雇用の関係についてご答弁申し

上げます。 

 先ほど申し上げましたように、法定雇用

率２５年度以降２．３％に対しまして、わ

ずかに上回る率で推移をしております。 

 この間も、正規職員の障害者採用枠、そ

して、秋には非常勤としての障害者採用枠

ということで、試験を実施しておるんです

けどなかなか採用に至っていないという

ことでこのような数字になっております。 

 この現状も踏まえまして、今回、チャレ

ンジドオフィスせっつということで、障害

をお持ちの非常勤職員を指導・支援する形

非常勤職員を任用することで、複数人、１

人の指導員に対して、３名程度今のところ

は想定しておるんですけども、そこで障害

のある非常勤職員をふやすことによって、

さらなる採用ということも可能になって

くると思いますし、先ほども申し上げまし

たように、平成３０年度、平成３５年度の

雇用率の改定等も見据えながら、この事業

を通して安定的に雇用率を確保してまい

りたいと考えております。 

 次に、採用予定者定数の関係でございま

すけれども、計画上６４０名になっておっ

たのが、６２２名になるのはなぜかという

ことでお問いでございますけども、この６

４０名の計画、２８年４月１日現在６４０

名ということの計画であったんですけれ

ども、先ほども少しご答弁申し上げました

ように、定年前の自己都合による退職者、

これが発生した。それに加えまして、採用

予定数と実採用者数の乖離、これは、合格

を出した後に採用辞退ということが要因

になるわけなんですけども、これで約１０

名超の乖離が生じました。 

 それに加えまして、定数計画をお示しさ

せていただいた時点では想定してなかっ

た機構改革の精査であったり、事業縮小で

あったり、府への派遣の数、府からの派遣

者の数、そのあたりで大体６名から７名の

数字が出てきますので、結果的に６２２名

ということになっております。 

 ただ、この数字については、正直想定し

ていなかった数字でございますので、新年
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度に入れば、すぐに採用試験を実施させて

いただきまして、１０月採用ということで、

１０月１日の時点では、できれば６３０名

程度の数字まで回復をさせるということ

で今のところは想定しています。 

○三好義治委員長 西川課長。 

○西川防災管財課長 野口委員の２回目

のご質問にお答えさせていただきます。 

 公共施設等総合管理計画についてでご

ざいますが、更新についての基準というも

のがあるかどうかという話でございまし

た。 

 現在、策定はこれから行うものでござい

まして、はっきりした基準というのは現在

持っておりません。 

 ただし、各施設を分析していくという上

においては、例えば市民の利用状況であり

ますとか、維持管理費、それから利用率等、

それから、市民が利用されているエリアで

あるとか、そういうものを勘案しながら総

合的に判断したいというふうに思ってお

ります。 

 続きまして、策定において地域別の検討

会を実施したらどうかというご質問でご

ざいましたが、我々としましては、先ほど

も申し上げましたスケジュールで進めて

まいりたいというふうに考えております。 

 ただし、方針決定後、それぞれ各施設の

話になっていきますと、別府コミュニティ

センターの関係で、我々が所管しておりま

す第１９集会所の廃止もございました。そ

のときは、運営委員会等でお話しさせてい

ただくこともございましたので、このよう

な形で協議してまいりたいというふうに

考えています。 

○三好義治委員長 野口委員。 

○野口博委員 最後にしますけれども、今

最後にご答弁いただいた公共施設の問題

です。 

 少し、さっき紹介しました飯田市のこと

触れておきたいと思うんですけども、市の

ほうでコンサルに頼んで、築６０年を更新

としてきちんと決めて、それで、４０年間

でこんだけ費用がかかりますというのを

まとめました。 

 これをもとに、全市的な施設と地域で使

用する施設に分類し、地域で地域別検討会

議を行うと。先ほど申し上げた今後の方向

づけの種類ごとに分ける、結論を出しなが

らと。 

 そこで、参加した方を中心として、例え

ば保育所について、地域が出資して社会福

祉法人を立ち上げて受けるという事例も

発生いたしましたし、小学校については、

活性化推進協議会をつくって指定を受け

て、観光施設だとか体験施設として再生し、

飯田市で年間４，０００人が利用されてい

るということをいろいろ知恵も出してい

ただいて一緒にやっていくというこうい

う流れになっていますので、最終的な結論

を出す中で、こういう市民参加、一緒に物

事を結論づけていくということをやって

いただきたいということで、再度お願いし

ておきます。 

 職員体制の問題で、単純に考えてあれだ

け去年に計画を出してですね、今年の数字

を示されて、いろんな理由があって１８名

減ということで出発しようとして、これか

ら新年早々新規採用に入っていくという

話でありますけども、今でもいろんな部署

においてはアンバランスがあって大変な

部署もあることはお互いに承知をしてま

すので、ぜひ支障のないように進めていた

だきたいということで強調しておきたい

と思います。 

 あと、ふるさと納税の問題ですけどね、
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あんまりいろいろ考えんでもいいと思う

んですけども、ただ、摂津市出身の方が他

府県に住んでいますと。そういう方がマス

コミでいろいろふるさと納税を宣伝して

いるのを見て、私も余裕があれば摂津市に

納めようかと、そういう気持ちになるよう

な発信をという意味でちょっとお尋ねし

てるわけで、殊さらプラスアルファをつけ

ろとかね、そんなんじゃありませんので、

ぜひそういう切り口から、一度検討してい

ただきたいなと思います。 

 財政問題ですけども、何年もつかという

ことではなくて、こういう状態で現在に至

っていると。それを到達として今の職員さ

んが汗をかいて、市民の暮らしをとことん

守っていただきたいというふうに思って

いるわけです。 

 そういう点では、ぜひ頑張っていただき

たいと思うわけです。 

 最後に以前も１回申し上げましたけど

も、昨年の市長選挙で、日本共産党の市長

が３期目の当選をされた埼玉県蕨市です

ね、ここの取り組みを紹介して終わりたい

と思うんですけども、面積は摂津市の３分

の１で、人口は７万３，０００人です。 

 昨年の市長選挙のマニフェストを見て

いるんですけれども、お名前は頼高英雄さ

んという５１歳の方なんですけども、９年

前にはいわゆる保守、革新を含めてですね、

いろんな方々が応援して市長に当選され

たんです。３期目は無投票だということで。 

 ここでの行政のスローガンは、「安心と

にぎわい、みんなにあたたかい日本一のコ

ンパクトシティ蕨へ。」というものです。 

 秋の市長選選挙もあります。いろんな候

補者も当然出てきますけども、この間、今

進めている地方創生に伴う人口ビジョン

だとかですね、総合戦略の中で今つくって

いるこの総合計画の見直しにあわせて、こ

れからどういうまちをつくっていくのか

ということも行政が考えていますのでね、

今の財政状況の中で、どういう工夫をする

のが今の立ち位置なのかということもぜ

ひ考えていただいて、進めていただきたい

と思うんですけども、例えば摂津市の３分

の１の地域ですけども、蕨市にはコミュニ

ティバスが３台あるんですよ。市民病院も

ありましてね、１期目から黒字に転化する

ってことで取り組んでますので、一度議員

団としても学びにいきたいと思ってます

けども、そういうことを参考に考えた場合

に、今度の人口ビジョンの関係で調査しま

した結果、いわゆる転出率・転出層、入っ

てくる層、いろんな調査の結果あるかと思

うんですけれども、そういう点で考えます

とね、いわゆる子育て一番のまち摂津とか

ね、いろんな打ち上げ方があると思うんで

すよ。どういうまちをつくって発信させて

いくのかと。 

北摂地域では摂津市の人口はふえてま

す。この間の取り組みの結果もあるかと思

いますけども、今の到達状況の中で、職員

としてどういう方向で汗をかくべきかと

いうことをぜひ検討していただきたいと

いうことと、行政として、８万５，０００

人の人口の中でどういうイメージを発信

させていくのかと。 

 そのために、市民参加を徹底させていく

ということをぜひ貫いていただいて、これ

から次の５０年に向かっていきますけど

も、５０年後僕らは生きていませんけども、

今何をなすべきかということで、ぜひ頑張

っていただきたいと。 

 とことん市民の暮らしを守るというこ

とで頑張っていただきたいと改めて申し

上げて、質問を終わりたいと思います。 
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○三好義治委員長 全て要望ですね。 

○野口博委員 はい。 

○三好義治委員長 野口委員の質問が終

わりました。 

 次に渡辺委員。 

○渡辺慎吾委員 それでは、質問させてい

ただきます。 

 最初に、先ほど野口議員のほうからもい

ろいろ質問ありましたけど、非常に摂津市

の２８年度の基本方針を見ておりますと、

大変な状況という逼迫感の財政状況とい

うことを前段に述べられておりました。 

 しかし、先ほど、先日の代表質問におい

て、私は市長とのやりとりをしているとき

に、そうでもないというような、自分が市

長に就任されたときは大変な状況やった、

第２の夕張になるんちゃうかというよう

な状況やったから、人事院勧告があっても、

市三役はそれに準じなかったと言ってお

られた。 

 今はそのような状況ではないという中

で、いろんな面でこれから逼迫した財政状

況で大変やというような話をされとるの

で、いったいどういうことなんかなという

疑問を持つわけです。 

 先ほど野口委員の質問の中でも大体わ

かるんですけど、ただ、例えば敬老金にし

ても、そこまで祝金を削る必要があるのか

というふうに考えたり、市民サービスを我

慢していただいて、我慢するというにはそ

れなりの状況というのがないとあかんわ

け。 

 しかし、その状況はそうでもないという

ようなご答弁をされておった、いったいど

ういうことなんやというふうに非常に疑

問を感じるわけですけど。 

 平成３５年までは何とかもつとか言い

ながらですね、非常にわかりにくいところ

があるんで、もう一遍きちっと説明してい

ただきたいと思います。 

 それから、私はこの前代表質問の中で、

５０年先というのは先過ぎるんちゃうか

というような形を質問させていただきま

した。５０年先やったら、ここにおる人の

ほとんどは亡くなっているというふうに

思います。 

 ５０年先を見据えたということを市長

は言っておられるんですけど、行政として

そこまで責任を持つべきかなというよう

な感じがするんです。 

 社会の状況というのは当然変わります

し、私の所属している政党は、大きく大阪

を変えていこうやないかという形で動い

とるわけであって、例えば従来からある行

政の枠組みから、また広がっていくんじゃ

ないという状況というのは当然考えるわ

けであって、その中で５０年先に現実に、

摂津市が摂津市でおられるかどうかとい

うこともわからん中で、そのようなことを

言われるのは、非常に僕は無責任だという

ように思います。 

 せいぜい総合計画に示している５年先、

１０年単位というようなことなことやっ

たら私も理解できるんですけど、その中で

ご答弁の中で若者を一つの主体とすると

ような、漠然としてるけどそういうまちづ

くりをしたいというようなことを市長が

述べられたと思うんです。 

 具体的にどうかということで、質問はし

なかったんですけど、具体的にそれやった

ら、市の一つの大きな全般的な考えとして、

さまざまなイベントの見直しというのも

当然していかなあかんし、若者を引きつけ

るまちづくりということをやっていかな

あかんと。 

 そういうことでね、しっかりとイベント
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の見直しから若者を引きつけるまちづく

りに対して、どのようなお考えがあるのか、

お答えをお願いしたいと思います。それか

ら、具体的にいろいろお聞きしたいと思い

ます。 

 それから、階層別能力開発事業というの

がありましたね。いろんな階層のいろんな

状況があるんですけど、具体的にどういう

形で能力開発を行うのかお聞きしたいと

思います。 

 それから、市制施行５０周年の式典のこ

とで先ほど質問ありましたけど、対外的に、

日本やったら別やけど、国際交流協会なん

かと絡んでね、どういうような形をその事

業の中に取り入れていくのか、そういうこ

とがあるんやったらお答え願いたいと思

います。 

 それからですね、広報のあり方なんです

けども、モノレールに広告を出しておられ

ましたね、摂津市のＰＲ広報というんです

かね、あったと思うんですけど。あれを僕、

車内で見ておりましたら、北摂のいろんな

市の広告があるんですけど、非常にですね、

これは私が感じた印象です。感じた印象で

すけど、非常に摂津市がですね、ダサいん

じゃないかというふうに思ったんです。 

 他市のものを見ますと、ほんとにいろん

な意見を取り入れたんちゃうかなと思う

んです、洗練されてて。ごちゃごちゃと事

業を展開せんと、一つのテーマを出すよう

な、そういう形の市のＰＲの仕方が他市に

は見えたわけですけど、先ほども質問した

ように、これからの若者を引きつけるまち

づくりに対しては、そういう広報活動とい

うのが非常に必要だと思います。 

 それに関してお考えをお聞きしたいと

思います。 

 それから、情報公開等事務事業に関して、

どのような形で情報公開を行っているの

かという内容をお聞きしたいと思います。 

 それから、集会所に関してですけど、先

ほど福住委員からの質問にもありました

けど、集会所に対して、これから地域の大

きなコミュニティセンターとかそういう

ことにできる限り集約していくというよ

うなことを以前ご答弁されたと思うんで

すけども、集会所においてね、緊急時、例

えば大きな災害以外でも、地域において火

災が起きたとか、さまざまな災害のときに、

まず初めに焼け出された方々は集会所を

利用されるわけなんですよ。 

 とりあえずは二、三日集会所におってで

すね、そしたらみんなも集めて援助ができ

るやないかということで集会所のそうい

う扱いをされることもあります。 

 そういう点から考えてね、私は地域に集

会所というのは当然必要やし、細かな今の

集会所、どのような形で維持していくのは

大変やと思いますけど、そういう点に関し

てどういうふうなお取り組みをされるの

か、お聞きしたいと思います。 

 それからですね、先ほど、女性の消防団

員のことをご答弁されてましたけど、消防

団。私は今度、鳥飼西分団の団長になるら

しいですわ。そこで、消防団には従前から

定義がありますよね、消防団員というのは

どういうことを地域においてせなあかん

というのが当然あると思うんです。 

 私も過去においてそんなん見たことあ

るんですけど、そういう中で、災害が起き

たときに、消防団員の役割というのはそこ

にきちっと明記されてるのか。 

 先ほど女性消防団員に細やかな対応を

してもらわなあかん、災害時において、そ

ういうような女性の消防団員が対応して

もらわなあかんというご答弁いただいた
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んですけど、現実そこまでね、消防団員の

任務を確立していいのかなというのがあ

るんです。 

 当然ですね、災害が起きたときに、管轄

外やから黙っとくわとか、知らんことやと

かいうのは、団員は絶対思わんと思います。 

 当然その地域において、災害の起きたと

きにはそれなりに一生懸命活躍すると思

うんですけど、定義的なものを余りにも膨

らませ過ぎたら、今後消防団員をふやして

いこうという中で、非常に無理が来るんで

はないかと思いますので、その辺もご答弁

いただきたいと思います。 

 それから、公営車の扱いなんですけど、

私は以前、議長車、市長車の公用車につい

て質問したいと思うんですけど、私、去年

議長やったときにつくづく感じたんです

けど、議長と市長がともに行く行事に関し

て、お互いに２台、それぞれの立場が違う

のはわかるんですけど、そういう形で２台

を連ねていくということが多かった。 

 経験して考えることなんですけど、公用

車は全部タクシーにしたほうがええんち

ゃうかなと思うんです。そういう形で、私

は議長のとき、ほとんどタクシーやったと

思います。そのときに別に不便を感じなか

ったし、そういう形で財政的に非常によく

なるんじゃないかと思いましたけど、その

辺のお考えをお聞きしたいと思います。 

 それから、これ補正予算でセキュリティ

対策事業。それに関して内容をお聞きした

いと思います。 

 それから、選挙のことなんですけど、前

回決算のときも質問させていただいたと

思うんですけど、投票所をいろいろ変えは

りましたよね。新たにゆうゆうホール鳥飼

西に期日前投票所を置いた。 

 全般的に、この前の昨年の知事選、それ

から府議会議員選挙の結果を見ますと、別

段そういう投票所を変えたからといって

投票率が急激に上がったというような記

録はなかったんちゃうかなと思うんです。 

 私は前も質問させていただいたんです

けど、あなた方の一番の仕事は、財政的な

こと以上に、いかに投票率を上げて、市民

が投票に行く行動をスムーズに促すかと

いうことが、大きな一つの仕事だと思うん

です。 

 当然その選挙違反がないかというよう

なルールを、きちっと指示するということ

もありますけど、投票率を上げるというの

が一番のあなた方の仕事だと思うんです

けど、その辺に関してどのようにお考えか

お聞きしたいと思います。 

 それから、摂津市では以前において、住

民監査請求が出たことがないということ

なんですけど、住民監査請求のあり方、姿

勢をお答えできるようやったらお答えし

てもらいたいなと。 

 それから、寄附に関して、これも決算の

ときに言いましたけど、寄附に関して、先

ほど１，０００万円の寄附をいただいたと

いうのはこれは有り難いことなんですけ

ど、寄附をしていただくその企業に対して

も何らかの規定がないということでね、決

算のときもご答弁をいただいたんですけ

ど、やっぱり企業の中には、それなりの事

情がある企業もたくさんあると。 

 例えば、表に出ないけどブラック企業と

いうのもたくさんあるわけであって、そう

いう企業から寄附をいただくことが、例え

ば、行政に対してこういう寄附やってます

っていうことになったら、ある一定その会

社に対する信用度が増すということもあ

ります。 

 そういうことに関しての規定を設ける
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べき違うかというようなことを質問した

と思うんですけど、その点に関してお答え

をお願いしたいというようにお願いしま

す。 

○三好義治委員長 石原課長。 

○石原財政課長 それでは私のほうから、

渡辺委員さんの現在の財政状況というこ

とでご答弁申し上げます。 

 まず、現在の財政状況ですけども、基金

でいいますと、主要基金という三つの基金

を言いますと、約１３０億円の現在高がご

ざいます。 

 これにつきましては、これまでの行革の

取り組みでありますとか、よくいいます平

成１８年度から２５年までの間に臨時的

な収入というところで、たばこ税でありま

すとか、臨財債、または土地の売り払い、

そういうもので約１８０億円の数字が積

み上がっております。 

 ですから、現在お金があるかないかと言

われますと、お金がある状況ではございま

す。 

 ただ、中期財政見通しでもお示ししてお

りますように、本市の歳入の根幹をなしま

す市税、歳入の半分を占めているんですけ

ども、そのものについて、特に法人市民税

の部分が、本市にとっては、非常にウエー

トの高いものとなっておりまして、この法

人市民税といいますのが、景気、外部的な

要因によって非常に左右されやすいとい

うところで、今後も経済状況によって、上

振れも下振れもしてくるというところで、

非常に不安定な入の構造となっておりま

す。 

 それに加えまして、歳出につきましては

少子高齢化という中で、今後、社会保障関

連費といわれる、本市でいいますと扶助費

の部分というのが、今後もますますふえて

くると。３１年度には１００億円を超える

であろうと、そういう状況にあるというと

ころでございます。 

 もう一つ、財政状況のところでいいます

と、標準財政規模といいまして、本市の財

政規模を示す数字があるんですけども、そ

ちらのほうが平成１３年度には大体１９

９億円ございました。 

 それが平成２６年度では１８１億円と

いうことで、約２０億円ほど摂津市の財政

規模が縮んでいるという状況もございま

す。 

 それらを加味しますと、本市の今の財政

構造というのは、外部要因にかなり影響さ

れて脆弱な財政構造であるということが

言えるのかなと思っていまして、その構造

を続けますと、持続的な財政運営が非常に

厳しいという、そういう状況にあるという

ふうに今認識しておるところでございま

す。 

○三好義治委員長 門川課長。 

○門川市長公室参事 それでは、渡辺委員

のご質問にご答弁させていただきます。 

 公用車ですね、特に市長車ということを

今ご指摘いただきました。全般的にタクシ

ーの方がいいのではないかというお問い

だと思います。 

 財政的な面もおっしゃられていますが、

私も１０年ほど前に秘書課の課長代理を

させていただいたときに、ドライバーが正

職の方でしたので、そのときに、できるだ

け経費節減等がございまして、土曜日・日

曜日等だったと思うんですけど、タクシー

の手配をした経験がございます。 

 ただ、なかなかタクシー会社との道順の

連絡等、そういったことも事前にタクシー

会社のほうに情報提供をしていかないと

いけないということで、その当時でしたら、
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そのことがかなり事務的に大変だったと

いう経験がございます。 

 今、役所の中にある車の中での対応、市

長車・議長車ではなく、防災管財課のほう

から車をお借りして、それで運用させてい

ただいてますので、今の段階では、あるも

のの中での対応をしてまいりたいと考え

ております。 

○三好義治委員長 質問の項目順に当て

ていきますので、そのつもりで手を挙げて

ください。 

 次に大橋参事。 

○大橋市長公室参事 そうしましたら、渡

辺委員の階層別能力開発事業についての

ご質問にご答弁申し上げます。 

 階層別能力開発事業として５９１万９，

０００円を計上させていただいておりま

して、前年度と数字上の増減はほぼ同じよ

うな額を計上させていただいております。 

 この内容につきましては、経験年数と役

職に応じて求められる能力というものが

ございますので、そこを主眼に置いた研修

等を実施しているものでございます。 

 係長に満たない職員でございましたら、

地方自治法、地方公務員法等の基礎的な研

修。係長以上になりますと、その時々とい

いますか、現状の課題ということも踏まえ

ながら、今年度２８年度でございましたら、

マネジメント、部下育成のところを重点的

に実施をする予定にしておりますし、政策

形成的な研修。それと人事評価の研修は引

き続きということで、そういった研修を実

施する予定としております。 

○三好義治委員長 松方課長。 

○松方総務課長 それでは、渡辺委員の３

点の質問にそれぞれお答えさせていただ

きます。 

 まず５０周年の件でございますが、本市

の場合バンダバーグ市と蚌埠市がござい

ますが、今の状況の中で、バンダバーグに

ついては、何かしらご協力がいただけると

いうようなお返事をいただいておりまし

て、蚌埠市については、まだお返事をいた

だいてないという状況でございます。 

 それから、情報公開等事務事業について

でございますけども、本市の情報公開条例

に基づきまして請求をしていただくよう

な状況になっておりまして、まず、市民の

方が総務課のほうに来ていただきまして、

請求をいただきまして、その文書を担当す

る課を特定しまして、公開請求を受け付け

るという流れになっております。 

 受け付けた文書につきまして、情報公開

決定をしますのは、２週間以内に請求され

た方に回答するというような形をしてお

ります。 

 それから、情報公開請求の中で条例の中

でうたわれております公開しないことが

できる行政文書ということがうたわれて

おりまして、これにつきましては、法令も

しくは条例の規定によって公開をするこ

とができない。もしくは、国の行政機関か

らの指示により公開してはならないとい

うような情報。 

 もう１点につきましては、個人に関する

情報で、公開することによって、その方の

権利利益を害する畏れがあるというもの

がございます。 

 あわせて個人情報保護法につきまして

も開示請求という制度がございますので、

その分についても開示しないことができ

る情報としまして、開示請求した者の方の

生命・健康・生活・財産を害するような情

報については、原則として開示しないとい

うことになっております。 

 ちなみに、開示の件数でございますが、
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今現在、今年度につきましては、２２件の

公開請求がございます。 

 ２５年度になりますと、件数としては４

４件で、この中で市民の方につきましては、

公開請求となるんですけども、市外の方、

例えば業者であるとか、そういう方につい

ては公開申し出という形をとらせていた

だいています。 

 違いは、市民の方の公開請求について

は、、もし公開をしないという決定を出し

た場合に異議申し立てができますが、市外

の方の公開申し出については、異議申し立

てを受けておらないという状況でござい

ます。 

 それから、寄附の件について、寄附を受

けることについて、相手企業がどうかとい

うことでございますが、当然、寄附を受け

た事業所が、刑事訴訟法等で検挙されると

か、そういうことであればお返しするとい

うことは十分考えることかなというふう

に思っておりますが、現時点で、そういう

ようなペナルティといいましょうか、そう

いうものを受けておらない状況の中で寄

附をいただく中ででは、そういうこちらの

ほうから分別というか、ふるいをかけると

いうようなことはやっておらない状況で

ございます。 

○三好義治委員長 荒井課長。 

○荒井広報課長 それでは、広報紙につい

てのご質問にお答えいたします。 

 まず最初に、大阪モノレールに掲出しま

した市のＰＲ広告をご覧いただきありが

とうございました。また、率直な感想もお

聞かせいただき、重ねてお礼申し上げます。 

 この広告については、私も反響が気にな

り、ツイッターを検索したりしました。お

もしろいというご意見もあり、さまざまで

したけれども、広報課として初めて、こう

いった車両広告を出して、目についたのだ

ということがはっきりとよくわかりまし

た。 

 今回は急な依頼であったということも

ありましたが、今後このような機会がある

ときのためにも、デザイン等を研究してま

いりたいと考えております。 

 また、広報紙につきましても、委員のご

指摘のとおり、若い人、若い世代を引きつ

けることは非常に重要なことだと考えて

おります。読者をふやそうとすれば、若い

人をターゲットにするとよいとまで言わ

れているほどです。 

 リニューアルをするにあたりましては、

若い市民を取り上げたり、子育て支援ペー

ジを充実したりするなどして進めてまい

りたいと考えております。 

○三好義治委員長 西川課長。 

○西川防災管財課長 渡辺委員の集会所

のご質問にお答えさせていただきます。 

 繰り返しになりますが、集会所につきま

しては５２か所ございまして、今後の更新

というのが大きな問題になっております。 

 更新を考える上では、今回作成していき

ます公共施設等総合管理計画の中で策定

していくものではございますが、委員のお

っしゃる災害時の位置づけはなっており

ませんが、火事で焼け出された方がご使用

になられるという場合にはなっています。 

 それから、自治会でお使いになられてい

る状況も運営委員会から報告で、我々も認

識してございます。 

 そういう状況を勘案しながら、また、た

だ単に施設の統廃合をするだけではなく

て、福祉的な観点の促進、そちらのほうか

らもこの問題については将来的に考えて

もらいたいというふうに考えてございま

す。 
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○三好義治委員長 次に、消防団について

明原次長。 

○明原消防本部次長 消防団、女性消防団

員の活動ということで私のほうからご答

弁させていただきます。 

 女性消防団の採用につきましては、消防

団本部の、従前からの方針としては、女性

に特化した採用とか、女性消防団の創設と

かいってそういう制度の新しい創設とい

ったことはあえて行わずに、地域の実情で、

自然発生的に女性の入団希望があった際

には、地域の分団長の管理といいますか、

地域の分団長のもとで、従前らの活動をし

ていただこうというふうに、従前から取り

決めをいただいておりました。 

 今回、女性採用が初めてお話がありまし

て、消防団の活動の要件といいますか特性

ということでは、地域密着性ですね、それ

と要員の動員力、そして即時対応力という

ことで、これらの力を発揮しまして、通常

の火災でありますとか災害活動、そして地

震なんかも含まれます自然災害活動、そし

て、日ごろから訓練を行うことももちろん

ですし、警戒の対応なんかいろんなことを

やっていただいていると思います。 

 今回は味舌地区のある分団のほうから

希望がありまして、４月１日付で消防団長

から一般の男性団員と全く同じ辞令の交

付をしていただくわけでございます。 

 女性の入団後は、どんな活動をしていた

だくか、またはどういった活動はしていた

だかないかということは、やはり一定決め

ておかなあかんと思います。先ほど課長が

答弁申し上げましたように、それは女性保

護といいますか、母体保護といいますか、

法令に定められております就業制限です

ね、そういったことだけはきっちりとやっ

ておかなあかんと思っています。 

 具体には、先ほど申し上げていました重

量物の取扱いと、有機溶剤等の有害物質の

取扱い、これは絶対法令でだめなんで、こ

の辺は絶対やったらだめというようなこ

とを取り決めて、それをやっぱり地元分団

長初め消防団の幹部が一定認識はしてお

かなければならないということは考えて

おります。 

 先ほど、さきの答弁で課長が申し上げま

した女性特有の活動ということにつきま

しては、一つの全国的な方向性といいます

か展望、また課題ということで我々十分認

識しておりまして、女性だから広報行って

もらいますねんとかそういったことは、今

現在はこれから近い将来ですね、すぐには

そうならないとは考えております。 

 いずれにしましても、今回女性が入って

いただくというのは初めての事例であり

ますので、これらのことをしっかりと念頭

に置いて、特に近隣の先進市の事例なんか

をしっかりと勉強しまして、女性消防団員

を丁寧に育成していきたいなというふう

に考えております。 

○三好義治委員長 槙納課長。 

○槙納情報政策課長 午前中に福住委員

にご答弁させていただきましたように、補

正予算のほうで情報セキュリティ強化対

策補助金を計上させていただいておりま

す。 

 国のほうから昨年、日本年金機構の個人

情報流出の事案がございました。平成２９

年７月から本格的な情報連携が始まるこ

とから、インターネット系列の分離、二要

素認証、そして個人情報の持ち出し不可、

この３点について対策を講じるというこ

との指示が来ているものでございます。そ

の対策について、補正予算でもって対応し

たいと考えております。 
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○三好義治委員長 山下局次長。 

○山下選挙管理委員会・監査委員・公平・

固定資産評価審査委員会事務局次長 そ

れでは、私のほうからは選挙管理委員会に

かかわりますご質問にご答弁させていた

だきます。 

 有権者の皆様の投票行動を促し、投票率

を上げるための方策、考え方というご質問

かと存じます。 

 委員会といたしましては、選挙が近づい

てきたからつけ焼き刃的な啓発では結果

に結びつかないと、投票率の上昇には結び

つかないと、そういう考えは十分認識して

おります。ですから、常時、なおかつ継続

的な啓発に取り組んでいく必要があると

いうふうに考えております。 

 具体的には、摂津市明るい選挙推進協議

会と連携いたしました啓発活動、あるいは

明るい選挙啓発ポスターコンクール、そう

いった形で市内の小学生の子どもに啓発

ポスターを書いていただきまして、その中

の入選作品を、先月、市役所の本館ロビー

にて展示会も開催したところでございま

す。 

 それ以外にも、新しく有権者になられた

新成人の方に対します啓発のご案内、今ま

でははがき１枚をお送りしていたんです

けれども、封書に切りかえまして、中にチ

ラシ類、さまざまな情報を掲載したチラシ

ですとか、公益社団法人明るい選挙推進協

会さんから提供いただきました選挙啓発

のための小冊子、そういったものも同封し

て送らせていただくなど、劇的な効果が期

待されるかどうかはまだ正直未知数でご

ざいますが、そういった取り組みを現在続

けているところでございます。 

○三好義治委員長 井口局長。 

○井口選挙管理委員会・監査委員・公平・

固定資産評価審査委員会事務局長 監査

につきましてご答弁申し上げます。 

 監査のあり方、姿勢についてというお問

いでございます。 

 監査といいますのは、行政の適法性です

とか、効率性、妥当性の確保が一番の目的

かと思います。監査委員の役割といたしま

して、公正で合理的かつ能率的な行政運営

を確保していくというためにさまざまな

定期監査ですとか例月出納検査、施設監査、

行政監査、そういった手法を使いまして監

査をさせていただいて、違法、不正の指摘

にとどまりませず、指導に重点を置いて実

施をしていただいているところでござい

ます。 

 我々事務局といたしましては、監査委員

が仕事をなさる上で、より民主的かつ効率

的な行政の執行を確保できるようなサポ

ート、事前の準備をさせていただいている

ところでございます。 

 いずれにしましても、監査を適正に実施

させていただくことによって、ひいては住

民福祉が向上していくのではないかとい

うふうに考えております。 

○三好義治委員長 副市長。 

○小野副市長 渡辺委員のほうから行革

と財政見通しとその方策、説明責任、また

若者にとって魅力あるまちの視点、イベン

トの見直しということの質問でございま

した。 

 きのうからの議論とよく似てございま

すので、確たることで、こうだということ

を申し上げられませんが、今後の方向とし

てこうあるのかなということを申し上げ

たいと思います。 

 具体的には部長会で議論もしたいんで

すけれども、見方によっては財政力指数は

府下ナンバー１であるということといい、



- 63 - 

 

昼間人口は府下でも２位だという非常に

活気のあるまちだという形もあります。 

 ところが、経常収支比率は９９．７％と

極めて１００％に近い。ただ、これとても、

大阪府のハンドブックを見ていましても、

当市よりも厳しいところが泉佐野市１０

４．９％、河内長野市１０３．９％、松原

市１０１．９％、藤井寺市１０２．１％と

こういうところがございます。 

 そうしますと、この辺のところの財政運

営はいったいどういうふうに考えて処理

をしているのかということもあります。し

たがって私が思うのは、いま一度行革項目

を整理をして、それできのうからも議論が

あるんですが、なぜそこまで削るんだと。

評価はするけれども、細かいところでいろ

いろ削っているではないかという議論が

ございました。 

 私のほうの指示は議会に対して、市民に

対して十分説明がつくということで、いけ

るんだったらいくということでございま

した。 

 それで、議員から突っ込まれ、市民から

突っ込まれて、いや、行革推進本部が言わ

れるからうちもやりたくなかったんです

けど、まあその辺のところはというような

声が過去にもありましたので、そういうこ

とは困るでということでやってきた中身

でございます。 

 それで、一つ考えられるのは、確かに中

期財政見通しでは、標準財政規模が１８０

億円ですから、この数字を見ている限りに

おいては、平成３５年、３４年までは大丈

夫ではないかと。 

 確かに３５年は累積赤字が４８億円ほ

ど出てくるから、これは危ないといっても、

３４年までといったらまだ８年あるでは

ないかと、こういったことになります。そ

ういうことも考えなきゃならないという

ことが一つ。 

 それで、私思いますのは、基本的には、

公債費が最悪の時で９６９億円、これは森

山市長と話したことがあるんですが、平成

２８年が５４９億円ですから、４２０億円

減らしてます。 

 人件費については、平成１０年が普通会

計で６０．９億円、平成２６年が普通会計

の職員給ですが、３５．４億円で２５．５

億円減らしてます。それで、扶助費は平成

１０年が３０億円、石原課長が言いました

ように、平成２６年は９３億円ですから、

６３億円ふえています。 

 ただし、これは一般財源ではありません。

一般財源ベースではないんですが、予算ベ

ースとしてはそういうことになっている

ということは事実であります。 

 したがって、これからこの財政状況と財

政支出を収支で見たときに、もう一度、ど

こから切り込むべきなのかということを、

もう一度議論する必要があるなというよ

うにきのうからの議論を聞いて、本会議も

聞いておりまして、私はそういうふうに思

っています。 

 ２０１３年の課税所得で見ますと、近隣

では箕面市、吹田市、豊中市、池田市、茨

木市、島本町、高槻市、豊能町、摂津市の

順です。この状況は、守口市、寝屋川市、

泉佐野市、大東市、門真市と同じような課

税所得なんですね、これが。だから、この

辺のところが、単独扶助費で市民を救って

きたんではないかという議論も成り立ち

ます、確かにそれは。 

 ところが、これが圧迫しているのではな

いかという要因もある。そうすると、この

部分をもう一度この中期財政見通しで見

て、もう一度内部で、このことについて一
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遍きちっと整理をして、議論をしなくては

ならないのか、１次行革から責任を持って

やってきた人間として、もう一度この問題

は整理が必要であるなという気持ちはし

ております。 

 したがって、今、直ちにこれをこうする

ということは申し上げられませんけれど

も、そういう視点に立ってやらなければな

らない。 

 それから、イベントの問題も言われまし

たけれども、先日の本会議で長い中断があ

りました。渡辺議員の質問に対して市長が

まとめた答弁は若者が魅力を感じて摂津

に住み続けたいと感じられるような子育

て支援、教育施策、さらには若い世代が魅

力を感じるイベントを充実しなければな

りませんという形であります。 

 これも非常に大きな中身でございまし

て、単に答弁しただけではなく、部長会で

この議論をどう具体化して第５次行革へ

結びつけていけるかということを考えな

ければならないと思っています。 

 それで、私は、もう一つの視点はね、な

ぜこんなことになるのかなと思っている

のが一つあるんです。 

 例えば、これを見ておりまして、私のと

ころと一番似ているのは、河内長野市の財

政規模が３３９億円、一般会計で。うちは

３４６億円。それで、人口は河内長野市１

０万７，０００人、うち８万５，６００人。 

 河内長野市を見たときに、市民１，００

０人当たり職員数は５．１人ですから、う

ちよりも河内長野市が職員数で１２７人

少ないんですよ。なぜなのかということな

んです。 

 茨木市に至っては、茨木市は北摂で一番

職員数が厳しいのはわかっていたんです

が、これでいけば、職員数はうちが１１９

人多いことになるんですよ。 

 それで、うちよりも上回っている市が２

市、富田林市、藤井寺市なんです。それで、

一概には言えませんけれども、６．６人と

いうのは箕面市と同じで、高いレベルにい

てる。なぜなのかというなんですよ、この

部分。 

 もう一度この部分を調べた上で、私は何

を言いたいかといいますと、昨日も議論あ

ったんですが、生活保護に４人足らんと言

われました。空き家対策でも、振り合いが

始まりました。公共施設の適正管理もどこ

がやるんかと、誰がやるんやと。いてない

やないかという議論があります。したがい

まして、そういうところに人を入れていか

ないと、職員が回らないのが一つ。 

 それからもう一つは、イベントの問題は 

市制施行の周年事業でやってよかったか

らまたやると言われましたと、こういうの

が積み重なってきて、現在１６８事業まで

イベントがあります。 

 これを、今、集計しているんですが、い

ったい何日の日数かかったのか、勤務時間

内にどれぐらいやってたのか、時間外勤務

はどうなのか、代休はどうなのか、ボラン

ティアなのかという集計をしております。 

 これは一遍、議会とも相談しないといけ

ないんですが、整理統合してやらないと、

もしもミスが起こったときに、地方公務員

法第２９条の懲戒処分であります。そうい

うことを考えますと、イベントを頑張って

ましてミスしましたから許すということ

はありませんので、そういうことも心配で

あります。 

 それと、私は、イベントの整理をもう一

度きちっとした上で、総合計画上どうして

もやっていかないといけないイベント、そ

れと実行委員会でやってもらっているん



- 65 - 

 

ですが、それは名ばかりで、実行委員会に

お金を出していますが、中身は全て市がや

っていると、ほとんどそうなんです。 

 これを整理することは、市長にとっては

物すごく厳しい多分中身になると思いま

す。やっぱり市長、政治の世界となります

とね、わかるんですが、私は、こういうこ

とをもう一度ね、イベントの問題、きちっ

ともう一度見た上で、これ一気にできませ

んから、議会と相談して、これをどういう

ふうにするかということで本来業務に戻

していてくということをやらないと、これ

は非常に職員にとってはすごい圧力かか

っているなということは感じておりまし

て、そういう考え方の中で、単にイベント

だけではございません、大事なのは今おっ

しゃいました子育て支援、教育施策、単独

扶助費の問題、出生率１．８％、これはみ

んな同意されると思うんです。これに立っ

て、行革の部分とあるべき職員数はどうな

のかということを、私は今まで一からやっ

てきた人間として、自分で決意も含めまし

て、今、直ちにこれとは言いませんけれど

も、そういう方向で一遍部長会で諮って、

２８年度に入ってすぐこの議論をし、議会

に一日も早くお見せするような形をしな

いと、いつどこで誰が決めたんだと、金が

ないからということでは私、この中期財政

見通しの中で物すごく言いにくくなって

いるなと。吹操跡地の売却収入とたばこ税

があったからということになるんですけ

ど、それは別にしまして、市民の方になか

なか納得してもられないかもわからない

というふうに思いますので、そういう方向

で副市長としてリードしていきたいと考

えております。 

○三好義治委員長 渡辺委員。 

○渡辺慎吾委員 財政の見通しを今、副市

長のほうからいろいろお話がありました

けれども、本当に、聞いておったら、いや、

大変や、ほんならこうせなあかん、いや、

ここは大丈夫です、いや、こうせな、いや、

どっちやねんというなね、一つの感覚を得

たわけですけれども、これはしっかりと今

後練っていただかないとあかんというふ

うに思います。 

 それから、イベントですけれども、今言

ったように次の世代に続く、例えば、市が

しっかりと市として成り立つには、次世代

の人らをこの市にたくさん招いて、従前の

人らも定着していただいて、たくさん税金

を払っていただいて、そして、まちを活性

化するというのが、今後将来に向けての市

政に対しての大きな柱と思います。 

 そういう点で私は質問させていただい

たんですけれども、ということは、さっき

も言ったようにイベントの見直しをやら

なあかん。私の友人で元杉並区長の山田宏

という方がおられて、区長を退かれて国会

のほうに行かれたんですけれども、その方

が杉並の区長になったときにまずやった

ことが、全ての事業を全部ゼロにしたらし

いです。相当な反発がありましたけれども、

中途半端にしたらあかんということで、全

部ゼロにしたと。 

 そこで、すったもんだしながら、そのと

きに事業を展開しておった人でも、これは

甘えたらあかんというような意識が芽生

えたらしいです。 

 事業がなくなったら大変や、いや、もう

これはやっていかれませんねんという話

になったら、それやったら何とか継続させ

てほしいと、我々もこういう努力をします

というようなことが挙がってきたらしい

です。 

 それをしっかりと精査しながら、復活を
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させた事業が何個かあったらしいです。 

 過去から私も青年会議所に所属しとっ

たったんですけれども、例の摂津まつりな

んですけども、あれは確か青年会議所が提

言したと思います。ちょうど森山市長が現

役のころだったと思うんですけれども、摂

津まつりを提言し、それを行政が引き受け

てずっとやってはると思うんですけれど

も、その中でこれは内部のことは民生常任

委員会の所管になるとは思うんですけれ

ども、非常に私が見た感じとしたら、先ほ

ど副市長がおっしゃったように、内容から

したら、例えばそういう役職の方々はテン

トの中におられますけれども、一生懸命動

いている人らは中心がやっぱり市の職員

でした。 

 あれは補助金か何かが出ていたと思う

んですけれども、ほんならどういうふうに

使われているかということは、私らもはっ

きり見えませんし、あれ、一人一人の市の

職員とかさまざまな人件費とか考えたら、

莫大な金額になるんちゃうかなというふ

うに思います。 

 これは参考までにもしかそういう資料

があったらお聞かせ願いたいと思うんで

すけれども、そういうことで例えば我々も

政治家の端くれとしたら、さまざまな住民

の要望を何とか聞きたいというのは、これ

はもう我々の一つの性というか、そういう

使命というか性というかそういうものが

ある。 

 ただ、今言ったように、一つの事業をや

るんやったら何かを消すと。何かの事業は

見直すということをやっていかんと事業

が膨大になってしまう。 

 それを、先ほどは摂津まつりの一つの例

を出したけれども、その事業全部ね、例え

ば行政の人間がかかわってきてそれに関

しての人件費とかいったら、これとんでも

ない数字になるんちゃうかなというよう

に私は思います。 

 当然、市民サービスとして市民が楽しい

ような雰囲気をつくらなあかんけど、とり

あえずこれから若い世代がこのまちに来

ていただいて、このまちは楽しい、すばら

しいというような、そういうような感情を

持つような事業を、しっかりとやっていく

ことが必要ですし、先ほど偶然うちの娘か

らメールが来まして、ＰＯＰＥＹＥという

若者向けの雑誌があるんですけど、この表

紙のデザインを摂津市の同級生の子がつ

くったと。そういうようなメールが来たん

ですけれども、先ほどの広告のことにもか

かわってくるんですけれども、若い世代の

人の知恵をかりながら、そしてそのイベン

トも行政の方々や年配の方々が楽しむ事

業も必要やと思うんですけれども、次世代

の方々の意見を聞きながら、そういう事業

の見直しをするということが必要になっ

てくるんではないかと思いますし、その点、

一つの事例として所管は違うにしても、摂

津まつりの人件費とかの事例があるので

お聞きしました。そういうまちづくりを総

出でやっていく必要があるん違うかなと

いうように思います。 

 それが今言ったように、私は５０年とい

うような大きいことは言いませんけれど

も、１０年先の摂津市を考えたときには、

当然必要なことになるん違うかなという

ふうに感じましたので、その点また、具体

的にわかるようだったらお願いします。 

 それから、階層別能力開発事業、これは

わかりましたので、結構です。ありがとう

ございました。 

 それから、５０周年の記念式典の件で、

国際交流協会や海外の姉妹都市のと関係
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で、蚌埠市とはそういう形の提携をしてき

たけれども、そういう点で、姉妹都市でも

そういう記念式典に反応がないというこ

とやったら、やっぱりこれは考え直してい

かなあかんのと違うかなというように思

いますし、姉妹都市というのは、お互いの

まちに交流があって、そしてお互いのまち

のさまざまな祝い事に関してしっかりと

意思の疎通、祝いという交流をするという

ことが姉妹都市の大きな役割ですから、そ

の点のことを考えていっていただきたい

なというように思います。これは要望です。 

 それから、広報についても先ほど言いま

したけれども、今言ったようにＰＯＰＥＹ

Ｅの表紙を摂津市の方が、これはもう若者

の間では有名な雑誌です。もう何十年も続

いている雑誌やと思うんですけど、その表

紙をやった人がおられるらしいんです。今、

摂津市に在住かどうかは別にしてね。 

 そういう形でいっぱい若い世代で、この

摂津市にすばらしい人材がおられると思

います。だから、そういう点もしっかりと

人材発掘という意味からも、やっぱりいろ

んな市民要望、市民に対してのチャレンジ

精神を促すような広報自体を積極的にや

っていただきたい。 

これも要望しておきます。 

 それから、集会所の件ですけれども、前

回も質問させていただいたと思うんです

けれども、集会所の役割で例えば、現実問

題として、自治会がだんだん少なって、過

疎とは言いませんけれども、その中で集会

所の使用頻度も少なくなって、それはそれ

なりのそこに費用をかけてそれを維持す

るというのは大変かもしれません。 

 ただ、反面、自治会自体がどんどんふえ

ていっている地区もあるわけですね。そう

なってきたときに、同じような感覚で見た

らあかんと思います。 

 だから、それに対しては積極的にね、特

に高齢の方々がおられたら、遠く離れた大

きな集合施設に行かれるというのは、なか

なか難しいことやと。そういう点で、地域

によってその辺の集会所の扱い、また対応

を変えていく必要があるんじゃないかと

思いますから、その辺をお聞かせ願いたい

と思います。 

 それから、一回目の質問で忘れてました

けれども、男女共同参画計画推進事業なん

ですけれども、男性のための電話相談とい

う形を受けていただいたというのは、これ

は私としては非常にうれしいんですけれ

ども、やっぱり男女共同参画ということな

ので、男女平等ということを考えたら、例

えば女性に対しては面談とか法律相談と

いうことをやっておられるわけですけれ

ども、男性に対しては電話で済ますんかと、

逆にね。そういう形であるわけです。 

 同じ人間として、やっぱり男も女もそれ

なりの、悩みがたくさんあるわけであって、

そういうことに関して男女共同参画とい

いながら、公平・平等といいながら、予算

の配分ではこれだけ違う。 

 ＤＶや暴力に関しては別の問題として、

さまざまな面でやっぱり公平に対応する

必要があるというように思うんですけれ

ども、その点に関してちょっとお考えをお

聞きしたいと思います。 

 それから、講座に関してもそうだと思い

ます。例えば、女性に対しての意識、女性

を、こうならなあかん、こうせなあかんっ

て、女性を促すことも必要かもしれんけど、

やっぱり男と女ですから、男性の意識の改

革も必要やと思うんです。男性の意識の改

革。 

 だから男性に対しての、お互いにお互い
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の異性に対してのしっかりとした認識を

持つような講座を持つべきだというよう

に思いますので、男がそれで講座に行くか

といったら多分ほとんどの男性は行かな

いとは思いますけど、ただ、政策として公

平・公正にやらなあかんというたら、行政

としたらそういう形のね、やっぱり本来、

本当の意味での私ら、男女共同参画、公平

にやるんやという意識づけをしていくこ

とが必要だと思いますので、その点もお考

えをお聞きしたいと思います。 

 それから、消防団員の件なんですけれど

も、私が質問をした内容とご答弁が違って

いたと思うんですけれども、消防団員とい

う位置づけ、例えば災害に対しても、それ

にどういうふうな形で取り組まなあかん

というような提言が実際、消防団というの

は、火を消すということが一つの大きな目

的ですよね。火事になったときに火を消す。 

 だから、それは災害を伴って出火という

ことになったら当然それに対してだけど、

ただ、それだけじゃ済まないこともたくさ

んあるわけですよね。 

 例えば、その後に、やっぱりその地域を

守っていくという意識づけもないとあか

んわけです。それにきちっとした定義があ

るのかということ。 

 それと、女性消防団員という形というよ

り、例えば婦人防火クラブというのがあり

ますよね。その気概と気持ちは僕は非常に

理解できるんですけれども、それが男性と

一緒にやって、先ほど言ったようにさまざ

まな薬品の扱いとか、重たいものは持てな

いというようなことになってきたら、逆に

行動に移すときに、非常にそこへ気を使わ

なあかんこともたくさんあるわけです。 

 そんな悠長なことを言ってられないよ

うな状況というのは、当然、消防の方々や

ったら想定できると思うんですよ。そんな

ことをね。 

 逆に言ったら、そういうことによってけ

がとかそういう二次災害になっていく可

能性もあるわけですから、だから、消防団

員を、地域の人間だから消防団員を請け負

う、それはその気持ちは何遍も言うけどわ

かるにしても、実際それが行動に移すとき

にそういうことにならへんかという危惧

があるわけです。 

 それやったら、消防団員じゃなくて、婦

人防火クラブみたいな感じのね、そういう

それぞれの役割分担をきちっとした上で

のそういうようなことを、やっていく必要

があるんじゃないかというように思いま

すし、まず、どういうような定義になって

いるのか、今言ったように例の阪神淡路大

震災や東日本大震災、そういうところで消

防団のいろいろ役割分担が変わっていっ

たと思うんですよ。一つの大きな決まり事

がね。その点に関してどうなっていったか

ということ、それをご答弁いただきたいと

思います。 

 それから、公用車の扱いですけれども、

今、ある一つのもので賄っていっていると

いうのはわかるんですけれども、ただ、今

言ったように、非常にややこしいんです。

ある日突然運転手さんが来たり、いやこの

日はタクシーやとか、何か非常に対応がや

やこしい。 

 それやったら、やっぱりきちっとそうい

う形で今おられる人にのいてくれという

わけにはいかんと思いますけれども、そう

いう形できちっとタクシー会社と契約を

結んで、それから今言ったように事前にそ

れをできないんだったら、それなりに固定

した方々との契約をするわけです、タクシ

ー会社の。 
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 その方々とスケジュールを打ち合わせ

した上での一つの行動に移ったらいいわ

けであって、いちいち僕らが言うような電

話で来てくれという人間に、事前の行動は

なかなか説明できないにしても、タクシー

会社の個人との契約、例えば逆に言ったら

会社と違って個人タクシーでもいいと思

いますわ。 

 そういうようなことをするということ

も、合理的と違うかなと思うんですけれど

も、その点に対してご答弁いただきたいと

思います。 

 それから、選管に関してなんですけれど

も、答弁は言ってはることはわかるんです

よ、教科書どおりのことを言ってはるのは

わかるんですけれども、今言ったように、

選挙の投票率を上げなあかんわけですよ

ね。 

 投票所を変えたわけです。変えて、その

かわりにゆうゆうホール鳥飼西を期日前

投票所として設けて、そういう形で期日前

投票も、それによって、投票率が大きく変

わったということはないのか、それが聞き

たかったことです。 

 それと、平時からそういう形で選挙の投

票率を上げるＰＲというけど、何かそれ全

然聞こえてこないし、実感がないというか。 

 例えば、よく模擬選挙をやっているとこ

ろがありますよね。高校生でもそうですし、

中学生でもそうですから、青年会議所がや

ったりいろんな組織が模擬投票をやった

りしているわけです。そういう形で、選挙

ということをもっと学校教育で教える以

外に、そういうようなシステムがないと、

絵に描いた餅じゃないんやけど、ずらっと

そういうことを羅列されても、決して僕は

投票率が上がるとは思いません。 

 そういう点でお考えをお聞きしたいと

思います。 

 それから、監査なんですけれども、内部

の監査に関してはそれで結構だと思いま

すけれども、市民からそういう監査請求が

起きたときにどのように対応されるおつ

もりなのか、そういう点を聞きたいと思い

ます。 

○三好義治委員長 冒頭に言っていまし

た摂津まつりの件ね、イベントに関しては

副市長から答弁があって、部長会で精査を

していくという話の中で、資料が整理され

た段階で各委員に配らせていただきます。

これは委員長のほうに提出してください。 

 摂津まつりにつきましては民生常任委

員会の所管なので答弁は不要です。 

 西川課長。 

○西川防災管財課長 渡辺委員の集会所

の再配置についてお答えさせていただき

ます。 

 総合計画の策定の中で考えていく話で

はありますが、集会所につきましては、や

はり利用実態というのは、使われていると

ころ、使われていないところ、でこぼこし

ている状況でございます。 

 それを一概に全て廃止するという話で

は決してございませんので、その中で、利

用状況を十分踏まえた上で、それとおっし

ゃられているように、地域に自治会が使わ

れているんですが、その地域の世帯数とか

ですね、そのエリア、その辺も十分に考慮

した中で、先ほども申しましたように福祉

的な活動も促進する中で、再配置は考えて

いきたいというふうに思ってございます。 

○三好義治委員長 船寺課長。 

○船寺人権女性政策課長 男性相談につ

いてお答え申し上げます。 

 男性相談につきましては、２６年度から、

ご指摘いただいて実施させていただきま
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した。 

 ２６年度につきましては、１件でござい

ました。今年度２７年度につきましては、

今のところ４件の相談がございました。 

 毎月１回、１２回の中で４件もの相談が

あったということで需要はあるというふ

うに考えております。 

 今回の相談内容につきまして分析させ

ていただきまして、今後どういうような形

で男性相談を進めていくのかということ

について検討してまいりたいと考えてお

ります。 

 男女共同参画センターにおける講座の

内容が女性に偏っていて男性向けが少な

いのではないかということでございまし

た。 

 男性講座につきましては、実施の内容に

つきましては、商工会等とタイアップしな

がら参加しやすいような形での講座等も

実施してまいっております。 

 今後、男性が参加しやすいような形の講

座のあり方というものについても考えて

いかなければならないと思っております。 

 先ほど質問の中でおっしゃっていまし

たように、実施しても参加されないような

講座をするのであっては効果が上がりま

せんので、そういう部分も検討しながら、

男性も参加しやすいような形の設定の講

座を検討してまいりたいというふうに考

えております。 

 また、男女ペアで参加できるような講座

も検討してまいりたいと考えております。 

○三好義治委員長 明原次長。 

○明原消防本部次長 それでは、渡辺委員

からご質問いただきました消防団の活動

の定義ということと、従前からあります婦

人防火クラブとの活動の違い、要件という

ことでご答弁させていただきます。 

 消防団の活動の定義ということでは、従

前から消防団といえば火災というような

ことが直結、発想できたと思います。 

 平成７年の阪神淡路大震災以降、５年前

の東北の大震災も含めまして、消防団の活

動のあり方とか、市民が消防団に求めるも

のというのは、大分変わってきたというふ

うには感じております。 

 そこで、国のほうではちょうど平成２５

年の１２月に議員立法によりまして、法律

が新しく定められました。法律名は、消防

団を中核とした地域防災力の充実強化に

関する法律というものでございます。 

 これにつきましては、消防団がどういう

ものであるかと、そして、地域防災とはど

ういうものだと、消防団は地域の中心的な

ものだというようなことが書いてござい

ます。 

 紹介しますと、基本的な考え方というこ

とで、消防団は地域防災のための総力結成

であるというふうに書いています。 

 防災というのは、国や地方公共団体がも

ちろん大きな責務、中心的な責務を負うこ

とはもちろんなんですけれども、これには

書いていますように、住民にも防災の責任

はあると。住民一人ひとりにもあると。 

 また、あるいは自主防災などの住民組織

にも防災の責任はあるんやと。それにはま

た、住民も防災活動には積極的に参加しな

ければならないという責務もあると。 

 その中で、消防団はそういった中で中核

的な役割を果たすものとして、消防団が住

民の方の自発的な活動を促進するんやと

いうことで、特に位置づけをされたところ

でもございます。 

 もちろん、先ほど申し上げました火災、

それと自然災害、そういったところの第一

線での活動というのはもちろん今までか
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ら何ら変わることはございませんで、住民

の方はまたそういった活動にも大きな期

待は寄せておられることは承知もしてお

ります。 

 委員がお問いの、女性が入ることによっ

て、先ほど言いました重量物の取扱いであ

りますとか、有機物の取扱いに関して活動

が制限されるんやろうと。つまり、消防力

が下がるんではないかという懸念なんで

すけれども、それにつきましては、今回入

られる分団が、従前１２名の分団でござい

まして、その１２名が残っていだいたまま

で４名新しく追加という形でいけました。 

 それは、味舌地域で全体的な数の総合的

な判断からその分団は追加でいけるとい

うご判断をされましたので、その分団に関

しては少なくとも従前どおり消防力は確

保できているというふうに考えておりま

す。 

 続いて、婦人防火クラブとの活動の違い

ということなんですけれども、婦人防火ク

ラブは本市におきましては相当古い歴史

もございまして、婦人防火クラブの皆さん

は、あくまでも家庭防火を主としまして、

自分たちの家からは火災を出さないとい

うことを主として自主的な活動をずっと

続けてこられまして、現在でも続けておら

れます。 

 また、消防関係の団体との協力で、そう

いった家庭防火というのを主眼に置いて

活動をされています。 

 一方、女性消防団は、消防団の非常備消

防組織でありますので、組織的な活動、先

ほど申し上げた火災を中心とした訓練、警

戒そういった活動となりますので、活動要

件としては、十分すみ分けといいますか、

できるのではなかいというふうに考えて

おります。 

○三好義治委員長 門川課長。 

○門川市長公室参事 それでは、答弁をさ

せていただきます。 

 公用車をタクシー会社等に委託したら

合理的ではないかとのお問いだと思いま

す。 

 これにつきましては、今、職員を自動車

運転嘱託員という形で２名雇用しており

ます。 

 その方の関係もございますし、それとあ

と、先ほども申しましたように、実際に車

もございますので、その点、今後その車を

廃止していくにしたがってそういうこと

ができるのかどうか。ここは費用対効果も

あるかと思いますので、それは私なりに一

度研究等をさせていただきたいと思って

おります。 

 現状につきましては、従前どおり予算計

上させていただいておりますので、どうぞ

よろしくお願いします。 

○三好義治委員長 山下局次長。 

○山下選挙管理委員会・監査委員・公平・

固定資産評価審査委員会事務局次長 先

ほど質問のご趣旨を取り違えておりまし

て失礼いたしました。 

 昨年実施いたしました投票所の統合に

より投票率にどのような影響を与えたか

というご質問かと思います。 

 今手元にありますのが、従前、鳥飼野々

１丁目、鳥飼西２丁目の有権者の皆様に投

票所として利用していただきました市立

第４集会所、これが昨年府議選から第２中

学校へ投票所が移ったわけですが、有権者

数２，３２３名のうち、投票された方が７

９２名、投票率といたしましては３４．０

９％でございます。 

 ４年前の府知事選挙、平成２３年に執行

されましたが、そのときは第４集会所の投
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票率は４０．３７％ということで、６．２

８ポイント減少しております。 

 ただ、摂津市全体の投票率と比較いたし

ますと、今回の選挙は３９．４７％、４年

前は４６．２９％ということでございます

ので、摂津市全体としましては６．８２ポ

イントの減少ということで、摂津市全体の

投票率よりは減少率は少なくなっている

というところでございます。 

 それと、もう一点。主権者教育の一環と

いたしまして、模擬投票が有効ではないか

というご質問かと存じますが、選管といた

しましても、鳥飼上にあります府立摂津支

援学校さんが模擬投票を実施するという

ことで、それにつきまして用具の提供等の

協力をさせていただいたところございま

す。 

 今後につきましても、他の学校等の協力

要請がありましたら、もちろんそれにお答

えできますし、また、教育委員会を通じて

その辺、連携していきたいというふうに考

えております。 

○三好義治委員長 井口局長。 

○井口選挙管理委員会・監査委員・公平・

固定資産評価審査委員会事務局長 それ

では、監査につきましてのご質問にお答え

いたします。 

 市民からの監査請求としては、どういう

手法があるのかというお問いだと思いま

すが、地方自治法第７５条で直接請求監査

というのがございまして、有権者の５０分

の１の連署をもって監査委員に対して行

政の監査ができるというのが一つござい

まして、もう一つは、第２４２条で住民監

査請求というのがございます。これは、市

民の方、お一人からでも請求はできます。

この二つがあります。 

○三好義治委員長 樋上消防長。 

○樋上消防長 補足説明させていただき

ます。 

 女性の消防団員の活動内容でございま

すが、平成２０年策定の消防団活性化総合

計画を策定しております。そこにおきまし

ても、活動方針が定められておりますが、

委員がご指摘の点も踏まえまして早急に

検討してまいりたいと考えております。 

○三好義治委員長 渡辺委員。 

○渡辺慎吾委員 それでは、３回目の質問

をさせていただきます。 

 集会所の件ですけれども、そういう形で

費用対効果じゃないんだけど、どんどんそ

こに住宅ができて人口がふえて、活用があ

るということだったらそれなりの充実を

やっぱりやってもらわなあかんし、そうい

う点で一遍チェックを市全体でやってく

ださい。 

 私、個々においたらあなたに対して、こ

ういう集会所をもう一遍建て直してほし

い要望は言ったと思うんですけれども、そ

の要望は要望で別として、しっかりと全体

的に見直してそういう形でやっていただ

きたいと。これは要望にしておきます。 

 それから、男女共同参画の件ですけれど

も、いろんなことで女性の社会進出とかそ

ういうことでいろいろ話をするんですよ。 

 よく、女性の管理職を何％とか、そうい

うことをよく言われるんですけれども、女

性の方々というのは、余りそれに対して、

何％という数字に対しては余りこだわっ

てないような状況なんですけれども。 

 しかし、現実問題としてそれぞれ男性、

女性の役割分担というか、当然共同ででき

ることは共同でせなあかんし、やっぱり独

特の性別のさまざまな問題があるんで、そ

れなりに分けてやらなあかんということ

があるんですけれども、ただ、今言ったよ
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うに非常に悩みの相談、前も一遍述べさせ

ていただいたんですけれども、やっぱり僕

ら議員にはいろんな悩みを持った女性も

男性も相談に来られるんですけれども、や

っぱりそれぞれ、五分五分ぐらいですかね、

男性の相談、女性の相談、それぞれ大体平

均してあるんです。 

 行政がそういう形で施策をやるんやっ

たら、これは啓発次第では、やっぱり男性

相談もふえていくと思いますし、女性の政

策に関しては積極的にやられていますけ

れども、男性の施策に関してより積極的に

ＰＲしていく必要があるんではないかと

思いますし、男女平等ということを当然皆

思ってはると思うんですけれども、ただ、

今言ったように、逆に何か知らんけど男の

中には、女性に対しての罪滅ぼしじゃない

んだけど、やっぱり女性に対してこうせな

あかん、逆に罪滅ぼしじゃないんだけど、

女性を守らなあかんというような感覚が

あって、当然そういう形で女性に手厚くせ

なあかんという気持ちはわかるんですけ

れども、やっぱり自殺率を考えても、自殺

する人の７割は男性、ホームレスの９６％

は男性ということもあったり、さまざまな

点で男は男で大変な状況があるというこ

となので、その辺のことはしっかりと行政

としたら公平にそういう悩みを吸い上げ

て、それに対しての対応をするように。 

 それは男も女も幸せになることが市民

にとって、行政にとっていいことですから、

その辺のことは、しっかりと充実してやっ

てほしい。これは要望にしておきたいと思

います。 

 それから、消防団の件ですけれども、当

然自分がそういう立場でおるから、やっぱ

りそれなりに考えてしまうんです。 

 今度、団長を引き受けなあかんというこ

とになったら、やっぱり部団を率いていか

なあかんということがあったんで、そうい

うときに例えば女性消防団員が入ってき

たときに、それなりにどういうふうにすべ

きかということを考えなあかんわけです。 

 やっぱり考えてしまう、さっきの話じゃ

ないけど、女性がもしけがでもしたらどう

しようとか、もしくはその彼女には子ども

がおるし、もしもけがしたらどうしようと

か考えてしまうんですよね、当然。だから、

危険なところは行かせたらあかんとか思

ったり。 

 しかし現実にそういうこと、切羽詰まっ

たら、やっぱりそういうような状況が出て

きたり、さまざまな複雑な状況というのは

皆さんもわかると思うんです。 

 そういう面から、私らとしたら、逆にそ

ういう気を遣うよりは、男同士でばっと行

ったほうが物事の展開が早いんじゃない

かと思ったり、逆に今言ったように婦人防

火クラブを充実していただいて、そっちの

ほうで何とか後方支援をしていただいた

ほうが、ラインとしてはやりやすいという

ような感じがしたり、さまざまなことを考

えてしまうんです。 

 今言ったように、団員をふやそうという

世の中の施策のことはわかるんですけれ

ども、現実問題としたら、そういうことら

しいんですよ。 

 これはもう、非常に余談なんですけれど

も、アメリカが消防団員じゃないけど、陸

軍に女性に最前線に行かせるというよう

なことがありましたよね、戦闘部隊。そし

たら、そういうことを言っているけど、現

実にほんなら最前線に行かせたら大変な

状況になるらしいです。 

 現実問題、捕虜になったら大変な状況に

なるんですね。だから、そういうふうな状
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況も踏まえて、非常にそこは男女の差をつ

けなあかんところだというふうに思いま

すので、そういう危惧はあるということだ

け、これも私がこういう立場にならなあか

んから余計考えてしまうんで、その辺だけ

要望しておきますので、よろしくお願いし

たいと思います。 

 それから、公用車の扱いですけれども、

今いる人や今の車をどうこうするつもり

はないんやけど、電気自動車に関しても使

い勝手が悪いということをよく聞きます。 

 外に行くときはクラウンで行って、１箇

所しか行かないときには電気自動車、市内

を何箇所か行くときは軽自動車やという

ような、車も使い分けされてるんですよね。 

 そういうこと、本当に、今言ったように

無駄にならへんかなと思うんです。だから、

電気自動車は何で買ったんかなというこ

とが非常に私らとしたら不思議でしゃあ

ない。 

 ハイブリッド車のほうが当然いいわけ

であって、そういうふうなことも考えたり

して、もっとそういう点、何が効果がある、

何が実をとれるのかということを考えて

もらわなあかん。 

 言ったように、今いる人を首にするんじ

ゃなくて、今後、タクシーと契約して、タ

クシーも上の看板を取ったら普通のね、そ

ういう企業たくさんあるわけでしょう。 

 そういう企業がたくさんあるわけであ

って、そういうこともやっぱり、民間企業

やっておられるわけですから、そういうこ

ともしっかりと考えていただきたいと。こ

れも要望にしておきます。 

 それから、選挙の投票率がアップしなか

った、市内全体では投票率は大して落ちて

ないと言うけど、しかし何のために投票所

を統合したのかということを考えたら、私

らとしたら意味がないように感じるんで

すよ。 

 さっきも言ったように、あなた方の仕事

というのは、投票率を上げてより市民が投

票行動に移ってもらうことが一番の仕事

なので、効率的ということを考えるより、

まずそのことを考えてもらわなあかん。 

 だから、そういう点から考えましたら、

意味がないんですよ、投票所を変えたとい

うのは。そういうことも、実際そういう形

で着実にそれが効率を上げるんやったら

私それをする意味があると思う。 

 しかし、そういうふうにしていじってそ

ういう形になるんやったら何のための選

挙管理委員会かというのは疑問に持つわ

けです。 

 その辺をね、しっかりとね。そういう効

率とか地理的な問題、そういうことを頭に

置くより、まず、何遍も言うようやけど、

市民が、有権者が投票行動に移るというこ

とを主眼に置いて選管はないとあかん。そ

のことを忘れてもらったらあかんわけで

す。 

 それと、今言ったように、学校が模擬投

票することなどををもっとＰＲして、いろ

んな人らに対して、例えば市内の中学校で

そういう模擬投票をやってほしいとか、逆

にこっちが積極的に挑むようなことも必

要やと思うんです。そういうことが後々に

投票率のアップにつながっていくんじゃ

ないかと。 

 だから、例えば若い世代を取り入れるん

やったら、紙に書いてそれを配っただけで

そんなことで、わかりました、ほんなら行

きますということにはまずならへんと思

う。 

 実際、投票することによって、これはお

もしろいなという体験の中から、それやっ
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たらということで興味を持ちながら投票

行動に移るということが、これが若い世代

の投票行動に大きく表れるんじゃないか

と私は思いますよ。もっと深いことじゃな

くてね。 

 だからそういうことをしっかりと促す

ような積極的な行動に移られることが必

要なんちゃうかなと私は思います。 

 それから、監査のことはわかりましたの

で、その点、今後違うところで質問をしっ

かりとしたいと思いますので、以上で私の

質問を終わります。 

○三好義治委員長 渡辺委員の質問は終

わりました。 

 暫時休憩します。 

（午後５時７分 休憩） 

（午後５時８分 再開） 

○三好義治委員長 再開します。 

 本日の委員会はこの程度にとどめ、散会

します。 

    （午後５時９分 散会） 
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